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第 1 章 研究の背景 

1.1 組織論におけるキャリアに関するパラダイムの変遷と実践共同体 

「自律的キャリア」という言葉が聞かれるようになって久しい。この「自律的キャリア」

は時に「ニューキャリア（新しいキャリア）」とも呼ばれ、伝統的なキャリア論へのアンチ

テーゼとして個人の自己主導性や自己責任性が強調（株式会社リクルートマネジメント ソ

リューションズ, 2011）されるものとなっている。 

上述の文献を含めて、自律的キャリア論の台頭は 1990 年代からである、とする先行研究

が多いが（荒木（2021）、宮島（2012）など）、それでは、1990 年代以前の個人のキャリア、

いわゆる伝統的なキャリアとはどのようなものであったのだろうか。そしてニューキャリア

の台頭以降、どのようなキャリアモデルが注目されつつあるのだろうか。 

北村（2021）は、Lawrence et al.（2015）を引用し、これまでのキャリア研究においては、

ほぼ 4 半世紀ごとに大きなパラダイム・チェンジがあったと指摘している。それは順に、個

人、組織、職業を別々に捉える個別アプローチ、組織の中でのキャリアを考える組織内キャ

リア・パラダイム、組織の境界を越えるキャリアに注目するニューキャリア・パラダイム、

そして持続可能なキャリア・パラダイムであるという。本項では、この Lawrence et al.

（2015）の分類を採用して、これまでのキャリアに関するパラダイムの変容を整理しつつ、

本研究が注目する実践共同体が組織論で注目を集めるようになってきた背景を俯瞰する。 

 

1.1.1 個別アプローチ（職業発達理論からキャリア発達理論へ） 

最も古いパラダイムである個別アプローチは、主として、Erikson（1963）や Levinson

（1978）に代表される生涯発達心理学の議論を援用しながら理論的に発展してきた（宇田, 

2007）。 

宇田（2007）によれば、この発達論的パースペクティブに基づくキャリア研究では、キャ

リアを、長期的に一段一段階段を上っていくような階層的プロセスとして捉えているという。

例えば Erikson は人間の生涯にわたる発達段階を乳児期、幼児期、児童期、学童期、青年期、

成人期、壮年期、老年期の 8 段階に分け、それぞれの段階において、個人の心の中心に心理

社会的なプラスの力とマイナスの力が拮抗し合って働く「危機」が存在し、個人はこのよう

な危機や発達課題を乗り越えることで次の段階に進む（荒木, 2021）とした。 

Erikson の発達段階説はその後、Ginsberg や Super などに影響を与えていく（渡部, 2022）

こととなり、そこから「職業的発達理論」へと繋がる。職業的発達理論は、Ginsberg によっ

て提唱された職業的発達の概念を、Super が拡充・発展させた（菊池, 2012）1とされている。

 
1 キャリア論の分類には諸説ある。例えば藤江（1999）は、Ginsberg の理論は職業選択理論

をよりダイナミックな観点から捉えなおし生涯発達理論として発展させたとして、Super 、

Erikson、Levinson の理論と同様の理論であると捉えている。 
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まず Ginsbergは、職業選択には、長い年月を通しての発達過程がみられることに着目し、①

職業選択は、一般には 10 年以上もかかる発達的プロセスである、②そのプロセスは非可逆

的である、③そのプロセスは、個人の欲求と現実の妥協（後に「最適化」）をもって終わる、

という 3 点を指摘した。そして職業発達のプロセスを、一般的に空想期（11 歳以下）、試行

期（11～17 歳）、現実期（17 歳～20 最初期）の発達段階を経るものと考えた（木村, 2018）。

木村（2018）によれば、Ginsberg の理論は 1950 年代に構築され、その後、何度も再構築と

修正が行われてゆく。 

職業発達理論を現在のような形に完成させたもっとも代表的な理論は、Super の理論であ

ると言われている。Super は、Ginsberg の発達理論、Buhler の生活段階、Havighurst の発達課

題など、それまでの発達理論を整理したうえで、職業的発達段階と発達課題をまとめた（労

働政策研究・研修機構, 2016）。彼は、キャリア発達を職業領域以外にも家庭や地域社会と

いった様々な空間で促されるものと捉え、発達するプロセスを成長段階（誕生から 14 歳）、

探索段階（15～24 歳）、確立段階（25～44 歳）、維持段階（45～64 歳）、解放段階（65 歳以

上）という 5 つの段階に分けている（荒木, 2021）。菊池（2012）は、個人における職業発

達の過程を「生涯」に広げるとともに、個人が果たす人生の役割（life-role）を包括的に扱

おうとした点に Super の理論の特徴を見出し、Super がそれまでの職業発達理論を「キャリ

ア発達理論」に昇華させたとしている。 

菊地（2005）は、ここまでに説明してきた Erikson や Super を代表とする発達心理学を土

台としたキャリアに対する個別アプローチには、①職位の情報に限らない漸進的な職業経験、

②個人の生涯にわたって継続する一連の過程、③その人自身にふさわしい職業上の自己概念

の発達、という 3 つの特性が包含されているとまとめた。 

 

1.1.2 組織内キャリア 

 組織におけるキャリア開発に焦点をあて、組織内キャリア論を提唱したのは Scheinである

（労働政策研究・研修機構, 2016）。組織心理学派の代表的論者としてあげられる Schein は、

個人が組織を通じて自己のキャリアをどのように形成していくかという個人と組織の相互作

用に対して、一貫して「個人と組織の統合」、つまりキャリア開発の視点に立って研究を重

ねてきた研究者の一人である（中石, 1996）と言われている。労働政策研究・研修機構

（2016）によると、Schein も基本的には個別アプローチ時代の発達論的アプローチを援用し

ているものの、キャリアを捉えるときに「外的キャリア」と「内的キャリア」の 2 軸から捉

える点に大きな特徴があるという。 

 まず Schein（1983）は、Super（1957）の理論を応用、精緻化し、個人の組織内キャリア

の発達段階を、以下の 9 段階とした。 

ステージ 1：成長、空想、探索 

ステージ 2：教育と訓練 
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ステージ 3：仕事世界へのエントリー 

ステージ 4：基礎訓練、社会化 

ステージ 5：メンバーシップを取得する 

ステージ 6：テニュア、パーマネントのメンバーシップを得る 

（キャリア半ばの危機、再評価） 

ステージ 7：勢いの維持、回復 

ステージ 8：解放 

ステージ 9：引退 

また、Schein（1983）は、すべての進歩は１つの組織や職業内の異動に関する 3 つの基本

的な次元（Schein, 1971）に沿って測定することができると述べている。この 3つの基礎的な

次元は「キャリア・コーン」とも呼ばれ、組織内における（個人の）動きは、概念的に区別

可能な以下の 3 つの次元に沿って発生する（Schein, 1971）。 

① 垂直的：組織内の地位やレベルを上げたり下げたりするという概念にほぼ対応する。 

② 放射状：組織における自分の中心性、つまり、多かれ少なかれ「内側にいる」度合いを

増減させるという概念にほぼ対応する。 

③ 周囲：組織における自分の機能や部門を変えるという概念におおよそ対応する。 

 次項で述べるニューキャリアは、組織内キャリアのアンチテーゼとして提唱されたとされ

ることが多いが、Schein（1983）は、上述した 9 段階はある職業から別の職業に異動しても

繰り返すことができ、年齢とは必要以上に関係がないと述べている。こうした考えは、１つ

の組織の境界を超えるバウンダリーレス・キャリアにつながる考えである。またキャリアの

成功の定義には個人のキャリア・アンカーや主観的なキャリア像が大きく反映される、とも

述べており、こうした考えはプロティアン・キャリアに繋がるものである。このことから、

Schein の理論は 1 つの組織における個人の発達論的アプローチでありつつも、次項で述べる

「ニューキャリア」の考え方と共通する要素もあると捉えることができる。 

 

1.1.3 伝統的キャリアにおける若者のキャリア開発 

 ここで、個別アプローチと組織内キャリアにおいて、学校から職業への移行期にあたる若

者のキャリアとその開発がどのように捉えられていたかを、Erikson と Schein の主張を中心

に整理しておく。 

 まず、Erikson は、技術が進歩して、初期の学校生活と専門的な労働生活との間隔が拡大

すると、青年期というのは、ますます意識的に重要な時期となる（Erikson, 1968）と前置き

したうえで、歴史上いくつかの文化圏においては常に、（青年期は）児童期と成人期との中

間に厳として存在する一つの生活様式のように、個人のアイデンティティの様々な構成要素

を統合するための猶予期間（モラトリアム）であると述べている。また Erikson は、青年期

において最も大きな危機は職業選択における危機である（Erikson, 1963）とも指摘している。
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このことについて木谷・岡本（2015）は、青年期には、児童期まで親や教師といった主要な

他者の価値基準を通して構築してきた同一化群を、自らの価値基準で再構築していく必要に

迫られるが、その作業は簡単なものではなく、一時的に自分が何者か分からなくなる。これ

を Erikson はアイデンティティの拡散、あるいは役割拡散と呼び、青年は、アイデンティテ

ィ拡散の混乱を抜け出すために、「思い切って自分でやってみる」といった形で、学業、サ

ークル、ボランティア等の社会的な遊びを通して役割実験を行い、それらの中で自らに合っ

たものを主体的に取捨選択していくことがアイデンティティの確立に繋がるとした、と述べ

ている。 

 組織内キャリアを提唱した Schein（1978）もまた、学校から仕事への移行期であるエント

リーの時期は、個人にとっての開発的な課題を多数含むと指摘し、その課題として以下の 4

点を挙げている。 

 課題 1：第一の課題はある種の予備的な職業選択を行うことであり、これによって、どの

ような種類の教育および訓練を求めるかが決まる。 

 課題 2：次に、人は、実行可能な「夢」——自分の才能、価値、および抱負の発現手段と

して役立ちうる職業ないし組織のイメージ——を開発しなければならない。 

 課題 3：人は、自分が選んだ職業での成功に必要な態度および価値であると考えるものを

開発するために、「見越しの社会化」を通してキャリア初期に対する準備を行わなければな

らない。 

 課題 4：教育と訓練の時期が終わると、個人は「労働市場へのエントリー」すなわち初め

ての仕事をみつけるという現実に直面する。 

 さらに彼は同著の中で、学校から仕事への移行には困難が多いためキャリアの変移を専門

とするさまざまな社会諸機関および特別な職業によって支援されなければならない、と指摘

している。そのうえで、教育諸機関は、学生たちが最終的に約束をする前に彼らを実際の仕

事の状況に晒す過程を改善するため、①ワーク／スタディ・プログラムを強化し夏季見習な

いし実習を実施するため雇用者たちと協力する、②一定の職業のメンバーを大学のキャンパ

スないし高校に招いてその職業での生活について語らせる、③学生たちに地元の工場訪問を

手配する、といった現在大学でも実施されているインターンシップやキャリアガイダンスの

充実の必要性を強調している。 

 上記から、個別アプローチや組織内キャリアにおいては、学校から職業への移行期にある

若者は、アイデンティティの確立、そして個人と組織の統合の過程において多くの発達的課

題を抱えるとされており、若者自身が学業やその他の活動の中で様々な役割を経験するとと

もに、仕事に似た経験を積んだり、キャリア支援を受ける必要がある、と考えられているこ

とが分かる。 

 

 



12 

 

1.1.4 ニューキャリア 

組織内キャリアに続くパラダイムはニューキャリア・パラダイムである。1990 年代以降、

市場の組織化や雇用の流動化といった働く個人を取り巻く状況の激しい変容に伴い、伝統的

な企業内キャリアに変わる新たなキャリアを探る議論が盛んに展開されるようになった（宇

田, 2007）。宮島（2012）によると、企業は取り巻く環境変化および技術革新の速さに対応

しつつ、成長を成し遂げるために、組織の柔軟性を高める必要がある。そこで企業は、組織

メンバーたる個人の多様性、創造性、自律性を活かしたマネジメントの重要性を認識し、個

人の自律的キャリアを支援する必要が出てきたという。 

ニューキャリアとしては、Arthur らが提唱したバウンダリーレス・キャリア

（Boundaryless career）と Hall によって提唱されたプロティアン・キャリア（Protean career）

が広く日本でも知られている。 

 バウンダリーレス・キャリアは、Arthur & Rousseau（1996）によって提唱された概念であ

り、職務、組織、仕事と家庭、国家、産業という境界を超えて展開するキャリアを意味する

（武石 et al., 2014）。バウンダリーレス・キャリアには 2 つの軸があり、常にその上に構成

される（Segers et al., 2008）。Segers et al.（2008）によれば、最もよく知られている軸は「物

理的移動」で、これは組織間の移動性に加え、仕事、企業、職業、国等の間での物理的な移

動性を指す。もう一つの軸は「心理的移動（Omidvar & Kislov, 2014）」で、これは、例えば

同一組織内でのキャリアアップや仕事と生活のバランス上の移動等を含む。しかしバウンダ

リーレス・キャリアにおける人のキャリアに対する態度は、上に述べた 2 軸のいずれかを適

用するというものではなく、個人の物理的・心理的可動性の程度やそれらの相互作用によっ

て影響されるものであるとされている。 

一方、プロティアン・キャリアとは、企業組織と個人の心理的契約が変化することにより、

組織ではなく個人が主体的にキャリア形成に取り組み、他者から評価されることよりも、個

人の仕事における満足度や成長感などの心理的成功を目指す自己志向的キャリア、そして、

移り変わる環境に対して、変幻自在（プロティアン）に適応していくキャリアのあり方（武

石 et al., 2014）を意味している。Segers et al.（2008）によれば、バウンダリーレス・キャリ

アと同様、プロティアン・キャリアも 2 つの軸を持っており、個人は、以下の 2 つの態度を

持っている場合、完全なプロティアン・キャリア志向だとみなされるという2。 

① 「価値観駆動型」の態度（この場合の価値観とは、その人のキャリアの指針となり、成

功の尺度となる内的価値観） 

 
2 Briscoe & Hall（2006）によれば、この２つの態度の組み合わせにより、４つの主要なキ

ャリア志向が生まれるとされている。それは「依存型」（①、②ともに低い）、「反応型」（①

が低く②が高い）、「硬直型」（①が高く②が低い）、「プロティアン型」（①、②ともに高い）

である。Briscoe & Hall（2006）は、こうした２つの態度は連続的なものであるため、単純

に「プロティアン・キャリア志向」がある、ないということは難しいと指摘している。 
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② 自身のキャリア・マネジメントにおける「自己主導性」（これは、仕事におけるパフォ

ーマンスと学習ニーズにも適応される） 

 Inkson（2006）は、上記 2 つのキャリアに代表される「ニューキャリア」が登場した背景

をバウンダリーレス・キャリアとプロティアン・キャリアという用語を隠喩として捉え考察

し、以下のように述べている。バウンダリーレス・キャリアのコンセプトは、General 

Electric の CEO であったジャック・ウェルチが、伝統的な形式的組織に対抗するものとして

提唱した「バウンダリーレス組織」という概念からインスピレーションを得て生まれた

（Ashkenas et al., 2002）ことから、バウンダリーレス・キャリアは、ウェルチが社内で打ち

破ろうとしたビジネス正統派のアンチテーゼとして概念化されたとしている。一方で、プロ

ティアン・キャリアは、その提唱者である Hall が著書（Hall, 1976）の巻末付近で、同書の

序盤に紹介された組織内キャリアの枠組みに対する興味深い対比として初めて言及したもの

で、Hall はその後も、伝統的な組織内キャリアとニューキャリアであるプロティアン・キャ

リアの対比を繰り返し掲載していることからも、プロティアン・キャリアは組織内キャリア

に対する直接的なアンチテーゼとして概念化されたと述べている。 

 宮島は、こうしたニューキャリアの先行研究が示唆する点を次の 4 点にまとめた。 

① 自律的キャリアではキャリア発達における個人の意思の重要性を強調している 

② キャリアにおける能動的な変化や学習が重視される 

③ 組織を移動するキャリアや、変化の激しいキャリアを肯定的に捉えている 

④ キャリアの成功の尺度として報酬や昇進（組織内の地位）より心理的成功や主観的満足

を採る 

 

1.1.5 個人のキャリアを支援する存在としての実践共同体 

こうした組織に依存しない主体的、動的な新しいキャリアの概念において、個人のキャリ

ア開発を支援する存在として注目されるようになったのが実践共同体（communities of 

practice）である。実践共同体とは、「あるテーマに関する関心や問題、熱意などを共有し、

その分野の知識や技能を、持続可能な相互交流を通じて深めていく人々の集団」（Wenger et 

al., 2002）と定義されている。実践共同体は当初は学習研究において提唱された概念である

が、その後、実践共同体研究は経営学の領域、特にナレッジ・マネジメントの分野で普及し

ていった。さらにキャリア研究の文脈においても、働く個人の主体的・自律的キャリア形成

を支援する存在として、近年日本においてもその研究が蓄積されつつある（森田, 2021）。 

例えば、バウンダリーレス・キャリアを提唱した Arthur は、Arthur et al.（2005）において、

バウンダリーレス・キャリアの観点から考えると、個人のキャリアに対する支援は、同じ組

織内の同僚、メンター、上司だけでは十分ではなく、組織の制限的な境界を越えて外部の人

を取り込む実践共同体を個人のキャリアを支援する組織として注目している。プロティア

ン・キャリアを提唱した Hall もまた、Hall（1996）にて、ニューキャリアの観点からみると、
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ひとつの組織や領域で成長を促進する人間関係を築いたとしても、得られる価値は限られる。

それゆえ、キャリア発達をもたらす仕事以外での人間関係（GROWs; growth-enhancing 

relationships outside work）がますます重要な機会になってくると指摘し、GROWsの真の価値

は、自己認知と対人関係スキルにもたらす変化だとしている。  

また Parker（2000）は、キャリア支援を受けられる自己組織的なメンバーによって定義さ

れる社会構造として「キャリア・コミュニティ」という概念を提案している。Parker et al.

（2004）は新しい経済環境が新しい知識の創造と共有、そして個人の学習に依存しているこ

とから、これからの個人は自分のニーズを理解し、自分の目標を決定し、自分のキャリアを

マネージすることに対してより大きな責任を負うことが期待されるようになると指摘し、キ

ャリア・コミュニティの概念はこうした状況下において、人々が自分のキャリアをどのよう

に理解するかを考慮して開発されたものだと述べている。 

前項で説明したニューキャリアは、個人がキャリアの管理責任者となるべきだと主張して

きた（Inkson et al., 2012）が、複雑で、幅広い選択肢のある現代社会において、個人がキャ

リアの管理責任を全て引き受けることは現実的ではない（北村, 2021）。そこで、組織外で

個人のキャリア開発を支援する枠組みとして実践共同体が注目を集めるようになったのであ

る。 

 

1.1.6 持続可能なキャリア（組織内キャリアとニューキャリアの統合） 

 こうしたニューキャリアにおける個人と組織の乖離が広がる中で提唱されたのが持続可能

なキャリアである。 

 北村（2021）によると、上述の通り、ニューキャリア論は、組織内キャリア論のアンチテ

ーゼとして登場し、組織を超える個人の主体性に力点を置いたため、それまでのキャリア研

究や組織論とうまく接続できず、ある種の分断を生み出す結果となった。そこで新たに提唱

されたのが持続可能なキャリアであるという。 

持続可能なキャリアは、オランダのラドバウド大学の Beatrice I.J.M. Van der Heijden とベル

ギーのアントワープ・マネジメントスクールの Ans De Vos という 2 人の女性のキャリア研究

者を中心に欧州の研究者グループが提唱したもので「個人の主体性のもとで、いくつかの社

会的空間にまたがり、様々なパターンの時を超えた連続性に反映された、個人にとって意味

深い、異なる仕事経験のつながり（B.I.J.M. van der Heijden & De Vos, 2015）3」と定義される。

持続可能なキャリアは、2015 年に『持続可能なキャリア研究』というハンドブック（De Vos 

& B.I.J.M. van der Heijden, 2015）が出されたことや 2020 年に Journal of Vocational Behavior で

特集号が組まれたことで、キャリア研究における新潮流として注目を集めつつある考え方で、

組織内キャリアとニューキャリアという 2 つの理論を統合し、より広いキャリア空間におい

 
3 本定義の日本語訳は北村（2021）を採用している。 
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て、キャリアが本来持つダイナミックな姿を描き出そうとする議論である（北村, 2021）。 

 持続可能なキャリアでは、個人の視点から持続的なキャリアに取り組むことを前提としつ

つも、同時に、個人のキャリアは本質的には相互に関連し合っており、持続的なキャリアを

実現するためには、個人のキャリア・マネジメント以上に、個人の家族や同僚、上司や雇用

主、教育システム、社会など、すべての関係者の積極的な関与が重要であると考える。その

ため、持続可能なキャリアではその指標として以下の 3 つをあげており、これらの特性は、

個人の繁栄の鍵であると同時に、家族や仲間、働く組織、そして社会全体の福祉の主要な構

成要素でもある（De Vos et al., 2020）。 

① 仕事（例：キャリア満足度、仕事満足度）  

② 健康（例：ストレス、人生満足度） 

③ 生産性（例：職務遂行能力、組織市民行動） 

 De Vos et al.（2020）は、このような持続可能なキャリア開発の根底にあるメカニズムを理

解するためには、選択最適化と補償理論（Selection Optimization and Compensation: SOC、

Baltes et al.（1999））や社会情動性選択理論（Socio-emotional Selectivity Theory: SST、

Carstensen（1995）, Carstensen（2006））と合わせて、資源保存理論（Conservation of 

Resources (COR) theory、Hobfoll（1989））、などの既存の理論的視座を理解する必要があると

指摘している。 

 北村（2022）によれば、これまでもキャリアにおける資源（リソース）に注目する理論は

存在していたが、この持続可能なキャリアにおいては、キャリアの不確実性が高まる中で、

変化する文脈に適応し、その中から自分にとっての意味を引き出すために必要なキャリア資

源への関心が高まっているという。 

 持続可能なキャリアにおける資源には、4 つあり、そのうちの 1 つが社会関係資本である。

社会関係資本には、知識の獲得や成長促進につながる人的資源が含まれ、持続可能なキャリ

アが注目するワーカビリティのハウスモデル4にも、社会的ネットワークが含まれている。

持続可能なキャリアにおいては、これら資源の獲得、維持、再生のプロセスにまで注意を払

っているという。 

 このことから、実践共同体は、今後、組織内キャリアとニューキャリアが融合し、新たな

キャリアモデルへと変化していく中でもなお、個人のキャリア開発にとって重要な位置づけ

となることが予測される。 

 
4 北村（2022）によれば、ワーカビリティとはフィンランド職業健康協会が高齢者にもっと
長期間仕事で活躍してもらうにはどうすればよいかという問題意識のもと、データを蓄積し
生み出した概念である。ワーカビリティ・ハウスとは、ワーカビリティの概念を 4 階建ての
モデル図で表したもので、1 階から 3 階までは個人資源とされ、4 階が仕事の領域を示す。
そして 1 回と 4 階の間に相互関係を示す円環状の矢印が描かれ、4 つの階がワーカビリティ
という大きな屋根を支えている。また、家の外側には家庭や社会的ネットワークが描かれ、
こうした個人の外部環境もワーカビリティに影響を与えることが示されている。 
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ここまでに述べたキャリアに関するパラダイムの変遷と代表的な研究者・理論の概要を表

1 にまとめる。 

 

表 1 キャリアに関するパラダイムの変遷と代表的な研究者・理論の概要 

カテゴリー 代表的な研究者 概要 

個別アプローチ Erikson 人間の生涯にわたる発達段階には乳児期、幼児期、児童期、
学童期、青年期、成人期、壮年期、老年期の 8段階がある。そ
れぞれの段階では、個人の心の中心に心理社会的なプラスの
力とマイナスの力が拮抗し合って働く「危機」が存在し、個
人はこのような危機や発達課題を乗り越えることで次の段階
に進む。 

Ginsberg 

（職業発達理論） 

職業選択には長い年月を通しての発達過程があり、①職業選
択は、一般には 10 年以上もかかる発達的プロセスである、②
そのプロセスは非可逆的である、③そのプロセスは、個人の
欲求と現実の妥協（後に「最適化」）をもって終わる。職業発
達のプロセスは、一般的に空想期（11 歳以下）、試行期（11～
17 歳）、現実期（17 歳～20 最初期）の発達段階を経る。 

Super 

（キャリア発達理

論） 

キャリア発達を職業領域以外にも家庭や地域社会といった
様々な空間で促されるものと捉え、発達するプロセスを成長
段階（誕生から 14 歳）、探索段階（15～24 歳）、確立段階（25

～44 歳）、維持段階（45～64 歳）、解放段階（65 歳以上）とす
る。個人における職業発達の過程を「生涯」に広げ、個人が
果たす人生の役割（life-role）を包括的に扱う。 

組織内キャリア Schein 個人が組織を通じてキャリアをどのように形成していくかと
いう個人と組織の相互作用に対して一貫して「個人と組織の
統合」、つまりキャリア開発の視点に立つ。キャリアを「外的
キャリア」と「内的キャリア」の 2軸から捉え、すべての進歩
は１つの組織や職業内の異動に関する 3つの基本的な次元に沿
って測定することができると考える。 

ニューキャリア Arthur & Rousseau

（バウンダリーレ

ス・キャリア） 

職務、組織、仕事と家庭、国家、産業という境界を超えて展
開するキャリアを意味する。バウンダリーレス・キャリアに
は「物質的移動」と「心理的移動」の 2軸があり、常にその上
に構成される。しかし、人のキャリアに対する態度は、個人
の物理的・心理的可動性の程度やそれらの相互作用によって
影響される。 

Hall 

（プロティアン・

キャリア） 

個人が主体的にキャリア開発に取り組み、組織や他者からの
評価よりも自身の心理的成功を目指す自己志向型のキャリア
である。また移り変わる環境に対して変幻自在（プロティア
ン）に適応していくキャリアのあり方を意味する。プロティ
アン・キャリアも「価値観駆動型」の態度と自身のキャリ
ア・マネジメントにおける「自己主導性」という 2軸を持って
いる。 

持続可能なキャ

リア 

Beatrice I.J.M. Van 

der Heijden & Ans 

De Vos 

個人の主体性のもとで、いくつかの社会的空間にまたがり、
様々なパターンの時を超えた連続性に反映された、個人にと
って意味深い、異なる仕事経験のつながりと定義される。個
人のキャリアは本質的には相互に関連し合っており、持続的
なキャリアを実現するためには、個人のキャリア・マネジメ
ント以上に、個人の家族や同僚、上司や雇用主、教育システ
ム、社会など、すべての関係者の積極的な関与が重要である
と考える。 
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1.2 リサーチクエスチョン 

 前項で見てきた通り、組織論におけるキャリアのパラダイムは、Erikson らの発達的アプ

ローチを土台としつつ、個人と組織との統合をコンセプトとした組織内キャリアから、自己

主導型、かつ物理的・心理的境界を超えるニューキャリアへと移行し、そして近年、組織内

キャリアとニューキャリアを融合するようなパラダイムも台頭してきている。 

このようなキャリア・パラダイムの変化の中で、ニューキャリア・パラダイム以降、個人

のキャリア開発を組織外で支援する存在として注目されるようになった「実践共同体」であ

るが、組織論においてはその性質上、主にビジネスパーソンのキャリア開発を支援する存在

として研究が蓄積されてきた。 

 

しかしここで 1 つの疑問が生じる。それは、ニューキャリア・パラダイム以前のいわゆる

発達論的アプローチや組織内キャリアの視点に立ち返ると、実践共同体と個人のキャリア開

発に関する研究は、学校から職業への移行期や組織へのエントリー期にあり様々な発展的課

題を抱える個人、つまりその多くが進路、職業選択期にある若者をも包括して議論される必

要があるのではないだろうか、という点である。 

そして、これまで組織論の領域において蓄積されてきた実践共同体と働く個人のキャリア

開発との間の関係性、とくに実践共同体が個人のキャリア開発に与える効果は、若者にも当

てはまるのだろうか。さらに若者にも当てはまるとすれば、それははどのようなメカニズム

で生じるのだろうか。 

 

若者のキャリア開発に効果を与える実践共同体のメカニズムを解明することは、実践共同

体の中で具体的にどのような活動を行えばより高いキャリア開発への効果があるのかに関す

る普遍的なモデルを示すことに繋がり、教育から組織への移行期にある若者のキャリア開発

支援の強化に繋がる。さらに、企業だけでなく、教育機関や地域における、効果的な若者の

キャリア開発、およびその支援にも大きく貢献し得ると考える。 

 

 そこで次章では、実践共同体が提唱された学習理論、そして組織論において、実践共同体

と関連する概念がどのように発展してきたのかを把握するとともに、実践共同体と個人のキ

ャリア開発についての先行研究において既に明らかになっていることを整理する。 

 

 

 

 

 

 



18 

 

第 2 章 先行研究のレビュー 

2.1 学習理論における実践共同体研究 

2.1.1 学習理論の変遷 

実践共同体の概念は、徒弟制の職場における学習研究から生まれた（森田・那須, 2022）

とされている。そこで本節では、まず、木林・金（2006）の学習観の流れ（行動主義心理学

に基づいた学習観、それを批判するような形で現れた認知主義の理論に基づいた学習観、そ

してそれらをまた補うような形で現れた状況論的アプローチ）に基づいて学習理論の変遷を

整理しながら、実践共同体の概念が提唱された背景を読み解いていく。 

 

2.1.1.1 行動主義学習論 

 学習の科学的研究は、20 世紀初頭の行動主義心理学5において始まった（城間, 2012）と言

われている。城間（2012）によれば、行動主義の心理学では、学習は「経験による比較的永

続的な行動の変容」と定義され、強化子の与え方をコントロールすることによって望む行動

を形成することができると考える。 

 行動主義学習論の中でも、Skinner（1954）の「オペラント条件付け」理論は極めて広範

囲に適用された（佐伯, 2015）。佐伯（2015）によると、オペラント条件付けとは以下のよ

うな一連の手続きで特定の刺激に対する特定の反応が連合する、とするものである。 

① まず生体が特定の刺激条件の中で何らかの随意行動（オペラント行動）を発動する。 

② その直後、その行動に随伴した刺激（多くの場合、その生体にとっての「快」の付加、

もしくは「不快」の軽減）を与える。 

③ そしてその結果、さきの、特定の刺激条件における当該随意行動の出現頻度が増加する。 

 

 佐伯（2014）によると、Skinner（1954）の「オペラント条件付け」が学校教育における

学習に適用され、①教授目標を学習者の行動の言葉（形成されるべき行動）として表現し、

②その行動（目標行動）が学習者の初発行動から順次積み上げて達成されるまでの行動形成

過程を、すべての行動の言葉で、スモールステップで系列化し、③各ステップごとに、学習

者の行動が発言した直後に「強化子」（例えば、「正解」とフィードバック）を与える、とい

う 3 つの条件を満たすとき、それを「プログラム学習」と呼び、またこのような教授法はプ

ログラム教授法と呼ばれるようになった。そして、プログラム学習を確実に実施する機会的

装置をティーチングマシンと呼び、これらプログラム学習やティーチングマシンはその後教

育界に爆発的に広がった。 

 

 
5 佐伯（2015）によると、行動主義心理学は、Watson（1913）の「行動主義者の観点では、
心理学は純粋に客観的な自然科学の一分野である」とした「行動主義宣言」にはじまり、認
知心理学が興隆してくる 20 世紀中頃まで心理学の主流であった。 
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2.1.1.2 認知主義学習論 

 行動主義学習論の次に台頭してきた学習論は認知主義学習論である、認知主義学習論の土

台となる認知心理学の登場について、中島（1991）は以下のように説明している。 

 

  今から 30～40 年前の心理学では、「行動主義」（behaviorism）と呼ばれる考え方が広く

とられていた。すなわち、科学的な心理学は、意識を対象とするのではなく、客観的に観

察できる行動を対象とせねばならないとの考えに立っていた。それ故、たとえば、何かを

「理解する」とか「わかる」とかいったような「とらえどころのない」現象を研究の対象

として、真正面から取り上げることはあまりなかった。しかし、20～30 年前より、この

ような行き方への反省が起こり、人間の「心」に真に迫るためには、我々の心の奥深くに

あるとらえどころのないものをこそ何とか工夫を凝らし、研究していかなければならない

とする考えが起こってきた。このような気運の下に「認知心理学」（cognitive psychology）

と呼ばれる新しい視座に立った心理学が誕生し、現在多くの心理学研究者に影響を及ぼし

ている。それ故、この立場の研究者は、行動主義ではむしろ「ブラックボックス」（black 

box）として残された人間の心の中の様々な情報処理過程を積極的に問題とすることにな

る。すなわち、物を見たり、何かを覚えたり、問題を解決したり、言語を理解したりする

ような生体の知的な情報処理過程を、外的刺激によって生ずる生体の受身的過程としてで

はなく、むしろ生体の側から入力情報に働きかける能動的過程としてとらえていく発想が

なされるのである。 

 

森（2000）によれば、1950 年代までは、認知理論で用いられる概念や仮説がしばしば曖

昧であり、また、それらの概念や仮説を実験的に裏付けるための方法論がまだ十分に確立し

ていなかったこともあり、認知理論は学習研究を主導する理論とはなり得なかった。しかし、

1950 年代の半ば頃、人間を一種の情報処理体（いわば精巧なコンピュータ）とみなし、人

間の認知過程を、情報を符号化し、貯蔵し、必要に応じて検索・利用する一連の情報処理過

程と捉える認知心理学の出現により、初期の認知理論ではきわめて曖昧にしか記述すること

のできなかったブラックボックスの内部の認知過程を、情報処理モデルの用語で厳密に定義

することが可能となった。 

市川（2017）によると、情報処理モデルは 1960 年代には、記憶貯蔵庫の間の情報が転送

されるような単純なモデルであったが、1970 年代には記銘時の処理水準や符号化が重視さ

れるようになり、既有知識を利用した意味処理が記憶・学習において大きな役割を持つとい

う視点が浸透する。さらに 1980 年代には、エキスパートの適用的な知識のあり方と同時に、

素朴概念、判断バイアス、アナロジー、メンタルモデルなど一般の学習者に特徴的な認知処

理にも焦点があてられるようになったという。認知科学は、人間が知識を獲得すること、つ

まり学習することは非常に複雑な情報処理の過程であることを明らかにすると同時に、知識



20 

 

を獲得するためには学習者の側の積極的な意味づけの活動が必要だと主張した（小澤, 

2002）。またそれに伴い教師の役割も、プログラミングをして条件付けをするものから、学

習者に学習内容に関する意味を与え、学習者の意味づけ活動を支援する者へと変化した。市

川（2017）が示した認知心理学における情報処理モデルを図 1 に示す。 

    

図 1 認知心理学の情報処理モデル（市川，2017） 

 

2.1.1.3 状況的学習論 

 認知心理学はその後多様化してゆくが6、その中で、学習を社会文化的共同体へのアイデ

ンティティ形成として捉える立場として、状況的学習論が登場する。1990 年代に登場した

状況的学習論（situated learning theory）は、従来の学習論が個人主義的であると批判し、学

習が常にすでに状況に埋め込まれていることを解明した（平田, 2020）。平田（2020）は、

その嚆矢となったレイヴとウェンガーの共著（Lave & Wenger, 1991）は、徒弟制の理論的特

徴を析出しながら、学習者がアイデンティティを形成しつつ、実践共同体（community of 

practice）への正統的周辺参加（Legitimate Peripheral Participation）を果たす過程として学習

を定位したと指摘している。 

 今井（2005）は、Lave & Wenger（1991）を引用しつつ、状況的学習論の起こりを以下の

 
6 市川（2017）によれば、認知心理学ではその後、状況的学習論以外にも、集団の中に分か
ち持たれた「分散的認知 distributed cognition」、他者との相互作用の中での知識構成を
重視する「社会的構成主義 social constructivism」などが登場した。 



21 

 

ように説明している7。 

 

状況的学習理論の出発点となったのは、リベリアのヴァイ族やゴラ族の、仕立て屋の手

工業徒弟制に関する研究である。この研究は、徒弟制が学習形態として効果的な理由を探

求するために行われたものであるが、その研究から、学校教育に対する批判や、一般的な

学習理論を引き出すことは困難であった。そこで、教育形態を分析する理論的枠組みと徒

弟制の歴史的な事例を区別し、学習を「状況的学習」をして探求するようになったのであ

る。したがって、状況的学習論は、徒弟制を一般化したものでもなく、学習を分析する 1

つの見方なのである8。 

 

従来の学習理論から状況的学習論への移行について西口（1999）は、「個人主義的で主知

的な学習観から社会実践論的な学習観への変容」と表現している。状況的学習論の立場に立

つと、学習とは個人の頭の中に情報として知識が獲得されることではなく、学習者が周囲の

人々や道具を含めた状況全ての中で自己を形成し文化の営みに実践していく活動を指す（小

澤, 2002）というのである。従来の学習理論と状況的学習論の対比を表 2 に示す。 

 

表 2 従来の学習理論と状況的学習論の比較（窪田（2011）を筆者にて一部抜粋） 

 

 

 

 
7 伊藤 et al.（2004）によると、状況論的な世界観は近年はじめて提出されたわけではな
い。例えば Gibson に代表される現象学的な知覚理論や、マルクス主義に基づく Vygotsky
らの心理学・教育理論、さらにはその流れに連なる活動理論も同様の発想をする。これら、
様々な起源から発生したいくつもの研究の流れが互いに接触を繰り返しながら徐々に合流し
1 つのアブローチとして形をなしたと考えられる。 
8 今井（2005）は、一部の文献において、状況的学習論が徒弟制での学習を一般化した理論
であるかのように捉えられていることがあるが、これは誤解であると指摘している。伊藤 et 

al.（2004）も、Wenger が博士論文で対象とした保険会社の事例が Lave & Wenger（1991）に
掲載されていたならば、彼らの理論が徒弟制を理想化するものだという誤解は生まれなかっ
ただろうと指摘している。さらに Lave & Wenger（1991）は、「共同体ということばは必ず
しも同じ場所にいることを意味しないし、明確に定義される、これとはっきりわかるグルー
プを意味してもいない」と指摘している。 

項目 従来の学習理論 状況的学習論 

知識・技能 静的、脱文脈的 動的、状況的 

学習者の役割 受容 実践共同体への参加 

目標 知識・技能の習得 実践共同体参加者としてのア

イデンティティの構築 

指導者の役割 学習者を変化させる 実践への共同参加 

学習者のアイデンティ

ティ 

教育による干渉の対象 変化は学習の過程で必然的に

起こる 
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2.1.1.4 Lave & Wenger（1991）にみる実践共同体 

では実践共同体とそこでの学習とは具体的にどのようなものを指すのであろうか。ここで

は、実践共同体として Lave & Wenger（1991）があげた 5 つの事例についてその概要をまと

める。 

① ユカタンの産婆の徒弟制 

 この事例を用いて Lave & Wenger（1991）は、「教えること（Teaching）は、熟達者に

なる産婆のアイデンティティにも学習にも、なんら中心的ではないように見える」と指

摘している。産婆の母親や祖母を持つ少女は、「徒弟」だと認められることはなく、単

なる成長過程の中で、産婆の実践のエッセンスを多くの手続きの知識とともに吸収して

いくのだと説明している。 

② ヴァイ族とゴラ族の仕立屋 

 先に述べたユカタンの産婆と比べると、ヴァイ族とゴラ族の仕立屋の徒弟制は極めて

公式的な性格を発展させたものである。この発展には、子どもが同性の親から必要最小

限の生活技術を学ぶ家内生産から、同様なやり方でパートタイムでの専門技術の習得を

経て、さらに専門職の親方から専門的職業を学ぶことへの移行が含まれているという。

しかし、①と②の公式的、あるいは非公式な徒弟制度を通じて、実践共同体における周

辺から十全的参加へのプロセスという点における強い類似性を指摘している。 

③ 海軍の操舵手の徒弟制 

 米国海軍の水陸両用ヘリコプター輸送船の操舵手の徒弟制では、学習においては、学

ばれるべきことに対する正統的で、効果的にアクセスを手に入れることの重要性が強調

されている。また専門学校における学びを「訓練」、洋上での育成機関を「経験」とし

て区別している。 

④ 肉加工職人の徒弟制 

 肉加工職人の徒弟制は、この 5 つの事例の中で唯一、学習を促進させるよりもむしろ

妨げる、ということを描き出している事例である。Lave & Wenger（1991）によれば、

それは、徒弟たちを、円熟した実践のアリーナ（本場）での活動に近づくことを拒否す

るようなやり方であるという。Lave & Wenger（1991）は、この徒弟たちが実践に近づ

けないケースとして、作業場のレイアウトの重要性も指摘しており、徒弟たちが、熟達

者の実践を観察したり、自らの実践を観察されたりすることで多くを学ぶことを指摘し

ている。 

⑤ 断酒中のアルコール依存症の徒弟制 

この事例は上記①～④と異なり、アイデンティティの形成についてより詳しく説明し

たものである。Lave & Wenger（1991）によれば、アルコール依存症の入門者（徒弟）

は週に何回かの集会に出席し、その時間を、自分に近い兄弟分やこの道にたけた人たち

の中で過ごす。また⑤の事例は他の事例と異なり、徒弟と熟達者たちは、個人のライ
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フ・ストーリーを作り上げ、語るプロセスの中で、アイデンティティを再構築していく

と述べている。 

Lave & Wenger（1991）には徒弟制の事例が多く掲載されているが、一方で、Lave & 

Wenger（1991）はその中で何度も、徒弟制と状況的学習論の違いについて言及している。

彼らは、状況的学習論の概念を「徒弟制の蒸留物とみなすべきではない」と前置きしつつ、

彼らは、学習という概念に、歴史的・文化的な広がりを与えてくれる事例として、徒弟制の

事例を収集したと述べている。 

 

2.1.1.5 Lave & Wenger（1991）における役割と仕事 

 上述した 5 つの事例はいずれも、先に述べた、学習者がアイデンティティを形成しつつ、

実践共同体（community of practice）への正統的周辺参加（Legitimate Peripheral Participation）

を果たす様子が描かれているが、こうした実践共同体における学び、つまり正統的周辺参加

によるアイデンティティの変容と関連が深いものに「役割」がある。 

 Lave & Wenger（1991）の序文において、アメリカの言語人類学者であるウイリアム・

Ｆ・ハンクスは、「役割」について以下のように述べている。 

 

  LPP（正統的周辺参加）は徒弟がより大きなプロセスの境目で特定の役割を果たしてい

るというような、単純な参加構造ではない。むしろLPPは徒弟が同時にいくつもの役割を

果たすことで関わっていく相互作用的過程である。たとえば、従属的な地位、学習の実践

者、業務の非中心的な作業分担者では責任を持つ実行者、親方たらんとしている者、など

の役割である。これらはそれぞれ異なる種類の責任、役割関係、異なる相互作用の関与を

意味している。このことから、LPP が生じているところでの役割構成は単一の徒弟制のコ

ースにおいてさえも、時間・空間を通して大きく変化することが予測される。しかし、相

互作用的な意識化、すなわち学習者が自己を全体との関係のうちに位置付けることは一貫

しているのである。 

 

このことから、実践共同体においては、参加者はその共同体の中で、様々な役割を果たす

ことにより、徐々に十全的参加へと移動していくと推測される。 

そして、実践共同体における役割は、当然のことながら、新参者や生徒だけが果たすもの

ではない。Lave & Wenger（1991）の訳者である佐伯胖は、訳者あとがきにおいて教師の役

割に触れ、「教師が子どもにとっての学びの「師」（親方、熟達者）になるのか、それとも知

的探求の「先輩」（古参者）、あるいは、実践を「ともにする同輩（near-peers）」になるのか、

それとも単なる無関係的存在に過ぎない者となるかは、子ども自身がどのような社会的関係

づくりの実践に関与して生きているかに依存する」と述べている。 
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また佐伯は、正統的周辺参加による学習を、「学び取る」とか「身につける」というより

も、「世の中のタメになること――いわば、シゴト――をやる」こと、と定義している。そ

してそれは個人の営みでなく、当人がそこに属している、あるいは属したいと願っているな

んらかの「共同体」が想定されている、という。そのうえで、学習とは人々と共同で、社会

で、コトをはじめ、何かを作り出すという実践の中で「やっていること」なのだから、学習

だけを社会的実践の文脈から切り離して、独自の目標とすべき対象活動ではない。したがっ

て「勉強」をするのではなく、何かをするときに、「勉強」が結果的に伴っている、という

のが本来の学習であると指摘している。 

以上を踏まえると、学習理論において若者が参加する実践共同体とは、彼らが、共同体の

中で、様々な役割を果たしつつ、社会に役立つこと（仕事）を、周囲の人々と相互作用的に

行っていく場であると捉えることができる。 

 

2.2 組織論における実践共同体研究 

2.2.1 実践共同体概念の経営学領域への応用 

 上記の通り学習理論のなかで提唱された実践共同体は、その後、提唱者の一人である

Wenger を中心に、経営研究、中でも組織論の領域に普及していく。松本（2017）によれば、

実践共同体の主要な研究は、Lave & Wenger（1991）、Brown & Duguid（1991）、Wenger

（1998）、Wenger et al.（2002）、の４つであるという。学習研究の視点から分析された Lave 

& Wenger（1991）についてはすでに前項にて詳しくレビューを行ったため、本項では、特

に経営学領域に関わりが深い残り３つの文献について、これら文献が明らかにしたことを、

関連する国内外の先行研究も参考に整理していく。 

 

2.2.1.1 Brown & Duguid（1991） 

 経営学における実践共同体研究を促進する契機になったのが Brown & Duguid（1991）で

ある（松本, 2017b）。松本（2017b）によれば、Brown & Duguid（1991）によって経営学の

雑誌である Organization Science 誌にて実践共同体研究が提唱され、経営学の分野に普及し、

さらに Wenger（1998）、Wenger et al.（2002）の発表を経て実践共同体研究は広がりを見せる

ことになった。 

 Brown & Duguid（1991）は、Orr の経験的調査と Lave & Wenger（1991）の分析に基づき、

知識と実践の分離は理論的にも実践的にも不健全であると指摘し、「learning-in-working」と

いう複合概念が、実践を通じた学習の健全な進化を最もよく表していると主張した。そして、

この実践に基づく立場から、学習を「働くこと」と「革新すること」の間の橋渡しとして捉

えた。同時に、仕事と学習を理解するためには、仕事が行われるコミュニティの形成と変化

に焦点を当てることが必要であり、メンバーや状況の変化に常に適応しながら進化する実践

共同体は、イノベーションを生み出す重要な場であると主張した。 
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 Brown & Duguid（1991）は、仕事、学習、イノベーションという３つを考察しているが、

仕事においては Orr の研究を援用しつつ、学習においては Lave & Wenger（1991）が提唱し

た状況的学習論、そして正統的周辺参加を採用している。そして組織における学習を促すた

めには、暗黙の、拡張可能な、インフォーマルな周辺環境を排除しないことは大きなチャレ

ンジでもあるが重要なことだと述べている。それは学習者にとって、有能な実践者の周辺に

身を置くことで、情報だけでなく、マナーやテクニックなどかけがえのないノウハウを得る

ことができる重要な学びの場であると同時に、イノベーションにとっても重要な場となり得

るとしている。例えば、実践共同体で新参者が古参者にとって代わるときや、実践の要求が

共同体とその環境との関係を修正させるときに、イノベーションが生み出されやすいと考え

た。 

 つまり実践共同体における現場の非規範的な実践は､ 世界と実践を通じてつながっている

ため､ 継続的に世界の新しい解釈を作り出すとしている｡ その新しい解釈に導かれる組織の

環境創造は､ 環境を考えるだけではなく組織のアイデンティティの変容をもたらす｡ 両者は

相互構成的であり､そこから新しい問いをたて､ 新しい視点を生み出すことが新しい組織に

なる革新的な道につながるとしている｡ 実践共同体の実践が組織に対して新しい視点をもた

らし､ それが環境や組織のアイデンティティを変容させ､ ひいてはイノベーションを導くと

いう流れである（松本, 2012）。 

 また、Lave & Wenger（1991）と比較したときの Brown & Duguid（1991）の研究の特徴と

して、Lave & Wenger（1991）が主に単一の実践共同体内における相互作用に着目したこと

に対して、Brown & Duguid（1991）は「複眼的学習（multifaceted Learning）」という概念を

提唱し、個人が、実践共同体での実践で得られる非規範的視点（non-canonical view）と、公

式組織で遵守することをよしとされている規範的視点（canonical view）との間の差異を見い

だし、それによって学習することで、現場視点での仕事の理解を促進し、実践と不可分な学

習を促進し、組織の固定的で規範的な視点と、実践を変容する挑戦の間にあるギャップを埋

めることでイノベーションを促進するとした点があげられる（小倉, 2019）。小倉（2019）

は、これは Argyris & Schön（1978）におけるダブル・ループ学習 （double-loop learning），

Fiol & Lyles（1985）における高次学習（higher-level learning）、および 加護野（1988）におけ

るパラダイム転換のように、問題、状況、人間、目的に関する認識枠組みを個人レベルで修

正・ 変更する、メタレベルの学習であると述べ、そのような学習は規範・非規範的視点の

差異と違う認識枠組みをもつ他者との交流によって促進され、実践共同体に多重に所属する

ことが、そのようなメタレベルの学習を促進する、と指摘した。 

 

2.2.1.2  Wenger（1998） 

 Wenger（1998）は Wenger が学位論文を執筆した際に実施したフィールドワークを 1998年

にまとめて発表したもので、Lave & Wenger（1991）で展開した正統的周辺参加論の発展で
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ある（松本, 2017a）9。松本（2017a）によれば、学習を所属する実践共同体への参加ととら

える正統的周辺参加論は､ 学校での学びを学習と捉える旧来の学習論に大きなインパクトを

もたらしたが､ 他方で正統的周辺参加論はすでにある安定した共同体への参加が所与になっ

てしまっていること、高度熟達者や高次学習に不適であること、といった批判もある｡その

ような限界を乗り越える意図があったかどうかはともかく､ Wenger（1998）ではより相互構

成的な実践共同体のあり方と､ そこにおける実践について詳細な考察がおこなわれていると

いう｡ 

 伊藤 et al.（2004）によると、Wenger の学位論文に登場する 3 つの主要な概念は、実践共

同体（community of practice）、正統的周辺参加（legitimate peripheral participation）と文化的透

明性（cultural transparency）で、さらにこれらの概念と関連するものとして、可視性―不可

視性（visibi1ity-invisibi1ity）、グラスボックス―ブラックボックス (glass box -black box)、参

加（participation）と成員性（membership）、参加の軌道（trajectory of participation）、周辺性 

（peripherality）、そして参加と非参加のアイデンティティ（identities of participation and non-

participation）といった概念群がある。これらの関連性を簡単に図示したものを図 2 に示す。 

  

 

図 2 Wenger 論文における主要な概念群（伊藤 et al.，2004） 

 

このように、Wenger の学位論文は広範な概念を提唱しているが、松本（2017a）は、

Wenger（1998）の理論の中核を占めるものは、相互構成、交渉性である、と指摘している。

 
9 松本（2017a）は、Wenger（1998）は、Lave & Wenger（1991）で展開した正統的周辺参加
論の発展であると述べているが、伊藤 et al.（2004）は、Lave & Wenger（1991）執筆時にす
でに Wenger（1998）に登場するある保険会社の処理係の実践の観察と分析を行っていたこ
とを指摘している。 
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このことは広く「意味の交渉（negotiation of meaning）」と呼ばれている。 

意味の交渉とは「同質的な文脈に属する構成員が、その文脈について理解を深めるプロセ

ス（Wenger，1998）」を意味する。Wenger（1998）は、意味は辞書の中に存在するのではな

く、人々が世界に関与していること、その行為を実践することによって意味の合意に向けた

プロセスが生まれる」と指摘し、意味が他者とのやり取り、相互作用によって生じると主張

している。 

 

2.2.1.3 Wenger et al.（2002）：二重編み組織と実践共同体の非公式性 

 Wenger et al.（2002）は，実践共同体をナレッジ・マネジメントの文脈に引き寄せ考察し

たもので、実践共同体は、学習する組織を作ることを実現させる具体的な組織基盤を提供す

るものとして捉えられている（森田, 2021）。Wenger et al.（2002）はまた、実践共同体の 3

つの要素（領域、ミュニティ、実践）を定義し、実践共同体の成熟段階（潜在、結託、成熟、

維持・向上、変容）を詳しく記述するなど、「実践共同体の実践書」（小江, 2020）としても

広く、普及した。しかし、これまでの研究より大きく踏み込んで実践共同体の概念を考えて

おり､知識創造や組織活性化に寄与する一方で､ 既存研究との概念の違いから､ 理論的混乱の

一因ともなっている面がある（松本, 2012）との指摘もある。 

 そこでここからは Wenger et al.（2002）の主な内容について、これまでの先行研究では見

られなかった事柄について取り上げる。 

 まず、二重編み組織と多重成員性について整理する。 

Wenger et al.（2002）は、「あるテーマに関する感心や問題､ 熱意などを共有し､ その分野

の知識や技能を､ 持続的な相互交流を通じて深めていく人々の集団」という実践共同体の定

義を明確にした。この定義は現在日本においても最も普及している定義である。 

 松本（2012）は、Wenger et al.（2002）が既存研究と大きく異なる点は、 ｢戦略上重要な分

野で実践共同体を育成すれば､ 企業は知識を資産として､ 他の重要な資産を扱うのと同じ位

に体系的に扱うことができるようになる｣として､実践共同体を企業内に ｢育成｣ することを

マネジメントの基盤に据え､ その方法論を議論していることにあるとしている。この「実践

共同体は作れるのか」という最大の問題に対してWenger et al.（2002）が提示したのが、 ｢二

重編み組織（double-knit organization）｣の概念である。 

 二重編み組織は実践共同体研究をもとに McDermottらによって提唱された、実践共同体と

公式組織の複合的な組織概念である（松本, 2012a）。松本（2012a）によれば、Lave & 

Wenger（1991）においては実践共同体は事例も含め、社会に埋め込まれた存在として考え

られてきたが、Wenger et al.（2002）においてはそれを企業組織におけるインフォーマルグ

ループのようにとらえ、公式組織との併存可能な概念として議論を展開しているという。 

 そしてこの二重編み組織において、個人は、「多重成員性（multi-membership）」という特

徴を持つ。ここでいう多重性とは、ある有意な実践共同体と、それに対抗的に組織された共
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同体に同時的に参加するということにとどまらず、会社員であり、父であり、町内会長であ

るといった具合に相対的に独立な実践共同体への参加を通じて獲得されるやはり相対的に独

立な複数の成員性を一人の人間が同時に持つことを意味している（高木, 1999）10。松本

（2012a）は、Wenger et al.（2002）において多重成員性は学習を促進する重要な要因と位置

づけられていることを指摘し、多重成員性の学習サイクルを図 3 のように示している。 

  

図 3 多重成員性の学習サイクル（松本，2012a） 

 

 このように Wenger et al.（2002）では、組織内で実践共同体を育むことで、組織内の公式

なグループ間でしばしば発生する分断を繋ぎ、個人の学修と組織におけるイノベーションを

促すことが期待されているのである。 

 ここで注目したいのが、Wenger et al.（2002）においては、実践共同体が公式組織とは別

の､非公式な集団による知識創造活動という性質が強くなっていく（松本，2012b）という点

である11。Wenger et al.（2002）は組織の新しい方向性として、公式の組織構造――製品やサ

 

10 石山（2016）は、多重成員性には同時に複数の実践共同体に所属すること、もしくは実

践共同体と公式的組織に同時に所属することの 2 類型が示されていると述べている。ま

た、実践共同体においては意味世界が形成されており、学習としてのアイデンティティが形

成される。異なる実践共同体を往還し、それぞれの異なる視点や知識を交換、導入しようと

する存在を、Wenger はブローカーと呼んだ（石山, 2020）。 

11 Pastoors（2007）もまた、非公式の実践共同体の方が知識共有には適していると指摘して

いる。 
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ービスの提供を中心に組織化されたもの――が絶え間なく変化する市場のニーズを満たすた

めに絶えず形を変える一方、非公式で自発的な組織――知識を中心に編成されたもの――が

より安定的な形を保つ、と指摘している。そして組織はコミュニティがもたらす安定性のお

陰で、流動的な市場の受容に一層柔軟に対応できるようになる、と述べている。このことに

ついて、Wenger et al.（2002）は以下のように述べている。 

 

 “あるエンジニアがこう言っていた。「あまりにも頻繁に配置転換があるので、私にとっ

て唯一の拠り所は実践コミュニティになっています。仲間がいて本当に良かった。キャリ

アを終えるまでずっと一緒にいる人たちですから」。” 

 

 実践共同体の実践書とも呼ばれる Wenger et al.（2002）のこの考え方を前提にすると、組

織へのエントリー期にある個人、つまり若者を対象とした実践共同体は、単一の学校組織内

にあるもの（例えば、日本の大学等であれば、学校内に存在している研究室やゼミ、大学公

認のクラブやサークルにおけるコミュニティ）だけではなく、公的な教育機関の外にあるオ

ルタナティブ的な学習コミュニティ、もしくは、個人が普段所属している組織の枠を超えて

参加するコミュニティとも考えることができる。そしてそこは、絶え間なく変化し続ける環

境の中で、個人にとって心の拠り所にもなるようなそのような場所であると考えることがで

きる。 

 

2.2.1.4 Wenger et al.（2002）：実践共同体の形態と基本要素 

 では、Wenger et al.（2002）のいう実践共同体にはどのような形態があるのだろうか。 

Wenger et al.（2002）は、実践共同体には様々な形態があるとしており、実践共同体が取

りうる形態として以下の 7 つのバリエーションの区分を紹介している。 

① 規模：大きいか小さいか（数名から数千名） 

② 寿命：長命か短命か（数百年を超えるものもある） 

③ 場所：同じ場所にあるか分散しているか（手紙、電子メールでの交流もある、分散型の

コミュニティは急速に標準的なものになりつつある） 

④ 性質：同質的か異質的か 

⑤ 境界性：境界を超えるか超えないか（社会に存在するもの、ビジネスユニットをまたぐ

もの、企業の境界をまたぐもの） 

⑥ 立ち上げ：自発的か意図的か 

⑦ 制度化：認識されていないか、制度化されているか 

 

しかし、Wenger et al.（2002）は、これら様々なバリエーションを持つ実践共同体には、

共通して、以下の 3 つの基本要素があると述べている。 
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① 領域：領域はコミュニティの存在理由であり、メンバー間の間に共通の基盤と一体感を

生み出す。領域を明確にすれば、コミュニティの目的と価値をメンバーやその他の関係

者に確約し、コミュニティを正当化することができる。また領域はメンバーの貢献と参

加を誘発し、学習を導き、行動に意味を与える。 

② コミュニティ：学習する社会的構造を生み出す。強く結びついたコミュニティでは、メ

ンバーが互いを尊重し信頼しているために、相互交流が活発で、豊かな関係が育まれて

いる。それぞれのメンバーが相互交流の中で非公式的に、違った役割を引き受け、各人

が独自の専門分野や様式を発展させ、独自のアイデンティティを築いていく。 

③ 実践：コミュニティ・メンバーが共有する一連の枠組みやアイデア、ツール、情報、様

式、専門用語、物語、文書などのことである。コミュニティが焦点を当てるテーマが領

域であるのに対し、実践とはコミュニティが生み出し、共有し、維持する、特定の知識

を指す。 

 Wenger et al.（2002）によれば、これら 3つの要素がうまくかみ合って初めて、実践共同体

が理想的な知識の枠組み、つまり、知識を生み出し、共有する責任を担うことのできる社会

的枠組みになるという。 

 ここで注目したいのは、「実践」の指す意味である。Wenger et al.（2002）は「実践」とい

う言葉を、医療事故の訴訟で医師の行動を正当化するときに使われる「適切な医療行為（プ

ラクティス）」という表現に見られるような意味合いで用いていると説明している。つまり

実践という言葉は何かを行う行動ではなく、「ある特定の領域で物事を行うための、社会的

に定義された一連の方法」であるとし、有効な実践はコミュニティが共同で生み出すものだ

と述べている。このことから、Wenger et al.（2002）のいう「実践」は、何かを行う行為で

はなく、行為から生み出された特定の領域における体系だった知識だと考えることができる。 

 このことから Wenger et al.（2002）のいう実践共同体とは、実践共同体の目的である領域

について、メンバー間での相互作用を通じて、当該領域に関連する体系だった知識を生み出

すもの、と要約することができる。 

 では、実践共同体において、メンバー間でのどのような相互作用が個人のキャリア開発に

効果を与えるのであろうか。 

  

2.2.2 実践共同体と個人のキャリア開発 

そこで本項では、実践共同体と個人のキャリア開発に関する国内外の先行研究をレビュー

し、すでに明らかになっていることと明らかになっていないことを整理する。 

 

ここまで、実践共同体の主要な研究である、Lave & Wenger（1991）、Brown & Duguid

（1991）、Wenger（1998）、Wenger et al.（2002）およびこれらに関する日本の先行研究から、

実践共同体の登場と経営学分野への広がりについて俯瞰してきたが、こうした経営学の文脈
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における実践共同体の機能、つまり、実践共同体がどのような成果を導くのか、という観点

からの諸研究の 1 つとして、キャリア開発への効果に関する研究が存在している。 

 

2.2.2.1 ニューキャリア・パラダイムにおける実践共同体の役割 

 まず、バウンダリーレス・キャリアを提唱した Arthur は、Arthur et al.（2005）において、

バウンダリーレス・キャリアの観点から考えると、個人のキャリアに対する支援は、同じ組

織内の同僚、メンター、上司だけでは十分ではなく、組織の制限的な境界を越えて外部の人

を取り込む「実践共同体」を個人のキャリアを支援する組織として注目している。 

 Arthur（1994）は、バウンダリーレス・キャリアの提唱は、正当な研究基盤としての組織

内キャリアを疑問視するものではなく、むしろ第二の、代替的な出発点を促進することであ

るとしつつ、単一の組織への依存を避けるための技術としてのネットワークと学習の重要性

を主張している。Arthur（1994）によると、ネットワークを育てることはフリーエージェン

ト的なキャリア行動の基本であり、さらにネットワーク自体が学習機能を持つ。個人にとっ

ては、キャリアのプロセスにおける学習は、個人の雇用価値、つまり人的資本を増大させる

ため、より多く学ぶほど、他の場所で雇用される可能性が高くなるのである。また、それと

同時に実践共同体を通じた学習は、人々が参加したワークグループから学びを引き出し、学

びをグループに吹き込むという双方向の効果があるため、高い知識やスキルを身につけた人

材が企業間で移動することで、その知識やスキルが企業に蓄積されることになり、結果的に

は、個人にも組織にとっても有益なことであるとも主張している。 

 プロティアン・キャリアを提唱した Hall もまた、Hall（1996）において、新しいキャリア

の観点では、ひとつの組織や領域で成長を促進する人間関係を築いたとしても、得られる価

値は限られる。それゆえ、キャリア発達をもたらす仕事以外での人間関係（GROWs; 

growth-enhancing relationships outside work）がますます重要な機会になってくると指摘したう

えで、GROWs の真の価値は、自己認知と対人関係スキルにもたらす変化だとしている。 

 Arthur における個人のキャリア開発を支援する存在としての実践共同体は、やや、個人の

能力開発と組織のイノベーションを重視している印象がある。一方で、Hall は、Hall（2004）

にて、自身がプロティアンであるかどうかの指標として、以下の 4 点をあげるなど、やや個

人の成長に焦点を当てている。 

① 私は過去数年間にさまざまなプロジェクトや課題に取り組んできたか？ 

② 私は、自分自身に挑戦し、自分の成長をサポートするネットワークを持っているか？ 

③ 私は意識的に学習の機会を探したか？ 

④ 私は個人的な振り返りのプロセスに従事したか？（ジャーナル、学習記録、日記を通じ

て） 

 このように、バウンダリーレス・キャリアやプロティアン・キャリアに代表されるニュー

キャリアにおいて、実践共同体は個人の学習・成長の機会であると同時に、個人の能力開発
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や成長を支援する存在でもあり、かつ、実践共同体での実践を積んだ個人が様々な組織を移

動することで組織のイノベーションを促す存在としても描かれている。 

 Tremblay（2003）は、これからの新しいキャリアは、「ノマド（遊牧民）」あるいは「非連

続」として表現され、組織と組織論に対する我々のビジョンを問い直すきっかけとなる、と

指摘したうえで、ニューキャリアでは、キャリアを非公式なコミュニティに基づいて考える、

と述べている。 

このことから、ニューキャリアにおける実践共同体は、Wenger et al.（2002）の提唱した

実践共同体の非公式性を継承しつつ、Wenger et al.（2002）の指摘する通り、刻々と変容し

ていく企業等の組織に変わって、個人のキャリア開発の場、そしてキャリア開発支援の中心

となる存在であると主張されていることが分かる。 

 

2.2.2.2 キャリア・コミュニティと実践共同体 

 実践共同体とよく似た概念の 1 つにキャリア・コミュニティがある。ここではキャリア・

コミュニティとは何かを整理しつつ、キャリア・コミュニティと実践共同体の共通点、相違

点を整理しておく。 

 キャリア・コミュニティは Parker（2000）が提唱した概念で、「特定のメンバーによって

主体的に形成され、様々なキャリア・サポートを享受することができる社会的組織」（三宅, 

2018）と定義される。キャリア・コミュニティは、Defillippi & Arthur（1994）によって提唱

され、Arthur et al.（1995）によって改訂された概念で、インテリジェント・キャリア理論

（Parker et al., 2009）に基づくものである。Parker et al.（2004b）は、キャリア・コミュニテ

ィを、企業、業界、職種、地域、イデオロギー、プロジェクト、卒業生、サポートグループ、

家族、バーチャルの 10 に分類し、インテリジェント・キャリア理論の 3 つの knowing の観

点からそれぞれのコミュニティを説明している。 

 このキャリア・コミュニティについて、松本（2017b）は「キャリアについて学ぶ、ある

いはキャリアデザインの指針を得る実践共同体といっても差し支えないであろう」と述べて

いるが、三宅（2018b）は、キャリア・コミュニティは「キャリアデザインのためのコミュ

ニティ」、実践共同体は「学びのためのコミュニティ」と、上位概念としてのコミュニティ

に対して、活動の柱となるテーマ別に区別している。そのうえで、実践共同体とキャリア・

コミュニティの相違点を表 3 のようにまとめている。 

 

表 3 実践共同体とキャリア・コミュニティの相違点（三宅，2018b） 

実践共同体 キャリア・コミュニティ 

参加モデル：目的が共有された主体的な組

織であるため、共同体の形成をある程度意

図的に行うことができる。たとえば専門技

術の習得の他に、似た問題を抱える仲間と

後づけモデル：最初から意図した学びのた

めに集まるとは限らないため、意図的な形

成が難しい一方で、参加者が目的を後から

定義できるため多様な人を受け入れやすく
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出会い安心するなど、第二の意義として目

的に関連した別の学びを得ることもできる 

なる。例えば「まちづくり活動」など、キ

ャリアとは直接的繋がっていない活動の中

から、新たな課題と参加目的の発見が実現

する場合がある 

学習を第一義としている キャリアについて学びの効果があるもの

の、キャリアについて学びを得ることが第

一義の目的ではない 

メンバーの主体的な学びが目的として設定

されるため、基本的には未来志向 

現在のキャリアの学びだけでなく、過去の

キャリアの意味が「再解釈」されることも

あるため、過去、現在、未来のキャリアに

示唆を与える 

 

2.2.2.3 日本における働く個人のキャリアを開発する実践共同体のあり方 

 実践共同体のキャリア開発への効果に関しては、近年日本においても実証的研究の蓄積が

進んでいる。その代表的なものとして、荒木の一連の研究があげられる。 

 まず、荒木（2007）は、現代企業で働く個人のキャリア確立を支援する学習環境として実

践共同体を取り上げ、「個人のキャリアの確立は実践共同体への参加とリフレクションによ

って引き起こされる」、「実践共同体への参加はより深いリフレクションを促し、キャリアの

確立が一層促される」、「複数の実践共同体を行き来し多様な他者や視点との出会いを可能に

する境界軌跡が、キャリアの確立を最も促す」という 3 つの仮説を立て、実証研究を実施し

た12。荒木（2007）は、「キャリアの確立」を「社会的役割の獲得感」、「今後のキャリアに

対する意欲と展望」、「専門領域の自覚」の 3 つの要素からなるとしたうえで、以下のことを

明らかにしている。 

 実践共同体への参加経験は「今後のキャリアに対する意欲と展望」に影響を及ぼす。 

 リフレクションは「専門領域の自覚」に影響を与える。 

 実践共同体への参加だけでなく、代表型13の境界超えを経験することが、専門領域の自

覚を一層促す。 

 次に、荒木（2009）は、どのような実践共同体が個人のキャリア確立を促すのか、という

ことについて質的研究を実施している。インタビューの対象者は全て、会社役員やコンサル

タント、マーケティング、人事、弁護士等のいわゆるホワイトカラーの成人である。分析の

結果、荒木（2009）は以下のことを明らかにしている。 

 キャリアの確立には、職場だけでなく、職場を超える実践共同体への参加が有用である。 

 

12 荒木（2007）における実践共同体は、単一組織内でビジネスユニットをまたぐ実践共同体

と、企業の境界を超える実践共同体の 2 つを対象としている。 
13 荒木（2007）は Wenger（1998）を引用しつつ、境界超えの実践共同体への参加のタイプ
として、（1）一対一型、（2）没入型、（3）代表型の 3 つがあると指摘している。代表型と
は、複数の実践共同体に参加する際に、一方の実践共同体での活動や考え方などを代表しつ
つ、もう一方の実践共同体に参加するタイプである。 



34 

 

 キャリア確立を促す実践共同体のデザインには、仕事の背景や考え方など、メンバーの

アイディアや視点の多様性に配慮することが望まれる。 

 キャリア確立を促す実践共同体のデザインには、コーディネーターの役割が重要である。 

  

荒木の研究の貢献は、日本の働く個人を対象として、実践共同体への参加が自律的キャリ

ア形成に与える効果を検証した点である。荒木（2021）は一連の研究の成果として、個人の

自律的キャリア形成を促す実践共同体のあり方を図 4 のようにまとめた。 

 

     

図 4 キャリアの確立を促す実践共同体のあり方（荒木, 2021） 

 

2.2.2.4 キャリアのエントリー期にある個人を対象とした研究 

 これまでみてきたキャリア研究はいずれも、組織論における実践共同体研究ということで、

すでに企業や組織で働いている個人を主な対象としたものであった。 

 しかし、リサーチクエスチョンで述べた通り、キャリア研究の文脈から見ると、組織キャ

リアへのエントリー期、特に個人が初めて主な仕事につく時期は、個人にとっての開発的な

課題を多数含む（Schein, 1978）ため、重要で特別な時期だと考えられている。そこでここ

では、調査の対象を経営学分野から再度学習研究等も含めた範囲に戻し、組織キャリアへの

エントリー期にあると考えられる個人のキャリア開発と実践共同体との関連について、先行

研究で明らかになっていることを整理する。 

本領域における日本の先行研究では、主に大学生を対象とした以下の 3 つの場での活動を

「実践共同体」と捉えた研究が見られた。 

1 つ目は、インターンシップでうまれるコミュニティや職場を実践共同体と捉えた研究で

ある。この類の先行研究において学生のキャリア開発に焦点をあてた研究は多くはないが、
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例えば、Sutherland et al.（2005）は、学校インターンシップにおいて、学生が現職教師の専

門的実践における日々の活動に関与する機会を持つことが彼らのキャリア観に与える影響に

ついて研究し、この取組において学生は現職教員の複雑な仕事の性質を観察することで教員

としてのキャリアに対する理解を深めたと述べている。また国内においても例えば横須賀

（2015）は、日本企業のインターンシップに参加した外国人留学生 1 名の研修日誌、報告書、

質問紙調査の記述データと半構造化面接の口述データを分析し、インターンシップという実

践共同体の中で外国人留学生が日本人学生たちとの相互関係を通じてアイデンティティを再

形成するとともに、日本社会に受け入れられるだろうと思えた実感は将来日本企業で働く自

己像をイメージさせたと指摘している。さらに横須賀（2016）は、日本企業でのインターン

シップに参加した外国人留学生のことばを通じた学びの実相について探求し、インターンシ

ップに参加することで彼らが、当該業界の一成員としての役割を果たし、他の成員たちとの

関わりの中で企業の利益向上を求める職業人となっていく様子がみられたと考察している。 

2 つ目は、キャリア教育としての実践共同体を考察した研究である。例えば、金森（2019，

2020）は、キャリア教育としての実践共同体の発展段階に着目した研究を行っている。まず

金森（2019）は、キャリア教育としての実践共同体がその発展過程において、①領域、②コ

ミュニティ、③実践という 3 つの要素をどのように変容させていくのか、また実践コミュニ

ティをやめる学生はどのようなキャリア教育志向なのか、の 2 点を考察している。研究の結

果、当該研究で取り上げたキャリア教育としての実践共同体の効果は必ずしも活性化してい

るとはいえないこと、実践共同体をやめた学生は、生涯にわたる持続的就業力としてのキャ

リア教育というよりも、資格取得や就職活動といった短期的なキャリア教育を望む傾向があ

ったことを明らかにしている。金森（2020）では、実践コミュニティにおける変容段階で再

活性化を目指すには、①繰り返しコミュニティの目的を伝えること、②中心メンバーを増や

しつつ、プロジェクトの質と量のバランスを取ること、③コミュニティにおける象徴的存在

がコミュニティに加入していない人に良い印象を与えることの重要性を提案している。この

ようなキャリア教育を目的とした実践共同体やコミュニティについては、三宅（2019）も、

キャリア・コミュニティの 4 つのカテゴリーのなかで「キャリア主体型」として紹介してい

る。「キャリア主体型」のキャリア・コミュニティにあたる事例としては、大学地域のプロ

ジェクト、キャリアゼミ、キャリア意思決定の授業の 3 つがあげられている。 

 3 つ目は、大学におけるゼミ活動や研究室、もしくはサークル・クラブ活動を「実践共同

体」と捉え、その成果としてキャリア形成を挙げている研究である。例えば柴原（2017）は、

自身のゼミを「実践共同体」と捉えると、多くの学生はゼミを通じて「社会人基礎力」や

「人間力」にかかわるような「個人的成長・深化」を実感するに至っており、これらの力は

文部科学省（2011）が示す「社会的・職業的自立、社会・職業への円滑な移行に必要な力」

の基礎的・汎用的能力にあたると指摘している。荒木 et al.（2015）もまた、大学でのクラ

ブやサークルを実践共同体と捉え、その共同体の中に、事実上の指導者やモデル・目標とな
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る大人がいること、そしてその目標に向けて成長していくプロセスが示されていること、そ

のプロセスを一緒に支えてくれる家族や仲間がいることが、若者を成長させ、アイデンティ

ティの形成を促すと述べている。 

 

2.2.2.5 個人のキャリア開発と実践共同体に関する研究の課題 

ここまで、学習研究における実践共同体概念の登場から、Brown & Duguid（1991）、

Wenger（1998）、Wenger et al.（2002）による実践共同体概念の経営学への応用を経て、実践

共同体の機能としての個人のキャリア開発への効果に関する研究の蓄積を概観してきた。し

かし、個人の自律的キャリア形成と関連する分野においては、いくつかの課題も残されてい

る。  

まず 1 点目は、実践共同体への参加が個人のキャリア開発に効果を与えるプロセスの解明

である。ここまで見てきた通り、ニューキャリア・パラダイムの中で、実践共同体は、雇用

組織に変わって個人のキャリア開発を支援する存在として注目されてきたことが明らかにな

った。また、働く個人の自律的キャリアの確立を促すための実践共同体のあり方については、

特に荒木の一連の研究成果として図 4 のように解明されている。 

しかし、松本（2019）も指摘している通り、領域・コミュニティ・実践という３つの構成

要素を基盤に、個人のキャリア開発を含む数々の機能をもたらす実践共同体の中心的な特性

は、成員の相互作用を促すことである。事実、Wenger et al.（2002）のいう実践共同体とは、

実践共同体の目的である領域について、メンバー間での相互作用を通じて、当該領域に関連

する体系だった知識を生み出すもの、であった。それでは、実践共同体への参加の効果とし

て個人のキャリア開発が促されるとすれば、それは、実践共同体内のどのようなやりとり

（相互作用）によって促されるのだろうか。こうした相互作用の詳細（プロセス）について

は、まだ明らかになっていない。 

2 点目は、本稿で取り扱ってきた先行研究、特に実証的研究においては、年齢（ステージ）

を変数として比較研究を行っているものが見当たらないという点である。しかし、個人の生

涯発達から見ても、またキャリア理論から見て、年齢や人生におけるライフ、もしくはキャ

リアステージは、アイデンティティの形成やキャリア開発に大きな影響を与えると考えられ

る。 

先述の通り、キャリアに関する諸理論においてしばしば重要なステージとして取り上げら

れるのが、個人が初めて主な仕事につく時である。例えば、組織内キャリアの代表的な研究

者である Schein は、その著書（Schein, 1978）において、個人が初めて主な仕事につく時期

を「社会化段階」と呼び、社会化の段階で個人が学ぶ特定の見通しは、のちのキャリアに対

して重要な影響を持つことを指摘している。また、Ornstein et al.（1989）は、ほかの多くの

研究（Gould & Hawkins（1978）、Stumpf & Rabinowitz（1981）など）と同様に、キャリアに

対する認知が、初期のカテゴリー（成人の仕事に入る、試験的な段階）とほかのすべてのカ
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テゴリーの間で最も大きいことを指摘している。この理由について Ornstein et al.（1989）は、

キャリアの最初のステージでは、ほとんどの人が仕事経験が少なく仕事に対する認識の多様

性がないこと、また仕事と仕事外で行われる調整プロセスに不慣れであり、このことは初期

以降の段階との質的な相違を生み出すと述べている。 

 以上より、今後、ミドル層を中心とした成人対象の実証研究に加えて、キャリアのエン

トリー段階にある個人を対象とした実践共同体とキャリア開発に関する実証研究やキャリア

ステージ間の比較研究を行っていくことで、組織へのエントリー期にある個人のキャリア開

発や組織適応を促す実践共同体に特有の要件を明確化できると考えられる。こうした要件は、

組織における新入社員教育やインターンシップの設計、さらには大学等における教育から職

業への移行支援に役立つ知見となると考えられた。 
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第 3 章 研究の目的と方法 

3.1 本研究の目的 

そこで本研究は、以下の２点を明らかにすることで、実践共同体への参加が若者のキャリ

ア開発に効果を与えるメカニズムの仮説モデルを構築することを目的とした。  

① 実践共同体への参加が若者のキャリア開発に与える効果とはどのようなものか。 

② またその効果はどのようなプロセス（相互作用）で生じるのか。 

 

3.2 本研究の流れ 

 本研究の流れについて説明する。本研究は、以下の 3 つのフェーズに分けて実施した。 

 フェーズ 1：まず、これまでの先行研究の知見と課題を踏まえ、モデル構築の基となる

実践共同体を選定する。選定した実践共同体において、新参者にあたる若者と熟達者に

あたる大人、そしてキャリア支援専門家等へのインタビュー調査と共同体における実践

の観察調査を行う。 

 フェーズ 2：フェーズ 1 で収集した質的データを分析し、実践共同体が若者のキャリア

開発に与える効果のメカニズムの仮説モデルを構築する。 

 フェーズ 3：フェーズ 2 で構築した仮説モデルが、他の実践共同体においても機能する

かどうかを検証し、検証結果に基づき、仮説モデルを修正、精緻化し、完成させる。 

 フェーズ 1～フェーズ 3 までの流れを図 5 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 本研究の流れ 
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3.3 モデル構築のための実践共同体「エフタスコーレ」について 

本研究では、仮説モデルの構築にあたり、デンマークの若者が通う伝統的な実践共同体

「エフタスコーレ」を事例として採用することとした。本項では「エフタスコーレ」につい

て、デンマークの教育システムにおける位置づけとデンマークの若者のキャリア開発にとっ

てエフタスコーレに通うことの意味を説明する。その上で、エフタスコーレの特徴と本研究

との関連を「相互作用」の概念と実践共同体としてのエフタスコーレという 2 つの側面から

考察し、本研究のモデル構築における事例としてエフタスコーレを採用することの意義を述

べる。 

 

3.3.1 デンマークの教育システムと若者のキャリア開発の概要 

 本研究はデンマークに関する地域研究ではないし、またデンマークと日本との国際比較研

究でもない。本研究はあくまでも、「相互作用」による若者のキャリア開発に関して高い評

価を得ているデンマークの実践共同体を事例として仮説モデルを構築し、若者のキャリア開

発に効果を与える要素（変数）を抽出することで一般化を試みるものである。しかし、事例

とした実践共同体が存在しているデンマークと日本とでは、国としての特性や教育制度、そ

して若者のキャリア開発には大きな違いがある。そこで本節では、本研究で事例として選択

した実践共同体が発展する背景に対する基礎知識として、デンマークの教育システムと若者

のキャリア開発の概要を説明する。 

 

デンマークは、スカンジナビア諸国と呼ばれる国々の一つで、面積はおよそ 4.3 万平方キ

ロメートル（九州とほぼ同じ）、人口は約 581 万人（2019 年デンマーク統計、兵庫県とほぼ

同じ）である。 

このデンマークの教育システムは図 6 のとおりとなっている。デンマークでは義務教育は、

5、6 歳児が通う 0 学年から、日本でいう中学 3 年生に当たる 9 学年までの 10 年間である。

デンマークでは公立の学校のほかに、「フリースクール」と呼ばれる私立の学校、そしてホ

ームスクーリングも認められている。 

 ここで注目すべきは、図 6 において「non-compulsory」と書かれた 10 学年である。谷 et al.

（2017）によれば、10 学年は、義務教育である 0 学年から 9 学年までの 10 年間を終えた後

で、進学や就職するまえにもう 1 年学びたいときに進学するもので、公立で 10 学年だけの

クラスを提供する学校、私立学校で何年間かのコースの最終学年にあたるもの、そして本研

究で調査地として採用したエフタスコーレなど様々なバリエーションがある。谷 et al.

（2017）は外務省のウェブサイトに掲載された統計を引用しつつ、9 学年を終えた生徒のお

よそ半数（45.4%）がこの 10 学年に進むと述べている。 
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図 6 デンマークの教育システム（デンマーク高等教育・科学省 HP） 

  

 森田（2017）によれば、デンマークにおける個人に対するキャリア開発支援の特徴は、そ

れらが教育段階の早い時期にフォーカスされている点であり、特に特徴的なのが、この義務

教育から後期中等教育への移行期における支援であるという。ではなぜデンマークではこの

時期に手厚いキャリア開発支援を提供しているのだろうか。その理由について森田（2017）

は、普通後期中等教育に進学するか、職業的後期中等教育に進学するかでその後の進路が大

きく変わってくることもその要因の 1 つであると分析している。 

 このことについてもう少し詳しく説明する。青木 et al.（2010）によると、デンマークの

高校には、4 つのタイプがある。まず、技術高校（HTX）、商業高校（HHX）、そして「昔な

がらの」何かに特化しない大学進学の準備をする高校（ギムナジウム、STX）という 3 タイ

プはすべて 3 年間で、上級学校への準備教育の学校となっている。技術高校は理科・技術教

科に特化しており、たとえば理系の技術者になりたい若者は技術高校もしくはギムナジウム

に行く。4 つめの高校は HF で、この学校の生徒は，他の高校の生徒より年長であることが

多く、たとえば年を重ねてから大学、専門学校レベルの上級学校に行きたいと考えたとき、

HF で 2 年間学び、上級学校に進む資格を得ることができる。HF に進学する典型的な生徒は、

卒業後、４年制大学より短い期間の教育を受ける職業、たとえば教師、ペダゴーなどの小さ
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な子どもたちに係る仕事や看護師などに就こうとする人たちであるという。これらの高校に

加え、職業教育機関という選択肢もある。それには、EUD（レンガ職人、大工、配管工、

電気工などを養成する学校）、HG（商業について学ぶ、もしくは商店やオフィスで働きたい

人が行く学校）、SOSU（サービス・医療分野の職員のための基礎的な教育）、EGU（職業基

礎教育）などがある。 

ここで注目すべき点は、ギムナジウム（STX）、HTX、HHX、HFは大学などの上級学校へ

の準備教育なので、これだけで終わっては何の仕事にもつながらない（青木 et al., 2010）と

いう点である。このことについて千葉（2011）は、デンマークで正規の仕事に就いて収入を

得るためには資格を持っていなければならず、銀行員、店員、新聞記者、塗装工、煙突掃除

屋などすべての仕事に資格が求められると述べ、そのためデンマークでは、日本でいう中学

校を卒業するまえに、自分がなりたい職業を見つけなくてはならない、と指摘している。そ

のため、個人に対するキャリア開発支援が、義務教育から後期中等教育への移行期に焦点を

当てていると考えられる。 

 

3.3.2 普通高校（ギムナジウム）から高等教育機関への移行 

 さらに、青木 et al.（2010）のいう何かに特化しない大学進学の準備をする高校（ギムナ

ジウム、STX）に進学するにしても、その入学前に自分自身の興味関心について考えておく

必要がある。 

具体的には、デンマークのギムナジウムのカリキュラムは、必修科目、分野別科目、選択

科目で構成（堀井, 2018）されており、多くの場合、大学の学科別に進学に必要な科目と合

格レベルが設定されている。堀井（2018）から、表 4 に普通高校での分野別科目と選択科目

の履修例、表 5にコペンハーゲン大学（2017年）の学科と進学必要科目と合格レベル、入学

者数を示す。 

 

表 4 分野別科目と選択科目の履修例（堀井, 2018） 

パッケージ例 人文科学系 自然科学系 社会科学系 芸術系 

分野別科目 英語 A、ドイツ

語 A、心理学 B 

数学 A、物理学

B、化学 B 

社会 A、数学

A、経営学 C 

音楽 A、数学

B、心理学 C 

選択科目 自然科学科目の

どれか 1 つ B レ

ベル、社会 B 

英語 A、天文学
C 

自然科学科目の

どれか 1 つ B レ

ベル 

自然科学科目の

どれか 1 つ B レ

ベル、英語 A 

※ レベル A は上級、レベル B は中級、レベル C は初級を示す。各科目のレベルは学校により異なる。 

 

表 5 コペンハーゲン大学 学科別の進学必要科目と合格レベル、入学者数（堀井, 2018） 

学科 進学必要科目 合格レベル 入学者数 

歴史学 デンマーク語A、英語B、その他外国語初級Aまた

は中級 B、歴史 A／社会 Bと歴史 B／社会 Bと思想

8.0 146 
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史 B／社会 Bと現代史 B／歴史 Bと社会 Cと宗教 C

のいずれか 

文学 デンマーク語A、英語B、その他外国語初級Aまた

は中級 B、歴史 B または思想史 B または現代史 B

のいずれか 

10.8 62 

経済学 デンマーク語 A、英語 B、数学 A、歴史 Bまたは思

想史 B または現代史 B 

8.0 413 

数学 デンマーク語 A、英語 B、数学 A 7.6 139 

物理学 デンマーク語 A、英語 B、数学 A、物理 Aと化学 B

／物理 A と生物工学 A／物理 B と化学 A／地学 A

と化学 A のいずれか 

6.1 157 

生物学 デンマーク語 A、英語 B、数学 A、物理 Bと化学 B

／物理 B と生物工学 A／化学 B と地学 A／化学 B

と生物 A と物理 C のいずれか 

6.4 210 

医学 デンマーク語 A、英語 B、数学 A、物理 Bと化学 B

／物理 B と生物工学 A／化学 B と地学 A／化学 B

と生物 A と物理 C のいずれか 

11.2 550 

 

 このように、デンマークでは大学のそれぞれの学科で求められる高校での履修科目が細か

く設定されている。そのため生徒たちは、高校卒業後に進学したい大学の学科、さらには進

学した大学の各学科を卒業した後に就ける職業等、自分のキャリアのおおまかなビジョンを

踏まえたうえで高校を選択する必要がある。 

 上記のような理由により、デンマークでは、義務教育から後期中等教育への移行期間（日

本でいうと中学校から高校への移行期間）は、若者が将来の学びや職業について考える重要

な時期に当たり、この時期にある若者に対するキャリア開発支援が充実していると考えられ

る。そして本研究で事例とする実践共同体「エフタスコーレ」は、主にこの時期にある若者

が、1～2 年間を過ごす寄宿制の学習コミュニティである。 

 

3.3.3 エフタスコーレとは 

 では、エフタスコーレとはどのような学習コミュニティなのだろうか。 

 2016 年に実施した現地調査にて、筆者がエフタスコーレ協会のコミュニケーション担当

責任者より入手したエフタスコーレ協会のパンフレットによると、エフタスコーレは 1851

年に、デンマークの詩人であり聖職者でもある N.F.S.グルントヴィ（Nikolaj Frederik Severin 

Grundtvig、1783 年～1872 年、以下「グルントヴィ」）の教育思想に基づき、同じデンマーク

の教育家であるクリステン・コル（Christen Kold、1816 年～1870 年、以下「コル」）によっ

て創設された。グルントヴィはフォルケホイスコーレ14を成人のための学校と位置付けたが、

コルは思春期に入った子供たちに教育を提供したいと考えた。このコンセプトを受け継ぎ、

エフタスコーレは 150年たったいまも、14歳から 18歳まで（デンマークの学年では、8年生

 
14 英語では Folk high school、日本語では国民高等学校、民衆大学などと訳される。 
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～10 年生まで）の若者が通う学習コミュニティとして存在している15。 

 以下、エフタスコーレ協会のパンフレットとエフタスコーレ協会のウェブサイト

（https://www.efterskolerne.dk/）に基づき、その概要と特徴を説明する。 

① コミュニティの数と生徒数：現在、およそ 240 のエフタスコーレがあり、31,745 名16の

若者が通っている。統計的にみるとおよそ 20%のティーンエイジャーがエフタスコーレ

に通うこととなり、エフタスコーレに通う生徒数は少なくともここ 25 年間増え続けて

いる。1 つのエフタスコーレの生徒数は 35 名から 500 名程度と様々だが、平均すると

100 名から 120 名程度の生徒が在籍している。 

② 科目と試験：エフタスコーレでは、公立の学校と同じ科目と最終試験を受けることがで

き、公教育のオルタナティブとして機能している。これに加えて、公教育と異なる点は、

多くの学校がスポーツや音楽、演劇といった特別な科目を持っていることである。この

結果、そこに集まる学生の多くは、ほかの生徒や教師と興味関心を共有し、それがエフ

タスコーレにおける強力な一体感（sense of togetherness）の促進につながる。 

③ 寄宿制と生徒と教師の関係性：エフタスコーレにおいてユニークなものの 1 つに生徒と

教師との関係性がある。エフタスコーレは寄宿制の学習コミュニティであるため、教師

は、教育だけでなく、教育時間外のスーパービジョンに関しても責任を持つ。これは、

教師と生徒が、生徒が起きてから寝るまでの間、1 日中ずっと共に過ごすことを意味す

る。この状況はしばしば、生徒と教師との間の、非常に親しい、個人的な、そして非公

式的な関係性をもたらす。 

④ シティズンシップ教育と家事：エフタスコーレの中心的な要素は、民主的なシティズ

ンシップに焦点を当てることである。この 1 つの側面として、エフタスコーレではすべ

ての生徒が、自分たちのため、そして公共の利益のために実践的な家事をこなす。（宿

泊設備の掃除、ベッドメイキング、食事の準備、洗濯、洗い物など）このような経験を

通じて生徒たちは、責任感や社会に貢献することの意義を理解する。 

 

3.3.4 エフタスコーレと「相互作用」 

 次に、本研究が注目する実践共同体における「相互作用」とエフタスコーレはどのような

関係があるのかについて説明する。 

 エフタスコーレの創設者であるコルに大きな影響を与えたグルントヴィの教育思想におい

 
15 一部の先行研究ではエフタスコーレの対象年齢は 14 歳から 17 歳までとあり、筆者が現
地調査を行った際にエフタスコーレ協会で受け取ったパンフレットにも 14 歳から 17 歳ま
でと記載されているが、エフタスコーレ協会のウェブサイトでは、2022 年 5 月現在、14 歳
から 18 歳まで、と記載されている。本研究では最新情報が掲載されていると考えられるエ
フタスコーレ協会ウェブサイトの記載を採用する。 
16 2021 年入学 2022 年卒業の生徒の数。エフタスコーレ協会のウェブサイトによれば、
2022 年 5 月 22 日現在、この生徒数は過去最高である。 
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て、もっとも重要な基本理念として多くの先行研究で指摘されているのが「相互作用」であ

る17。グルントヴィ本人が考えた「相互作用」とは、教師と生徒との相互作用のことで、グ

ルントヴィはその著書（グルントヴィ，2015）の中でこの「相互作用」について以下のよう

に説明している。 

 

 “それは、民衆がしだいに自意識に目覚めるような場であり、若者が教師・指導員から  

多くを学ぶと同時に、教師・指導員が若者から多くを学ぶ、そのような生きいきとした   

相互作用と相互教育の場であろう。“ 

 

グルントヴィのこの思想は、イギリスにおける異文化経験に影響を受けたと考えられてい

る。このことについて、Borish（2011）は、おそらくグルントヴィの最も決定的な経験とな

ったのは、1831 年に彼が 2 週間にわたってケンブリッジのトリニティーカレッジ（Trinity 

College）を訪れ、そこで、今まで知らなかったような、学生と教師の会話が優位を占める

という教育制度に出会ったことであると指摘している。そこでは教師もカレッジに住み、教

師と学生がともに食事をとるというのが習慣となっており、彼らの対話は制限のない自由な

もので、継続的かつ熱心に行われているとグルントヴィは理解したという。 

このように、グルントヴィは教師と生徒との「相互作用」の必要性については明確に主張

している一方で、その教育方法については「経験主義者（佐々木, 1965）」であったという。

実際にグルントヴィはこのことについて、「教師ないし指導員とそうした若者とのあいだの

相互作用が最良の仕方でどのように生じるのか、このことはたしかに重要問題であるが、そ

の問題にはまず［そうした相互作用の］経験によって答えが与えられる。それゆえはじめの

うちは、教師・指導員は様々なやり方を自由に実験しなければならない（グルントヴィ，

2015）」と述べている。 

ではその後、グルントヴィの教育思想に影響を受けて設立された学校では、教師と生徒は

どのような「相互作用」を行ったのであろうか。このことについて清水（1996）は、グルン

トヴィのいう「相互作用」を「異他なる者との生きた言葉によるコミュニケーション」と定

義している。そのうえで清水（1996）は、グルントヴィの考えでは、生きた言葉は対立やギ

ャップのあるところでこそ語られ、聞かれなければならないと述べ、対立する世界を相互作

用によって媒介するのが生きた言葉であると述べている。また太田（2011）も、異なる経験

を持つ者同士が寝食を共にしながら、互いの生の経験について語り合う、あるいは民族が共

有する神話や伝承を語り合う「相互作用」こそが、これらの学校の教育の方法とされた、と

述べ、こうした相互作用が人間性の高まりを生じさせるとしている。 

この、異なる経験や階級、背景を持つ者同士の「相互交流」という観点に加え、さらに児

 
17 例えば、清水（1996）、Borish（2011）、児玉（2016）など。 



45 

 

玉（2016）は、Borish（2011）の「教師は生徒たちに自分の知識の見方を注ぎ込もうとする

ため、生徒たちよりも優位な立場に立とうとする」という言葉を引用したうえで、グルント

ヴィが考えた「相互作用」においては、個人と個人が対等に対話し尊重してゆく中で学び合

っていける相互認識があり、その相互作用は社会のあらゆる組織、場面において展開されて

いく、と指摘している。このことから、グルントヴィの考えた「相互作用」には、異なる経

験や階級、背景を持つ者同士という「多様性」に加えて、「対等性」、そして個人対個人の相

互作用からより大きな集団への「拡張性」をも持つものであると推測される18。 

 

3.3.5 実践共同体としてのエフタスコーレ 

ここまで、本研究でのモデル構築の事例とするデンマークの学習コミュニティ「エフタス

コーレ」について、その概要と、デンマークの教育システムやデンマークの若者のキャリア

開発の視点からみた位置づけ、そしてエフタスコーレにおける「相互作用」の意味を考察し

てきた。次に本節では、実践共同体としてのエフタスコーレについて Wenger et al.（2002）

の定義に基づき説明する。 

 

3.3.5.1 領域、コミュニティ、実践 

まず、Wenger et al.（2002）は、実践共同体には多様な形態があるが、基本的な構造は同

じで、それは、領域、コミュニティ、実践という 3 つの基本要素のユニークな組み合わせで

あるとした。 

まず 1つ目の要素である「領域」について、Wenger et al.（2002）は、領域に対するコミッ

トメントのない共同体は友達同士のグループに過ぎない、としたうえで、実践共同体におけ

る領域は、きわめて日常的なノウハウ（たとえば健康的な食生活）から、高度に専門化され

た職業上の専門知識（航空機の翼の設計など）に至るまで、さまざまあると述べている。事

例とするエフタスコーレは、前期中等教育のオルタナティブとして機能しているため、生徒

たちは公立の学校と同じ教科を学ぶことができる。しかし、エフタスコーレにおいて「領域」

と呼べるものはおそらく、ライン（Line、デンマーク語では Linje）とよばれる各エフタス

コーレが持つ選択制の科目がそれにあたると考えられる。若者たちはエフタスコーレを選ぶ

にあたり、それぞれのエフタスコーレがどのようなラインを提供しているかを重視する。典

 
18 このことについては、清水（1996）も、グルントヴィが提案したのは、官僚や商人、手
工業者、農民の子弟たちが、わけ隔てなく交わり、相互作用を及ぼし合い、そこで学んだ
人々が将来官僚となったときに階級的な上下関係を頼りにせず、また民衆たちもデモクラシ
ーを下から支え、形骸化しないように働き合う生きた人倫共同体を構想した、と指摘してい
る。また小池（2017）は、グルントヴィが、「教育」は個々人を差異化して分断するだけ
で、相互作用をもたらさず、それゆえ共同性や市民性を導くことがない、と考えていたこと
を指摘し、グルントヴィの考える「相互作用」とは、共同性とともに個の覚醒を促すこと
で、学習コミュニティの役割は、「市民的共同社会 」（borgerlig samfund）に生きる個人を
形成することを基本課題とすると主張している。 
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型的なラインとしては、スポーツ、音楽、演劇、社会科学などがある。しかし一方で、

Wenger et al.（2002）は領域こそがコミュニティの存続理由であるとしている。このことか

ら考えると、エフタスコーレの領域とは、スポーツや音楽などのラインではなく、「市民的

共同社会 」（borgerlig samfund）に生きる個人を形成すること（小池, 2017）、いわゆるシテ

ィズンシップ教育にあると考えることもできる。 

次に「コミュニティ」という面に関しては、エフタスコーレは今も、その多くが、郊外に

ある寄宿制の形式を保持しており、通常は 100～120 名程度の生徒と 10～20 名程度の教師が

そこで生活を共にし、小さなコミュニティを形成している19。このようにコミュニティ型で

あることが、上述の通り、彼らの強い一体感（sense of togetherness）を醸成する。Wenger et 

al.（2002）は、強く結びついたコミュニティでは、メンバーが互いに尊重し、信頼しあえる

ため、相互交流が活発で、豊かな関係が生まれるとしている。Wenger et al.（2002）は、コ

ミュニティは、影響を与えあいともに学習し、関係を築き、そしてその過程で帰属意識や互

いに対するコミットメントを築いていく人々の集団なのだと述べ、そしてこの特徴が部分の

総和以上の価値を持つ社会的な学習システムとなることを指摘している。また、実践共同体

への参加は自発的でも強制的でもよいが、実際に関与する度合いを決めるのは個々人であり、

組織的な学習を促進するには、開放的な雰囲気が必要になるとも指摘している。このような

特徴は、筆者が現地調査で観察した 3 つのエフタスコーレすべてに当てはまる特徴と一致し

ている。 

 最後の「実践」とは、共同体のメンバーが共有する一連の枠組みやアイデア、ツール、情

報、様式、専門用語、物語、文書などの事である（Wenger et al., 2002）。Wenger et al.（2002）

によれば、共同体が焦点を当てるテーマが領域であるのに対し、実践とは共同体が生み出し、

共有し、維持する、特定の知識を指すという。 Wenger et al.（2002）は、また、共有された

実践が果たす役割の一つに、正規のメンバー全員が習得すべき、共通の基礎知識を確立する

というものがあると説明している。それぞれのメンバーは別個の分野を専門として、それを

発展させていくが、共通の基盤を生み出す基礎的な知識の枠組みを共有しているおかげで効

果的に連携することができるという。また、共有された実践がイノベーションを後押しする

のはそれが新しいアイデアを素早く伝達し、対話の焦点を絞るための言語を提供するからだ

という。そのうえで、Wenger et al.（2002）では「実践」という言葉を、「ある特定の領域で

物事を行うための社会的に定義された一連の方法」とも定義づけている。また有効な実践は、

コミュニティが共同で生み出すものなので、コミュニティとともに発展していくとも指摘し

ている。この定義に当てはめると、エフタスコーレにおける「実践」とは、朝の集会に始ま

り、通常科目の講義とラインの授業などのいわゆる教育カリキュラムに加え、学生の民主的

 
19 教師の全員がそこで生活しているとは限らないが、寄宿制という性質上、常に夜も数名の
教師が必ずエフタスコーレ内にとどまるようになっている。 
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な活動、食事、歌、寄宿生活とそこで生徒に与えられる役割、教師たちの言葉など、現在の

エフタスコーレを形づくるものすべてが含まれると考えられる。 

 

3.3.5.2 実践共同体としての形態 

 次に、エフタスコーレが、Wenger et al.（2002）に示されている実践共同体の様々な形態

のいずれに当てはまるかを確認する。先に述べた通り、Wenger et al.（2002）は実践共同体

が取り得る形態について、規模、寿命、場所、性質、境界性、立ち上げ、制度化、の 7 点を

示していた。以下に、エフタスコーレがそれぞれの項目についてどのように位置づけられる

かを考察する。 

① 規模（大きいか小さいか（数名から数千名））：先に述べた通り、1 つのエフタスコーレ

の生徒数は 35名から 500名程度と様々だが、平均すると 100名から 120名程度の生徒が

在籍している。Wenger et al.（2002）は、「実践共同体には、数名の専門家だけから成る、

小規模で親密なものもあれば、数百名のメンバーを擁するものもある」としていること

から、エフタスコーレは中規模な実践共同体と考えることができるだろう。 

② 寿命（長命か短命か）：Wenger et al.（2002）は「寿命は実践共同体によってまちまちで

ある」と述べ、中にはバイオリン製作者を始めとする職人の共同体など数百年以上存続

し、代々技術を伝えていくものもあると述べている。エフタスコーレそのものはその発

祥（1851年）から考えるとすでに 170年を超えて継続している共同体であると考えられ

るし、現存するエフタスコーレも多くは数十年にわたる歴史を持つ、長命な共同体であ

ると考えることができる。 

③ 場所（同じ場所にあるか分散しているか）：実践を共有するためには、定期的に相互交

流を持つことが必要である。そのため、多くの共同体が同じ場所で働く、または近くに

住む人々の間で自然発生する（Wenger et al., 2002）。エフタスコーレという実践共同体

の新参者である生徒はデンマーク国内のあらゆる地域からあるエフタスコーレに集い、

そこで 1 年～2 年間過ごす。エフタスコーレは同じ学校や近くに住む人々の間で自然発

生した実践共同体ではないが、参加している間、生徒は、かつての徒弟制の徒弟のよう

に、一定期間を同じ場所で過ごし、実践に参加していく。 

④ 性質（同質的か異質的か）：このことについて Wenger et al.（2002）は、「同じ専門分野

や職能の人々だけから成る同質的な共同体もあれば、異なる背景を持った人々が集う共

同体もある」としたうえで、異なる背景を持った人々が集う共同体として、例えば所属

は異なるが、同じ得意先や国を相手にする人々などであると例示している。この事例か

ら考えると、出身地域や普段住んでいる地域は異なるが、同じ興味関心（たとえば音楽

やスポーツなど）を持った若者が集まるエフタスコーレは、異質的と捉えることができ

る。現在でも多くのエフタスコーレの生徒はそのほとんどがデンマーク人であるため民

族的には同質的であるが、近年は外国人の生徒やトルコ人のエフタスコーレなども創設
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され、他民族、多文化をも包摂しようとする動きもみられる。 

⑤ 境界性（境界を超えるか超えないか）：Wenger et al.（2002）は、実践共同体はビジネス

ユニットの内部に完全に収まることもあれば、部門間の境界をまたいで存在するものや、

企業間の境界さえ超えるものも多い、と指摘している。エフタスコーレは公立の学校の

オルタナティブとして機能しており、生徒たちは、それまでに通っていた公立、もしく

は私立の義務教育の枠を超え、通常、普段住んでいる地域から遠く離れた場所にあるエ

フタスコーレに入学する。このことから、エフタスコーレは「境界を超える」実践共同

体であると考えることができる。 

⑥ 立ち上げ（自発的か意図的か）：Wenger et al.（2002）のいう自発的か意図的かというの

は、経営学における組織の意図によるものか、そうでないものか、という意味合いであ

るため、このことに関してエフタスコーレを判断することは難しい。しかし、これまで

に述べてきたエフタスコーレの歴史を踏まると、当初のエフタスコーレは国や政府が何

かを意図して構築した共同体ではなく農民の子弟を中心とした庶民の人間的形成の場と

してボトムアップ的に普及したものである。しかし現在のエフタスコーレは公教育のオ

ルタナティブとしても機能している点に着目すると、それは意図的な実践共同体と捉え

ることができる。 

⑦ 制度化（認識されていないか、制度化されているか）：このことに関して Wenger et al.

（2002）は、表 6 を示し、実践共同体と組織との関係はさまざまであると指摘している。

表 6 を見ると、エフタスコーレは、正当化された共同体であり、支援を受けた共同体で

あり、制度化された共同体である、と言える。まず、近年、エフタスコーレに通う若者

が年々増加しており、2021-2022 年度にエフタスコーレに通う若者の数は過去最高とな

った。このことから、デンマークではエフタスコーレは広く有益な共同体であると認め

られていると考えることができる。また、エフタスコーレは政府や自治体、その他の組

織から経済的な援助を受けて運営されているものであるため、支援を受けた共同体と考

えることができる。さらに 1975 年以降、エフタスコーレでは、公立学校と同じ最終試

験を受験できるようになり、正式に公教育のオルタナティブとして教育制度の中に組み

込まれる形となっている。このことからエフタスコーレは制度化された共同体であると

捉えることができる。 

 

表 6 共同体と公式の組織との間の関係（Wenger et al.，2002） 

組織との関係 特徴 典型的なチャレンジ 

認識されていない 

共同体 

組織からは見えない、時

にはメンバー自身もその

存在に気付いていない 

共同体の価値や限界に気付きにくいこ

と、参加すべき人を全員関与させてい

ないことがある 

密造された共同体 「事情通の」人々が非公

式に認識しているだけ 

経営資源を獲得すること、影響力を持

つこと、隠れた存在であり続けるこ
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と、正当性と獲得すること 

正当化された共同体 有益な機構として公式に

認められている 

より広い層に認識されること、急速に

成長を遂げること、新しい要求や期待

に応えること 

支援を受けた共同体 組織から資源の提供を直

接受けている 

詮索を受ける、資源、労力、時間の利

用に関する説明責任、短期的な圧力 

制度化された共同体 組織で公式の地位や機能

を与えられている 

固定的な定義、過度の管理、役目を終

えた後も存在し続ける 

 

ここまでをまとめると、エフタスコーレは、実践共同体の基本要素である「領域」、「コミ

ュニティ」、「実践」を持ち、中規模、長命、異質的、越境的、意図的、そして制度化された

実践共同体であると定義することができる。 

 

3.3.6 デンマークの実践共同体をモデルとする意義 

 最後に、デンマークの実践共同体をモデルとする意義についてまとめておきたい。デンマ

ークの実践共同体をモデルとする意義は以下の 3 点あると考えている。 

 1 点目は、デンマークが生涯学習先進国であることである。実践共同体が個人のキャリア

開発の文脈で注目されるようになったのは、ニューキャリア論においてであった。このニュ

ーキャリア論の重要な要素である自律的キャリア開発に関する先行研究において共通して示

唆されていたことの 1 つとして、キャリアにおける能動的な学習が重視されること（森田, 

2020）がある。森田（2020）はこうしたキャリアの概念の変容は、日本の教育機関における

キャリア支援の在り方にも変革を求めていると述べたうえで、生涯学習の観点からのキャリ

ア支援の充実の必要性を指摘している。一方、デンマークを含めたスカンジナビア諸国は生

涯学習の先進国として知られている（常行・柴, 2021）。例えば、OECD（2016）に掲載さ

れている 25 歳から 64 歳までの成人におけるフォーマル／ノンフォーマルな教育への参加率

を見ると、1 位のニュージーランドを除く 2 位から 5 位までをスカンジナビア諸国が独占し

ており、デンマークは、1 位ニュージーランド、2 位フィンランドに続いて 3 位となってい

る（図 7 参照）。  

このように、生涯学習先進国の 1 つであるデンマークの実践共同体をモデルとすることは、

今後、日本においても、人々が常に学び続け、その学びを活かして仕事や組織、社会や地域

において活躍していくという視点に基づいたキャリア開発を考えるうえで有益であると考え

る。 
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図 7 男女別、成人のフォーマル／ノンフォーマル教育参加率（OECD, 2016） 

 

 2 点目は、先述した通り、デンマークのエフタスコーレは、教師と生徒、又は生徒同士の

相互作用により若者のキャリアを開発する実践共同体として一定の評価を得ている点である。

エフタスコーレの事例を調査し、若者のキャリア開発に効果を与える要素（変数）を抽出し

て仮説モデルを構築し、それを一般化できれば、実際に企業や教育機関、そして地域などで

若者のキャリア開発に効果を与える実践共同体を構築する際に役立てることができる。 

そして 3 点目は、国際比較を通じたより普遍的なモデルを構築することができる点である。

Bray et al.（2011）は、地域研究と比較研究の違いについて論じる中で、「地域研究」での成

果を基に「仮説の提示」→「理論化（概念化）／類型化（モデル化）」を図り、その往復運

動を行うこと、の重要性を主張している。また竹熊（2001）も、単に現地調査事例の並置、

記述ではなく、地域の単位を設定し、問題あるいは課題に基づいて当該地域の教育の特筆を

構造化し、抽象化、止揚させ、現象を捉える視座や分析、説明、理論化のための概念を提供

することで、他国の事例研究が、情報集、資料集といった批判に答え得ると指摘している。

本研究ではさらに、比較から抽出した変数を使って若者のキャリア開発に効果を与える実践

共同体のモデルを構築して検証を行うところまでを目標とすることで、その一般化・普遍化

を目指す。 

 以上 3 点が、デンマークの実践共同体を仮説モデル構築の事例として選択する意義と考え

られる。 
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第 4 章 実践共同体が若者のキャリア開発に効果を与えるメカニズム（記述的推

論） 

4.1 本研究の理論的枠組み 

 実践共同体への参加が若者のキャリア開発に効果を与えるメカニズムを解明するにあたっ

て、本研究では、実践共同体における「社会的相互作用」に着目する。その理由は、これま

でも述べてきた通り、実践共同体の特性は、領域・コミュニティ・実践という３つの構成要

素を基盤に、成員の相互作用を促すことであり、相互作用こそが、実践共同体の中で行われ

ることだからである。そして正統的周辺参加が「学習を必須の構成要素とする社会的実践へ

のかかわりを記述する手段」（Lave & Wenger, 1991）であるならば、その過程で生じる相互

作用もまた極めて社会的なものであるはずである。 

そこで本研究では、社会心理学における「社会的相互作用」を研究の理論的な枠組みとし

て使用する。本項では、社会心理学における社会的相互作用の考え方とその展開を説明した

うえで、本研究が理論的枠組みとして使用する社会相互作用のモデル（菊池・堀毛，1994）

について説明する。 

 

4.1.1 社会的相互作用とは 

 Stryker（1985）によれば、社会心理学には 2 つの系統があり、それは、学問的位置が傾向

的に社会学にあるか、心理学にあるかによって認定される。前者はその基本的な課題として

社会的相互作用の説明と、相互作用が社会化と人格の組織と解体に及ぼす影響を取り上げる。

一方で、後者は個人に焦点をあて、社会的刺激が個人の心理学的過程に及ぼす影響を説明す

ることを中心的課題としている。そこでここからは、前者の社会学に重点を置く社会心理学

に注目し、そこでの「相互作用」の概念を整理する。 

 まず、斎藤（1980）は、ドイツの社会学者ジンメル（Georg Simmel、1858年～1918年）の

定義を引用しつつ、「社会は個人間の心的相互作用である」と定義し、相互作用（interaction）

とは、人対人のあらゆるタイプの相互行動を意味し、人間相互間の接触、対話等のコミュニ

ケーションが含まれるとしている。この場合の心的（mental）とは、物理的ではなく、精神

的でなんらかの意味を持った行動の意味である。例えば、相互作用とは、A が B に対して何

らかの意味のある作用（行為、心理学的には刺激）をすると、これに対して Bが反作用（反

応）する。この相互作用（相互行為）が頻繁に行われ、フィードバックすると AB 二人の間

にますます親密な人間関係が生まれてくるという。そして、このように社会を個人間の心的

相互作用と考えると、社会とは必ずしも大社会（村、町）を意味せず、二人、三人の小集団

にも適応できる、と述べている。 

 次に菅野（2003）は、「ジンメルがいう相互作用とは、人と人とがまなざしや身振り、会

話などを通して互いに関係を持つこと」であると説明し、それは、私たちになじみ深い表現

で言うならば「コミュニケーション過程」といってもさしあたり間違いではない、と述べて
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いる。菅野（2003）によれば、当時の社会学は人と人との間の微妙で繊細な関係などには目

をくれず、国家や組織、団体といった大きなかたまりとしての社会にしか研究の焦点をあて

ていなかったが、ジンメルははじめてそうした大きな組織や集団を実態として取り上げるの

ではなく、それらを成り立たせている相互作用の過程にまで降り立って考えようというアイ

デアを提唱したという20。 

 

4.1.2 シンボリック相互作用論 

 池田（1983）によれば、ジンメルやその後に続く形式社会学者による社会関係論を中心と

して、社会的相互作用の一般的、体系的、組織的研究が行われたが、その非現実性（現実遊

離性、非歴史性）、抽象性が批判され、その後は、社会の各領域（ミクロな領域―家族、小

集団等―からマクロな領域―文化、マスコミュニケーション等にいたる）において、具体的、

経験的な実証的研究へと移行していった。こうした中で新たに注目された理論として、アメ

リカにおけるシンボリック相互作用論があるという。 

シンボリック相互作用理論とは、「人間の他の人間とのシンボリックな相互作用過程に焦

点を置き、そこにおける人間の「解釈過程」（シンボルを規範として受けとめるのではなく、

それを主体的に解釈すること）を通じて主体性の形成に着目し、積極的で能動的な主体的人

間のあり方と、その人間によって形成される過程的で動的な社会の状況を明らかにしようと

するもの」（池田, 1983）と定義されている。木原・桑原（2012）によれば、シンボリック

相互作用論は 1960 年代に提唱された社会学的・社会心理学的パースペクティブの 1 つで、

当時支配的な位置を占めていた、人間の行動を、それを誘発する社会的ないし心理的要因の

特定によって説明しようとするそれ以前の社会・心理諸科学に対するアンチテーゼとして定

式化され、それ以前の学説とは異なる《意味に媒介された人々の社会的相互作用》という新

しい視角を提示した。木原・桑原（2012）は、シンボリック相互作用論の代表的な研究者で

あるアメリカの社会学者ブルーマー（Herbert George Blumer、1900 年～1987 年）における

「意味」と「個人」の取り扱われ方の 3 つの前提として以下を示している。 

① 人間は、ある事柄（thing）が自分にとって持つ意味（meaning）に基づいて、その事柄

に対して行為する。 

② そうした事柄の意味は、人間がその相手とともに参与する社会的相互作用から導き出さ

れる。あるいはそこから発生する。 

③ このような事柄の意味は、人間が、自ら出くわす事柄に対処する際に用いる解釈過程に

おいて扱われ、それを通じて修正される。 

 とりわけ、ブルーマーの分析枠組みに関しては、これまでの我が国の研究においては、そ

 
20 菅野（2003）によれば、この考え方はその後 1920 年代以降アメリカで盛んになる「小集
団研究」などに活かされ、後にゴッフマンなどに代表されるミクロ社会学研究の優れた業績
の礎を築くことになる。 
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れが提示する「動的社会」観が高く評価されてきた（桑原・奥田, 2011）。 

 

4.1.3 社会的相互作用のモデル（菊池・堀毛，1994） 

 佐藤 et al.（2002）によると、その後、社会的相互作用研究においては、その問題を「個

人のスキル」として取り上げ、望ましい社会的相互作用を営むのに必要なスキル（いわゆる

「社会的スキル」）の訓練方法に焦点を当てた研究が集中的に行われるようになる。しかし、

菊池・堀毛（1994）は、こうした社会的スキルの分類等の研究は、基盤となる社会的相互作

用のモデルの検討と並行して進められる必要があるとしたうえで、これまでの知見をもとに

社会的相互作用のモデルとして図 8 を示している。 

 

 

図 8 社会的相互作用のモデル（菊池・堀毛，1994） 

 

 このモデルでは、社会的スキルとして＜解読スキル＞、＜記号化スキル＞、＜コントロー

ルスキル＞の 3 つが示されている。菊池・堀毛（1994）はこの 3 つのスキルを中心に、図 8

のモデルについて以下のように説明している。 

① 解読スキル： 解読スキルは、相互作用のなかで他者や状況が示すさまざまな手がかり

を取捨選択し、事態の認知に関わる「人－状況スキーマ」を稼働させる過程を支配する

スキルである。このスキルは、相手の意図を正確に推測しうるような手がかりを抽出し、

妥当な解釈に結びつけることができるかどうかによって評価される。 

② 記号化スキル：記号化スキルは、解釈の結果を行動として表出するまでの過程を司り、

自分の意図を相手に示すために、具体的にどのような行動を展開できるかによって評価

される。 行動の結果は、相手の反応や自己観察をつうじて本人へフィードバックされ

る。情報処理理論を援用すると、解読から記号化への処理の流れのひとつとして、自動

的な処理過程を考えることができる（図中実線で表される過程）。その場合、感情や欲
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求などは記号化過程に直接反映することとなる。 

③ コントロール・スキル：一方、もう一つの流れとして、新奇性、類似性、魅力、警戒

など、手がかりのもつ内容がトリガーとなって、コントロール・スキーマが活性化され

る過程があると考える。コントロール・スキーマは、個人のもつ対人関係のスタイルを

内容とする。このスキーマが活性化されると、感情や欲求などの表出がブロックされ調

整処理が行われたうえで、表出にかかわることになると考えられる（図中の点線の過

程）。コントロール・スキル表出との関連を統制するスキルとして、コントロール・ス

キルがある。 

 

 図 8 のモデルは、社会的な文脈における人と人との相互作用研究を中心とする社会心理学

におけるこれまでの知見を踏まえて構築されているため、実践共同体における社会的相互作

用を分析するための枠組みとして有益であると考えられる。また開発者らは長年、子どもや

若者を対象とした社会的スキル研究を行っている研究者であることから、青年期を対象とす

る本研究の分析に適している。さらに、筆者がこれまでに観察してきたデンマークの実践共

同体における相互作用の現象を本モデルにて説明可能であると考えた。 

 そこで、本研究では、実践共同体が若者のキャリア開発に効果を与えるプロセスの仮説モ

デル構築に際して、本モデルを理論的枠組みとすることとした。 

 

4.2 データの説明 

 本項では、モデル構築に使用するデータを採取した 3 つのエフタスコーレの概要とデータ

の採取方法を説明する。 

 

4.2.1 データを採取した 3 つのエフタスコーレ 

 データを採取するエフタスコーレの選定については、①なるべく創設の背景や組織理念、

特徴が異なるエフタスコーレを抽出して調査すること、そして、②生徒のキャリア開発を念

頭に置いた取組を行っているエフタスコーレを調査すること、の 2 点を満たすことを目指し、

エフタスコーレ協会のコミュニケーション部門責任者（当時）に助言をいただき、3 つのエ

フタスコーレを紹介いただいた。3 つのうち 1 つは、筆者がデンマークでの現地調査を予定

している時期に調査訪問を受け入れることが難しいとのことだったので、もう 1 つは、筆者

にて、残りの 2 つのエフタスコーレとは地域と特徴が違うエフタスコーレを調べ、協力依頼

を行った。最終的に、以下の 3 つのエフタスコーレを対象とすることとした。 

1つ目の Flakkebjerg Efterskoleは、デンマークの首都コペンハーゲンがあるシェラン島の西

側に位置するエフタスコーレである。設立は 1987 年で、調査当時 150 名程度の生徒が在籍
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しており今回調査を行ったエフタスコーレの中では最も規模が大きい 21。Flakkebjerg 

Efterskole は 2022 年現在、7 つのライン科目を持つ。それは、自然（アート）、パフォーマン

ス（演劇）、メディア、グローバル、アドベンチャースポーツ、科学、探求者22である。 

エフタスコーレ協会のコミュニケーション担当責任者によると、Flakkebjerg Efterskole は伝

統的にポリティクスや環境への関心が強いエフタスコーレであり、廃棄物の分別やリサイク

ルの徹底、オーガニックな果物や野菜作りなどに取り組んでいるという特徴を持つ。 

 

   

写真 3 Flakkebjerg Efterskole のメインの建物  写真 4  Flakkebjerg Efterskole の授業風景23 

  

2 つ目の Haslev Idrætsefterskole も同じくシェラン島にあるが、こちらはシェラン島の中央

から少し南に位置したエフタスコーレである。Idræts はデンマーク語でスポーツを意味し、

その名の通り、ダンス・フィットネス、フットボール、バレーボール、ハンドボールという

4 つのスポーツのラインを提供している。設立は Flakkebjerg Efterskole と同じ 1987 年で、調

査当時およそ 130 名の生徒が在籍していた 24。もともとは 1891 年に設立された

HaslevHøjskole に由来しており、YMCA Sports、YMCA、YWCA の理事会に代表される宗派

組織を基盤としている。 

 
21 Flakkebjerg Efterskole のウェブサイトによると、2022 年 5 月現在では、約 170 名の生徒
が在籍している。 
22 探求者（Explorer）のラインは 2022/23 年度から新たに設置されたラインで、9 学年の学
生のみ所属することができる。このラインは、SDGs に関連して、デンマークやヨーロッ
パ、そして世界が直面している重要な課題を理解し、それに取り組むことを目標としてい
る。 
23 この授業はグローバルのラインの授業で、生徒たちはデンマーク語ではなく英語で話し合
いやディベートを行っている。この時の話し合いは「デンマークにもっと難民を受け入れる
べきか」というテーマで実施されていた。 
24 Haslev Idrætsefterskole のウェブサイトによると、2022 年 5 月現在では、約 140 名の生徒
が在籍している。 
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写真 5  Haslev Idrætsefterskole の朝会風景25  写真 6  Haslev Idrætsefterskole の授業風景26 

 

 3つ目の Midtsjællands Efterskoleは、シェラン島のほぼ中央に位置するエフタスコーレで、

設立は 1960 年と、本研究で調査したエフタスコーレの中では最も古い。調査当時はおよそ

110 名の生徒が在籍していた。Haslev Idrætsefterskole と同じく、Midtsjællands Efterskole もま

たキリスト教に根差したエフタスコーレであるという特徴を持つ。Midtsjællands Efterskole

はまた、アウトドア、自然スポーツ、一般的なスポーツ、音楽、演劇、工芸、アート、テキ

スタイルとデザイン、料理、農業など、多様なラインを提供しているという特徴を持つ。 

 

   

写真 7 Midtsjællands Efterskole の職員室27   写真 8 Midtsjællands Efterskole の 

夕食後のアクティビティ28 

 
25 本研究で調査した３つのエフタスコーレは全て毎日朝会を実施していた。朝会ではその日
のスケジュールの確認等事務連絡を行った後、教師が自分自身のキャリアについて話した
り、全員で歌を歌ったりする。 
26 Haslev Idrætsefterskole はその名の通りスポーツに特化したエフタスコーレであるため、
この体育館のほかにもいくつかの体育館やジム設備、ビーチバレーのコートなどを持つ。 
27 授業が終了するたびに、教師たちはこの職員室に戻りコーヒーや軽食を取りながら授業や
生徒たちの様子について情報交換を行う。この職員室を含め、校長室のドアも原則として開
かれており、生徒たちが気軽に教師と対話ができるようになっている。 
28 夕食後は決められたカリキュラムが無いため、生徒たちは自分が興味のある活動を自由に
行う。 
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 表 7 に 3 つのエフタスコーレの基礎データをまとめる29。 

 

表 7 3 つのエフタスコーレの基礎データ 

項目 Flakkebjerg 

Efterskole 

Haslev Idrætsefterskole Midtsjællands 

Efterskole 

校長 Mr. Jan Coermann Mr. Torben Svendsen Mr. Christian 

Hougaard-Jakobsen 

設立 1987 1987 1960 

住所 Slagelsevej 13, 

Flakkebjerg 4200 

Slagelse 

Bregentvedvej 10, 4690  

Haslev 

Tolstrupvej 29, 4330  

Hvalsø 

学生数 155 130 113 

ホームグループ数 9 10 7-14 

ライン アート、パフォーマン
ス、メディア、グロー
バル、科学、アドベン
チャースポーツ 

ダンス・フィットネ
ス、フットボール、
ハンドボール、バレ
ーボール 

アウトドア、自然
スポーツ、音楽、
演劇、クリエイテ
ィビティ・木工 

 

4.2.2 データの採取方法 

 次に、データの採取方法について説明する。 

 本研究では、モデル構築の事例とした上記 3 つのエフタスコーレにおける生徒と教師への

半構造化インタビューと、実践共同体であるエフタスコーレにおける彼らの学習、実践の観

察調査をおこなった。また 3 つのエフタスコーレへの訪問前後に、エフタスコーレ協会を訪

問し、コミュニケーション担当責任者およびキャリア・カウンセラーへの聞き取り調査を実

施た。訪問前は 3 つのエフタスコーレの特徴やエフタスコーレ全体における生徒へのキャリ

ア開発支援に関する聞き取り調査、訪問後はインタビューや観察調査の途中で生じた疑問点

についてのディスカッションや採取したデータの解釈における助言をいただいた。  

 

 インタビューについては、まず生徒に対しては、主に以下のような内容について質問し、

そこから派生した内容についても随時質問した。 

 なぜエフタスコーレに参加しようと思ったのか？ 

 なぜこのエフタスコーレを選択したのか？ 

 これまで通っていた学校とエフタスコーレとでは、どのような違いがあると感じている

か？ 

 エフタスコーレの教師や生徒と教師との関係性についてどのように感じているか？ 

 エフタスコーレでは具体的にどのような活動を行っているのか？ 

 エフタスコーレで最も苦労した経験は何か？ 

 エフタスコーレにきて自分自身はどのように変化したり、成長したりしたか？ 

 
29 校長、学生数、ホームグループ数、ラインは調査当時のものである。 
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 将来の進路についてどのように考えているのか？ 

 エフタスコーレにおいてどのようなキャリア支援を受けているのか？ 

 自分自身のキャリアにおいてエフタスコーレに参加したことはどのような意義があると

感じているか？ 

 

 また教師に対しては、主に以下のような内容について質問し、そこから派生した内容につ

いても随時質問した。 

 当該エフタスコーレの特徴 

 当該エフタスコーレに所属している生徒の特長 

 公立学校とエフタスコーレにおける教育内容、教授法の違い 

 エフタスコーレにおける生徒と教師との関係性 

 教師として最も注意しているのはどのようなことか？ 

 生徒に対してどのようなキャリア支援を提供しているのか？ 

 エフタスコーレに通うことは生徒のキャリアにとってどのような意義を持つと感じてい

るか？ 

 エフタスコーレの教師であることは自身にとってどのような意味を持っていると感じて

いるか？ 

  

上記質問項目については、予めその内容をまとめて各エフタスコーレの校長にメールで説

明を行った。また当日のインタビュー対象者と観察内容について表 8 にまとめる。 

 

表 8 インタビュー対象者と観察内容 

 

  

 

No. 役職（当時）

2016年 11月14日 エフタスコーレ協会
Efterskole Association

1 Head of Communication ―

2 Head of Communication

3 Guidance consultant

9月18日 エフタスコーレ①
Flakkebjerg Efterskole

4 Principal ・グローバルラインの授業観察
・昼食の観察
・2名の教師とのディスカッション

・3名の生徒による校内案内

・3名の生徒とのインフォーマルな会話

5 Principal

6 Teacher（Danish, English, crossfit and gymnastics）

7 Student（Age 16）

8 Student（Age 16）

9 Principal

10 Student

11 Student

12 Teacher（Danish, English, and Drama）

13 Teacher（Religion, philosophy, drama, theater and

English）

14 Head of Communication

15 Guidance consultant

エフタスコーレ③
Midtsjællands Efterskole

・校長による校内案内
・夕食、夜のアクテビティの観察
・教員室の観察
・朝の散歩、朝食、朝会の観察
・授業の観察

9月21日

エフタスコーレ協会
Efterskole Association

―

2017年 9月14日 エフタスコーレ協会
Efterskole Association

―

9月19日 エフタスコーレ②
Haslev Idrætsefterskole

・朝会、昼食時の観察
・校長による校内案内
・ダンス、体操の授業の観察

9月20日

調査実施日 機関・エフタスコーレ名 観察調査等の内容
インタビュー対象者
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公式に行ったインタビューについては、1 回のインタビューはおよそ 1 時間から 1 時間半

の時間をかけて実施した。また公式に行ったインタビューについては、インタビュー対象者

の承諾のもとで録音し、後日、文字起こしをして分析した。またすべてのインタビュー対象

者は、インタビューの内容が、氏名等の個人情報のない形で、学会発表や学術論文として公

表されることを了承した。 

 3 つのエフタスコーレにおける観察調査においては、校長やその場にいた教師、生徒の承

諾のもと、その内容や気付いた点をフィールドノートに書き残した。また必要な場面につい

ては、許可を取り写真にて記録した。 

 

4.3 データの分析 

 次に、採取したデータの分析手法である SCAT の特徴と SCAT を用いた及び分析の流れ、

そして分析結果について説明する。 

 

4.3.1 分析方法の選定と SCAT の特徴 

 本研究では、実践共同体が若者のキャリア開発に与える効果とそのメカニズムを、実践共

同体の新参者である若者の目線から構築したいと考えた。そこで、3 つのエフタスコーレに

おいて公式に実施したインタビューのうち、№ 7、8、10、11 の 4 名への生徒に対するイン

タビュー（2 名の学生へのグループインタビュー2 回分）のデータ使用することとし、その

他のインタビューのデータとフィールドノートの記録、写真については、上記 4 名の生徒の

インタビューデータの分析と解釈に用いることとした。 

 そこで、本研究では、分析手続きが明確で、それらが小規模30の質的データにも適用でき

る SCAT（Steps for Coding and Theorization）(大谷, 2019)を用いて仮説モデルを構築すること

とした。 

 大谷（2011）によると、SCAT とは、マトリクスの中にセグメント化したデータを記述し、

そのそれぞれに、 

<1> データの中の着目すべき語句 

<2> それを言いかえるためのデータ外の語句 

<3> それを説明するための語句 

<4> そこから浮き上がるテーマ・構成概念 

の順にコードを考えて付していく 4 ステップのコーディングと、<4> のテーマ・構成概念を

紡いでストーリー・ラインを記述し、そこから理論を記述する手続きとからなる分析手法で

ある。またこの手法は、一つだけのケースのデータやアンケートの自由記述欄などの、比較

 
30 大谷（2019）によれば、SCAT を用いた研究では、n は小さく、博士論文でさえ最大で 7
くらいであるという。 
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的小規模の質的データの分析に有効であるという。この手法について解説した論文（大谷, 

2008）は、発表以来、名古屋大学の機関リポジトリから 2,202 件ダウンロード（大谷, 2011）

されており、大谷（2019）は、SCAT を用いた研究は現在までに、教育工学、教育社会学、

学校経営学、心理学、医学、言語学、キャリア研究、行政学、経営学、商学、ソフトウエア

工学、土木工学など、ありとあらゆる領域があり、さらにそれが広がっている、と述べてい

る。 

また、SCATは、採取したデータ全部を使うこと、いわば「全データ使用性」（大谷, 2019）

という特徴を持つ。例えば、量的研究においては、測定ミスや記入ミスによる「異常値」や

「外れ値」以外のデータはすべて使用するが、例えば質的研究において、研究者が、自分が

行ったインタビューの中から、自分の主張に適合する発話を使い、そうでない部分は使わな

いのであれば、それはデータを恣意的に選別していることになる。それに対して SCAT では、

データの全体を見ながら分析を開始し、最後までそのデータ全体を見ていることになる。こ

れはつまり全データを使っていることになり、この点は、採取したデータは原則としてすべ

て使う量的研究に共通する姿勢と親和性があると考えられている。 

  

4.3.2 分析の流れと本研究で作成した SCAT のワークシート（一部） 

 次に、本研究で行った分析の流れを述べる。分析はすべて、大谷（2019）に従い実施した。 

 まず、SCAT では、採取した分析データを精読することから分析が始まる。これは、テク

スト（データ）をよく読まないで＜1＞のステップに入ってしまうと、どれが重要かが判断

できず、接続詞以外のすべての語を切り出すことになってしまうからである。そこで本研究

においても、4 名の生徒へのインタビューデータを文字起こしした後、録音していた音声を

聞きながら、複数回、テクストを読み込んだ。 

 次に、本研究で用いるデータは、英語で採取されたデータであるため、外国語でインタビ

ューした結果を分析して日本語で発表する場合の分析方法について調べた。この点について

も大谷（2019）に従い、テクストと＜1＞までをその言語（本研究の場合は英語）で書き、

＜2＞からは日本語で書く、という方法を採用することとした。 

 ここから、4 つのステップの最初のステップである＜1＞データの中の着目すべき語句の

書き出しを行った31。大谷（2019）は、＜1＞のステップについて、いくらでも後から書き

足してよいので初めはできるだけ少なく書き出す、いったんすべて書いてしまう、文ではな

く「テキストの中の注目すべき語句」を書き出す、テクスト通りに書く、という注意点を掲

載している。本研究においてもこの点に注意しながら＜1＞の書き出しを行っていった。 

 次に 2 番目のステップである＜2＞テクスト中の語句の言いかえ、を行った。これは、＜1

 
31 これ以降はすべて、SCAT のウェブサイト（https://www.educa.nagoya-
u.ac.jp/~otani/scat/）からダウンロードした「SCAT のための Excel フォーム」を用いて分
析した。 

https://www.educa.nagoya-u.ac.jp/~otani/scat/
https://www.educa.nagoya-u.ac.jp/~otani/scat/
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＞に書き出したことを言いかえるような、テクストに無い語句を記入するという作業である。

ここでは、＜1＞で書いた語句 1 つに対して、1 つの言いかえでも構わないし、2 つ以上書い

てもかまわないという。この＜2＞の作業は「ことば遊び」のようにも見えるが、これは、

分析者が、たまたまインタビュイーによって選ばれた言葉による制約から解放されるための

プロセスある、と大谷（2019）は説明している。 

 続いて、＜2＞に記入した語をそのデータの文脈で説明することのできる概念、語句、文

字列、つまり＜3＞それを説明するための語句、を記入していく。大谷（2019）によれば、

＜3＞の作業は、分析者に＜2＞に記入した語の背景、条件、原因、結果、影響、比較、特製、

次元（縦横高さ時間の広がり）、変化等を検討させることになると述べている。これも 1 つ

の＜2＞に対して複数の＜3＞を書いてもよいし、複数の＜2＞に対して 1 つの＜3＞を書いて

もよいという。＜3＞のプロセスが、＜1＞、＜2＞と異なる点は、＜3＞からは、分析者自身

がそれまで知らなかった専門的な概念なども、インターネットや文献で積極的に探すことで

ある。またこのプロセスにおいては、付したコードが別の部分にも付せないか検討する、付

したコードの関連語や類義語を検討する、付したコードの対立概念を別の部分に探して変化

や対照を把握する、付したコードに関連する既存の専門的概念の構造を参考にする、といっ

たことが必要になる。本研究もこの流れに従い、分析を深めた。 

 このように分析を行っていく中で、それらを表すような「テーマ」が次第に浮上する（大

谷, 2019）。そこで＜4＞では、新たな構成概念を創り出して記入することに努めるという。

＜4＞に書かれる概念は、新しいことば、新しい概念を作るつもりで書き、深い内容に対し

て精製に精製を重ねた（磨き上げた）シャープでインパクトのある印象的な概念となってい

るのが望ましい。 

 上記のような流れで、4 ステップのコーディングが完了した後、大谷（2019）に従い、ス

トーリー・ラインおよび理論記述を行い、最後に、さらに追究すべき点・課題を考察した。

ストーリー・ラインとは「データに記述されている出来事に潜在する意味や意義を、主に＜

4＞に記述したデータを紡ぎ合わせて書き表したもの」（大谷, 2019）と定義されている。具

体的には、＜4＞に書いたコードをすべて使って、それらの関係性を含めて記述する。その

際に、起きた順序で記載する必要はない。ただし、SCAT による分析の目的はあくまでも理

論を得ることであり、ストーリー・ラインはそのための中間的副産物である。 

 次に行う理論記述は、「これまでの分析で言えること」（大谷, 2019）である。上述したス

トーリー・ラインが、データの真相の意味を再文脈化した、複合的で構造的な記述になって

いるはずなので、ストーリー・ラインを断片化することで、理論記述が見えてくるという。 

 表 9 に、本研究で作成した SCAT のワークシートの一部を示す。 
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表 9 本研究で作成した SCAT のワークシート（一部）  

 

 

4.3.3 キャリア開発への 3 つの効果 

 上記に述べた流れで2名の生徒に対する2回分のグループインタビューのテクストをSCAT

で分析したのち、＜4＞に抽出されたテーマ・構成概念のなかで、キャリア開発の効果と考

えられるテーマ・構成概念を 3 つ抽出することができた。以下にその 3 つを説明する。 

 

4.3.3.1 役割遂行感の獲得 

1 つ目のキャリア開発の効果は、現代エフタスコーレがその教育の強みとして打ち出して

いる特性に強く関連する「役割遂行感の獲得」である。先述の通り、エフタスコーレの中心

的な要素は民主的なシティズンシップに焦点を当てることであり、その 1 つの手段として、

エフタスコーレではすべての生徒が、自分たちのため、そして公共の利益のために実践的な

家事（寄宿舎の掃除、食事の準備、洗濯など）をこなす。エフタスコーレでは、このような

経験を通じて生徒たちが、責任感や社会に貢献することの意義を理解することを意図してい

る。 

実際に、インタビューのテクストには、このことに関連して、生徒たちの以下のような言

葉が語られている。 

   

“There's a schedule for that as well. I've been in the kitchen. And of course, it was harsh to me 

give like five pounds of potatoes, all day. But it's some of the boring things that has to do with 

being more mature, I guess, and seek responsibility and you've got to do anything.”  

（Haslev Idrætsefterskole の生徒） 

 

番号 発話者 テクスト
<1>テクスト中の注目す

べき語句
<2>テクスト中の語句の

言いかえ
<3>左を説明するようなテ

クスト外の概念

<4>テーマ・構成概念
（前後や全体の文脈を考

慮して）
<5>疑問・課題

1 聞き手

First of all, why did you come to efterskole? or why did you choose this

efterskole? why/efterskole
共同体への参加動機／

参加理由

動機付け理論（満たされ
ない欲求→緊張→動因→
探索行動→欲求の充足

→緊張の緩和）

実践共同体への進学を決
めた理由と，当該共同体を
選択した理由を同時に質
問しているため，インタビュ
イーの回答に２つの要素が
含まれている可能性があ

る。

2

生徒1
（女性），
生徒2
（男性）

I think, first of all it was because I could play handball here. And that's what

I'd love to do in my spare time. And then I wasn't ready to go to what's called

Gymnasium. Like, I wasn't ready for that. So it just chose to come here instead.

So I could be prepared. Yeah.（生徒1）

Yeah, I guess my I saw it as an unique opportunity to compare sports with

your friend, which is being with your friends All the time, and also to develop

as a human actually, to be more independent. And to try to live without your

parents for a while and see how that works.（生徒2）

And I just think it's a very special year, it's something you can only get here.

And it's, it's just a, yeah, amazing, amazing opportunity. So I just took it. （生徒

1）

And I had an older brother who was speaks really good about it. But it would

be something for me as well. Yeah.（生徒2）

/wasn't

ready/Gymnasium/be

prepared/unique/friend/s

ports/develop as a

human/independent/spec

ial/amazing/older

brother

高校への適応準備不足
感／他にはない・ここでし
かできない経験／新しい
人間関係の構築／興味
関心の追求／人としての
成長／自立／びっくりす
るような／兄弟姉妹／身

近な人

高校生活への適応に対す
る自己効力感の欠如／メ
インストリーム教育では得
られない体験／身近な

ロールモデル

進路適応／進路適応に
対する自己効力感の欠如

日本における移行は「間断
のない移行」と言われてい
るため，当該共同体のよう
な実践共同体は少ないと
考えられる。しかし「進路
適応」と捉えると，次の進
路に適応するために必要
な力を見につけるということ
は，日本の若者にも必要で
あり，十分起こりえることで

ある。

3 聞き手 Do many of your friends go to efterskole? your friends
友達／周りの人／周囲の
傾向／周囲の状況

4

生徒1
（女性），
生徒2
（男性）

In my own class, I think we were seven or something who should go to school.

But I think it's more and more common, actually. Because people hear so many

good things about it. And maybe they're not ready for nation as well. So they

choose after school.（生徒1）

There's also something about if the parents can afford it. I've given a few of my

friends who really wanted to go to efterskole, and their parents couldn't afford

it. But I think that those people who as who has the opportunity, they're really

willing to go to a school.（生徒2）

And I think actually a lot of my friends who didn't choose efterskole has

regretted a lot, because they just needed an year we'll do something else then

at home.（生徒1）

We have been through the nine years 10 years of the same kind of teaching

system and all this school for the year where we don't have a break, but it's

just a whole new perspective of learning.（生徒2）

Exactly. So it's kind of different from what we were used to. So that's, that's a

good thing.（生徒1）

more

common/parents/afford/

willing to/regretted/been

through/same/teaching

system/break/different

人気が出ている／両親／
家庭／余裕がある／差支
えがない／与える／前向
きである／悔やんでいる
／乗り越えてきた／同一
化した／教育制度／中断
する／壊す／別の／似て

いない

「間断」の活動としての当
該共同体参加の一般化
／当該共同体参入のため

の家族的要因

進路適応準備の手段とし
ての実践共同体参加検

討

エフタスコーレは無料では
ないため，経済的な事情で
子供を通わせることができ
ない保護者はどの程度存
在しているのか？（教師へ
のインタビューでは少ない
ということであった）
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“I also think it's nice to do it yourself. it's just your own responsibility to get your clothes clean. 

It gives us freedom and some kind of creative. Then you can also do it whenever you want. 

Something that is worth mentioning is also when you’re cleaning, it‘s not like back home where 

you’re just alone. There is also something that’s been with connecting with the new people is just 

like we mentioned a lot of time. It’s so important that we not only together when you’re having fun 

stuff you also together when you…” 

（Haslev Idrætsefterskole の生徒） 

 

 “Yeah. So, also because you help each other keeping the school clean, because you all have to 

use it. we all here. So, it's important.” 

（Haslev Idrætsefterskole の生徒） 

 

上記のように、まず生徒は、料理や掃除などの家事の役割を与えられ、それを遂行してい

くなかで、それは時に大変で、退屈な作業だが、こうしたことは大人になり、責任を持った

社会人として成長していくためにやらなければいけないことだと感じるようになる。それと

同時に、他の生徒、つまり実践共同体の他の新参者とともに役割を果たすことで、退屈な仕

事を楽しく行うことができるようになることに気づく。そして、自分たちの生活する共同体

を維持するために互いに助け合うことの重要性に気がつく、という成長が見て取れる。その

結果として、彼らは、将来、一人の市民として、社会の中で自分の役割を遂行して行けると

いう自信を習得していくことが明らかとなった。 

また寄宿生活において身につけた家事技能は、若者がライフキャリアの視点から自身のキ

ャリアを設計することに役立つ可能性がある32。真中・志村（2013）は、現在の日本のキャ

リア教育は、職業生活における自己実現を希求することに重きが置かれ、職業生活、家庭生

活、地域生活といったライフキャリアの視点からのキャリア教育の実践が希薄であると指摘

している。実際に、他の国と比較して、日本の若者の生活的自立の遅れはいくつかの先行研

究で指摘されており、例えば、志村（2007）は、日本（n=291）とカナダのアルバート州

（n=268）の高校生との比較研究を行い、生活的自立に関してはカナダの高校生の方が高い

結果となり、日本の高校生の生活的自立の低さが露呈した結果となったことを指摘している

33。こうした視点は主に、家庭生活と関係が深い家庭科教育の領域で多く指摘されており、

例えば、磯崎・家城（2006）は、Superの理論を踏まえた上で、キャリア教育においては、

 
32 エフタスコーレ協会のコミュニケーション部門担当者によると、こうした寄宿生活を通じ
て身につけた家事技能や役割遂行力は、エフタスコーレに通う生徒の保護者が、エフタスコ
ーレへの参加前と参加後の生徒について最も大きな変化として驚くことであるという。 
33 また志村（2007）は、家庭教育についての国際比較調査においても、日本の 15 歳ごろの
生活的自立の傾向（部屋の掃除をする、家族のために食事を作る等）がアメリカ、スウェー
デン等 6 か国中最も遅れていると報告されていることも指摘している。 
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単に職業や仕事を扱うだけでなく、それらと家族や家庭生活を結び付けることの重要性を指

摘している。 

しかしここで注意すべきことは、今回モデル構築の事例としたエフタスコーレでは、生徒

たちに食事の準備や掃除などの家事を役割として与えたので、彼らはそうした役割を自分が

果たし、共同体に貢献しているという役割遂行感と、家事技能を習得していた。つまり、実

践共同体のキャリア開発への効果として一般的なものとして推測されるのは、「役割遂行感

の獲得」であり、その役割の内容によって、習得できる技能は変わると考えられる。この

「役割遂行感の獲得」は、荒木（2007）の働く個人のキャリア開発と実践共同体に関する研

究においても、仕事に適応しそれにふさわしい役割意識を獲得していることを個人のキャリ

ア確立の要素の 1 つと捉えていることから、若者においても、このことをキャリア開発への

効果と認めることができると考えることができた。 

 

4.3.3.2 社会的スキルの向上 

 2 つ目のキャリア開発への効果は「社会的スキルの向上」である。このことについて、イ

ンタビューのテクストには以下のようなことが語られている。 

 

  “I think maybe also we've learned how much it affects you when people around you don't feel okay. 

Because you're just so close to live together you go to school together you eat together. So it just 

means a lot that people around you.  

（Haslev Idrætsefterskole の生徒） 

  “It's completely different from what we used to when you are with your friends you like together 

for a day or something and then you just split up and you can have your own space. But here you 

are together all the time. So, you got to be you also have to be social when you don't really feel to 

or you're really tired or something but you still have to be around people. But I also think actually 

some people learn to be better friends. And yeah, because you knew get you care about people a 

lot when you're down here.  

（Haslev Idrætsefterskole の生徒） 

 

  “This school is a lot about being social, and all that about this. And then I think when we are going 

to high school, we have a lot of stuff in our backpacks. And the teacher says, and then we can start 

to talk with people because we have learned on efterskole just to go over and say hi, and just start 

a conversation. Because this school is a lot about being social and learning, learn to know each 

other. And so it's definitely having an effect on how we will be in high school.” 

（Midtsjællands Efterskole の生徒） 
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 この「社会的スキルの向上」は、インタビュイーである生徒の口から最も頻繁に語られた

キャリア開発への効果であったが、成人を対象とした荒木（2007）におけるキャリアの確立

の 3 要素（「社会的役割の獲得感」、「専門領域の自覚」、「今後のキャリアに対する意欲と展

望」）には近い概念が含まれておらず、若者特有の効果であることが明らかとなった。 

 生徒たちの語りを見ると、まず、常に自分の周囲に他者がいることにより、自分のコンデ

ィションが良いときだけでなく悪いときであっても他者に親切にすることの大切さを実践共

同体で学んでいることが分かる。さらに、普段自分が所属する共同体を超え、新しい共同体

で人間関係を構築していく力を身につけていることができるといった自信や自己効力にもつ

ながっていることが見て取れる。そしてこれらが、彼らが目指す次の進路（インタビューを

行った 4 名の生徒の場合は普通高校）でも役立つと感じていることも明らかとなった。 

 先述の通り、社会的スキルとは社会的相互作用を行うために必要なスキルであり、21 世

紀の労働者に求められる能力として注目されている（塩谷, 2018）。斎藤・菊池（1990）に

よれば、青年期は、自分がそれまで身につけてきたスキルを見直し、自分の意志で自己の行

動をコントロールできる存在として、対人関係のストラテジーの再構築を図る時期であると

されている。このことからも、こうした時期に実践共同体に参加して他者と相互作用を行う

中で、自分自身のスキルを見直し、感情に流されず他者を思いやりながら行動するスキル

や、初めての人と関係を構築し、それを維持する力を身につけていく効果が高まると考える

ことができる34。 

 

 

4.3.3.3 自分の将来の学びや職業に関する新たな機会の発見 

 3 つ目の効果は「自分の将来の学びや職業に関する新たな機会の発見」であった。このこ

とについて、インタビューのテクストには以下のようなことが語られている。 

 

  “We have some guidance counselor, some conversation with them. And some, I think, three times 

in this year, we have been, and then we talked about what we want to do in the future and how it's 

going on this school and what we want to do for high school and all that kind of stuff.” 

  “It's like, you go in and you walk in and they say, what do you want to do? And if you're like, I 

don't know, then they say what do you what do you not want to do? because then I can say, Well, I 

don't want to and I don't want to and then they can point out and you know, just, you know make a 

little bit sharper, like okay, so yeah, narrowed it in and say, okay, maybe it's something in this area 

you want to do, and then we can go back and look at it. And then we can come back like maybe a 

 
34 中央教育審議会（2011）もこうした力を「人間関係形成・社会形成能力」と定義し、こ
うした能力は、社会とのかかわりの中で生活し、仕事をしていく上で、基礎となる力である
と述べている。 
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week later. And then, you know, talk about it again. So, like, it's not like the teachers or the guidance, 

the counselors that like, it's not like they say what we have to do. They ask us what we want to do, 

and then they can just, you know, guide us through it and help us.” 

（Midtsjællands Efterskole の生徒） 

 

 上記のように、Midtsjællands Efterskoleの生徒 2名は、生徒たちのキャリア開発を専門とす

るガイダンス・カウンセラーと頻繁に対話を行い、自分の学問的、職業的興味関心を絞り込

んでいくと語ってくれた。 

 一方で、Haslev Idrætsefterskole の生徒 2 名は、以下のように語った。 

 

  “We haven't actually talked with her yet. But you also have that kind of teachers in public. Which 

guiding you in your essays like maybe you should go to this kind of high school instead of this, 

because you're, you're much more interested in this subjects.” 

  “And they help you apply to the thing you want to do next. But, of course, it's good. I think there's 

some, maybe one or two is really lost about the future actually don't know what to do.” 

  “And maybe some, some of the students don't know what kind of opportunities they have after this. 

They maybe don't know all of them.” 

 （Haslev Idrætsefterskole の生徒） 

 

このことから、同じエフタスコーレにおいても、キャリア支援の頻度や方法が異なってお

り、また生徒によっても、その位置づけが異なっていることが分かる。 

ここで特筆すべきことは、この 3 つ目のキャリア開発への効果は、筆者が、当該エフタス

コーレに配置されているガイダンス・カウンセラーの存在を質問して初めてインタビュイー

から引き出せた内容である。そのため、インタビュイーである若者は、「自分の将来の学び

や職業に関する新たな機会の発見」を実践共同体への参加がもたらすキャリア開発の効果と

して普段は意識していない可能性が高い。 

このことについて、Haslev Idrætsefterskoleの教師からは、「若者は目の前のことに集中して

中長期的なキャリアのことを忘れてしまう傾向があるので、定期的なキャリアガイダンスが

非常に重要である」とのコメントを得ることができた。成人を対象にした荒木（2007）の研

究では、この 3 つ目の効果である「自分の将来の学びや職業に関する新たな機会の発見」に

近い効果として、「今後のキャリアに対する意欲と展望」と「専門領域への自覚」があり、

実践共同体への参加は直接的に「今後のキャリアに対する意欲と展望」を促し、またリフレ

クションを通じて「専門領域への自覚」が促されることが明らかになっている。 

以上のことから、このことから、若者を対象とした実践共同体において「自分の将来の学

びや職業に関する新たな機会の発見」を促すためには、より意図的に、彼らが自分の将来を
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考えることができるような対話やリフレクションの機会を設定する必要があることが示唆さ

れた。 

 

4.3.4 キャリア開発への効果を生じるメカニズムの記述的推論 

 次に、SCAT の＜4＞で抽出したキャリア開発に関わるテーマ・構成概念の中で、キャリ

ア開発に効果を与える要素（変数）と考えられたものをとりあげ、本研究の理論的枠組みと

して採用した「社会的相互作用のモデル」（菊池・堀毛，1994）を援用し、上記 3 つのキャ

リア開発への効果が生じるメカニズムを記述的推論で明らかにしていく。そしてそのうえで、

記述的推論によって導かれた仮説が、既存理論によってどのように説明できるかを考察して

いく。 

 

4.3.4.1  キャリア開発に効果を与える要因として考えられるテーマ・概念（変数） 

 まず、SCAT の＜4＞で抽出した概念のうち、キャリア開発に効果を与える要因として考

えられたテーマ・構成概念を表 10 に示す。 

 

表 10 SCAT で抽出したキャリア開発に関わるテーマ・構成概念（変数） 

連番 テーマ・構成概念 説明 

1 実践共同体における

役割遂行 

実践共同体において、定められた役割（デンマークの実

践共同体では家事等）をこなす 

2 興味関心の追求 実践共同体において、興味関心のある学びや活動を行う 

3 頻繁な自己開示の機

会 

実践共同体において、自分自身のことを頻繁に他者（熟

達者・他の新参者）に開示する機会がある 

4 フィードバック① 

自己評価 

自己開示について、自分自身で振り返る機会を持つ 

5 フィードバック② 

他者からの言葉によ

る反応 

自己開示をした結果、他者から言葉によるフィードバッ

クを得る 

6 フィードバック③ 

他者の行動観察 

自己開示をした結果、他者から行動によるフィードバッ

クを得る 

7 新しい自己の弱み発

見 

フィードバック①～③のいずれかを通じて、自分自身の

弱みを新たに発見する 

8 自己の弱みに対する

他者の受容の認識 

自分の弱みを他者（熟達者・他の新参者）が受け入れて

くれたと認識する 

9 自己肯定感の獲得 自分の弱みを他者（熟達者・他の新参者）が受け入れて

くれたことで自己肯定感を獲得する 

10 熟達者の自己開示に

よる社会的規範の提

示 

自己の弱みを克服するために、熟達者が普段開示してい

る言動を社会的規範として参照する 

11 熟達者自身の人生や

課題解決における選

択の提示 

自己の弱みを克服するために、熟達者が過去に行った人

生や課題解決における選択の仕方を参照する 
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12 当該実践共同体の組

織理念 

自己の弱みを克服するために、当該実践共同体の組織理

念を社会的規範として参照する 

13 キャリア支援専門家

による指導 

自己の弱みを克服するために、キャリア支援専門家によ

る指導・助言を得る 

14 熟達者の主体的な多

重役割遂行 

熟達者が実践共同体において、教師としてだけでなく、

家族、メンター等、複数の役割を主体的に遂行する 

15 熟達者への敬意醸成 熟達者が主体的に複数の役割を主体的に遂行する姿を見

て、熟達者への敬意を醸成する 

16 熟達者の言動の模倣 自己の弱みを克服するために、熟達者の言動を模倣する 

 

4.3.4.2 情報処理論を援用した処理の流れ 

 次に、「社会的相互作用のモデル」（菊池・堀毛，1994）の右半分、つまり情報処理論を援

用した処理の流れについて推論する35。 

 SCAT によって抽出されたテーマ・構成概念の中で、「表出行動」および「記号化」に当

てはまるものとして、まず［実践共同体における役割遂行］と［興味関心の追求］の 2 つが

抽出されていた。［実践共同体における役割遂行］とは、先述した、生徒が実践共同体の中

自分に与えられた役割を遂行することを指す。エフタスコーレの場合、これは、寄宿舎の掃

除であったり、料理の準備など主に家事役割であった。次に［興味関心の追求］は、モデル

としたエフタスコーレでは、音楽やスポーツなどのラインの学習と活動であると考えられた。

この 2 つは、エフタスコーレを実践共同体として捉えたときに「領域」であるとみなした内

容と完全に一致することから、「社会的相互作用のモデル」（菊池・堀毛，1994）における

「表出行動」は、実践共同体の「領域」と一致すると考えられる。 

 次に、「社会的相互作用のモデル」（菊池・堀毛，1994）の「情報収集」及び「解読」に当

てはまるテーマ・構成概念として、［新しい自己の弱み発見］と［自己の弱みに対する他者

の受容の認識］の 2 つが抽出されていた。これは、他者の反応から、それまでには気づいて

いなかった自分自身の弱みを発見するが、その弱みまでも他者が受け止める、受け入れてく

れることを認識するという流れである。この認識は［自己肯定感の獲得］へと繋がっていく。 

ここでもう 1 つ重要なテーマ・構成概念であると考えられたのが、［頻繁な自己開示の機

会］である。これは 2 つ目のキャリア開発への効果「社会的スキルの向上」とも関連するも

のであったが、モデルとしたエフタスコーレにおいては、他の新参者や熟達者である教師が

24 時間常に自分の周りにいるという環境に自分を置くことで、悪い面や短所を含めた自己

が否応なしに開示され、それが次の「情報収集」に繋がるという流れになっていると考えら

れた。 

 しかし、［新しい自己の弱みの発見］のためには「帰属」が必要となる。大坊 et al.（1989）

によれば、帰属とは、最も狭義にいうならば因果関係についての推論であり、最も広く定義

 
35 以下、［ ］で囲ったものは、SCAT で抽出された＜4＞のテーマ・構成概念を指す。 
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するならば、他人や自分を含む環境内の対象の、固有の属性や傾向を認知することである。

では、実践共同体の新参者である生徒たちは、どのようなことから新しい自己の弱みを発見

するのか。このことについて、対人行動学研究会（1986）は、自己を開示することによって、

相手から何らかの形で評価がフィードバックされ、また相手も自己開示を返報する。その結

果、それまで気づかなかった自分の側面を認識することができたり、自分と他者との比較を

通じて自己評価を行うことができるようになる、と述べている。インタビュイーのテクスト

から子のフィードバックに当てはまるものとして、自己評価によるフィードバック[フィー

ドバック①自己評価]と、他者からの反応には、他者の言葉からフィードバックを得る[フィ

ードバック②他者からの言葉によるフィードバック]と、言葉はないが、他者の行動を観察

してフィードバックを得る[フィードバック③他者の行動観察]という 2 つのタイプがあると

推測された。 

  

4.3.4.3 コントロール・スキーマが活性化した場合の処理の流れ 

 さて、「社会的相互作用のモデル」（菊池・堀毛，1994）では、通常は上記のような、情報

処理論を援用した場合の流れで社会的相互作用が続いていくが、先述の通り、もう一つの流

れとして、新奇性、類似性、魅力、警戒など、手がかりのもつ内容がトリガーとなって、コ

ントロール・スキーマが活性化される過程があると考えられている。このスキーマが活性化

されると、感情や欲求などの表出がブロックされ調整処理が行われたうえで、表出にかかわ

ることになると考えられているが、この点について、インタビューのテクストから、自分自

身の言動、特に自分の弱みに対して、他者が受容の反応を示していないと感じたときに、生

徒たちが、［熟達者の自己開示による社会的規範の提示］や朝会などで聞いた［熟達者自身

の人生や課題解決における選択の提示］、さらには［当該実践共同体の組織理念］など、熟

達者やその実践共同体の組織理念が示す社会的規範を参照している様子が見て取れた。また

トリガーが自身の進路やキャリアのことについてであれば、それは［キャリア支援専門家に

よる指導］を参照することになる。 

 ではなぜ、彼らは、実践共同体の熟達者や組織理念を模範とするのか。このことについて

生徒たちはインタビューにおいて、熟達者である教師の［主体的な多重役割遂行］をその理

由に挙げていた。SCAT の分析において、エフタスコーレの教師が果たす役割として、教師

以外に、適応エージェント、臨時の保護者、人生の熟達者、という 3 つの役割が抽出されて

いた。これら複数の役割を教師が主体的に果たそうとする［主体的な多重役割遂行］が、

［熟達者への敬意醸成］に繋がり、彼らを失望させたくない、彼らのようになりたいという

感情と動機が生徒の中に芽生え、彼らを模範としていると推察された。 

 こうして、最終的には、［熟達者の言動の模倣］に繋がり、再度、「表出行動」へと戻ると

いうメカニズムが推論により導かれた。 
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上記の記述的推論にて導かれた仮説モデルを図 9 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 実践共同体への参加が若者のキャリア開発に効果を与えるメカニズムの仮説モデル 

 

4.3.4.4 構築した仮説モデルを支持する既存理論 

 次に、構築した仮説モデルが関連する既存理論によってどのように裏付けられるか、とい

うことについて考察していく。 

 

4.3.4.4.1 認知心理学における「情報処理モデル」 

まず、構築した仮説モデルの右半分、つまり「情報処理論を援用した処理の流れ」は、そ

の名の通り、認知心理学における「情報処理モデル」を使って説明が可能である。図 1 で示

した市川（2017）による認知心理学の情報処理モデルを再掲する。 

          

認知心理学の情報処理モデル（市川，2017）【図 1 の再掲】 
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情報処理モデルにおける「入力情報」は、本モデルでは、他者との相互作用の中で得られ

る 3つのフィードバック（[フィードバック①自己評価]、 [フィードバック②他者からの言葉

によるフィードバック] [フィードバック③他者の行動観察]）であると考えられる。この 3つ

のフィードバックが入力情報となり、生徒たちは、過去の記憶や思考、そして自分自身の中

にある知識を駆使してそれを解読し、その意味付けを行う。自分自身が気付いていなかった

［新しい自己の弱み発見］や［自己の弱みに対する他者の受容の認識］を見出した時には、

それが自己肯定感の獲得に繋がる。そして情報処理モデルではその結果が表現されたものが

「出力情報」となるが、本モデルではそれは表出行動として表されている。 

この処理において生徒たちは、自分の周囲にある人や状況を認知し、処理していくことが

求められるが、本研究で構築したモデルでは、それをつかさどるものとして「人-状況スキ

ーマ」が設定されている。加藤（2021）によると、認知発達研究での「スキーマ」とは、人

が現実や体験を捉える際のパターンであり、このパターンに導かれて、人は現実や体験を認

識し、解釈し、反応するという。また加護野（1988）は、「状況—ヒトスキーマ」を「一定

の状況にあるタイプの人に典型的にみられる行動についての体制化された情報」と定義して

いることから、本研究で構築したモデルにおける「人-状況スキーマ」も、生徒たちを取り

巻く状況下における他者の行動に関する体系的な知識であり、生徒たちはそれをもとに認識、

解釈、反応という行動を自動的に繰り返すと考えられた。 

 

4.3.4.4.2 自己開示による［新しい自己の弱み発見］ 

 ここで注目すべきテーマ・構成概念は先述した通り［頻繁な自己開示］である。この点に

ついて、まず、キャリア開発への効果［社会的スキルの向上］に関する考察の中でも取り上

げた以下の生徒のコメントに注目する。 

 

 “I think maybe also we've learned how much it affects you when people around you don't feel okay. 

Because you're just so close to live together you go to school together you eat together. So it just 

means a lot that people around you.” 

（Haslev Idrætsefterskole の生徒） 

 “It's completely different from what we used to when you are with your friends you like together for 

a day or something and then you just split up and you can have your own space. But here you are 

together all the time. So, you got to be you also have to be social when you don't really feel to or 

you're really tired or something but you still have to be around people. But I also think actually some 

people learn to be better friends. And yeah, because you knew get you care about people a lot when 

you're down here.” 

（Haslev Idrætsefterskole の生徒） 
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上記のコメントから、2 つのことが推論できる。 

 1 点目は、エフタスコーレの最大の特徴でもある寄宿制という形式が、生徒たちに絶え間

ない自己開示の機会を提供しているということである。生徒のコメントにあるように、エフ

タスコーレでは、これまでのように学校にいる間だけ他の生徒や教師たちと相互交流すれば

よいというのではなく、学校が始まる前も、終わった後も、食事の時も、常に周囲に誰かが

いる環境に身を置くことで、生徒たちは常に自己を他者に開示せざるを得なくなる学習環境

であることが分かる。自分が自己開示をすると、周囲にいる他者がそれを認知して「自己開

示の返報」を行う。本モデルではこれは、［フィードバック①自己評価］、［フィードバック

②他者の言葉による反応］、［フィードバック③他者の行動観察］という 3 つの概念にあては

まる。自己開示の頻度が高ければ高いほど、他者からの自己開示の返報、つまりフィードバ

ックが多く得られるのである。この仕組みは社会心理学における以下のモデルで説明ができ

る。 

          

図 10 自己開示に伴う対人的過程（中村, 1990） 

 

 そして 2 点目は、その絶え間ない自己開示の機会により、生徒たちは、自分の身体や気分

の調子が良いときだけでなく、気乗りしないときや疲れているときでも他者と相互作用をす

る必要が生じているという点である。そこでは必然的に自分の長所だけでなく、欠点や課題

も含めて自己開示してしまうことになり、そのことが［新しい自己の弱み発見］に繋がって

いると推測できる。 

 

4.3.4.4.3 実践共同体内部にある「ダブル・ループ学習」 

 さて、本研究で構築した仮説モデルにおいては、上述した「情報処理論を援用した処理の

流れ」とは異なる流れ、「コントロール・スキーマが活性化した場合の処理の流れ」が存在

している。先述の通り、菊池・堀毛（1994）によるとこの「コントロール・スキーマ」は、

感情や欲求などの表出をブロックし、調整処理を行うためのスキーマであり、解読した情報
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が持つ、新奇性、類似性、魅力、警戒などの手がかりが持つ内容がトリガーとなって活性化

されるという。 

この流れは、組織論における「ダブル・ループ学習」を個人に当てはめて説明することが

できる。 

 ダブル・ループ学習は、Argyris（Chris Argyris、1923 年～2013 年）によって提唱された概

念で、西谷（2008）は、Argyris の理論の出発点は、組織ななぜしばしば「不完全で、歪曲

したフィードバック」によって硬直化してしまうのかという問題であり、組織学習とは、

「組織の意図と現実を適合させること」であると定義したうえで、Argyris は組織の行動学

習をシングル・ループ学習とダブル・ループ学習の 2 つに分類した、と指摘している。まず

シングル・ループ学習とは、適合が当初から生じる場合、あるいは根底にある組織の方針や

目標を維持しながら不適合を行為――意図を持つ行動――の変化によって修正することを意

味する。Argyris（1977）においてこれは、寒すぎる、もしくは暑すぎる、という状態を察

知し、暖房をオン・オフするサーモスタット装置に例えて説明されている。一方のダブル・

ループ学習は、行為を導く支配変数（governing variables）そのものを変えることによって、

行為を変更し、不適合を修正すること（西谷, 2008）で、Argyris（1977）においてこれは、

サーモスタットが「温度設定は 20 度で良いのか」といったこと自体に疑問を持つことに例

えられており、エラーを検知するだけでなく、その基礎となる指針や目標、そしてそのプロ

グラムそのものに疑問を抱くことだと説明されている。図 11 に、シングル・ループ学習、

ダブル・ループ学習の概念図を示す。 

 

      

図 11 シングル・ループ学習とダブル・ループ学習（板倉, 2014） 

            

 田久保・那須（2017）によれば、シングル・ループ学習は、過去の学習や経験を通じて獲

得した前提に基づく行動に則って問題解決を図り、結果を出し、その過程で学習するという

学習プロセスを指す。一方ダブル・ループ学習では外部から新しい知識や情報を取り入れ、

或いは、現在の前提に対して、「それは本当か」、「そもそも」と問いかけ、新たな前提や価

値観を獲得していき、それに従って行動していくプロセスをいう。田久保・那須（2017）は、

これを個人にあてはめれば、何らかのきっかけで、すでに持っている様々な前提や価値観を

疑い、別のものに置き換える、または変化させていくことができれば、それが次の行動に影
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響を与えると述べている。 

 

これを本モデルに当てはめると、情報収集における［新しい自分の弱み発見］に関連して、

この弱みを実践共同体の熟達者である教師や同じ新参者同士である他の生徒が受け入れてく

れなかったときに、すでに持っている様々な前提や価値観を疑い、それを別のものに置き換

える、または変化させていく、つまり、「コントロール・スキーマが活性化した場合の処理

の流れ」に入っていくと考えられる。 

  

 これまで、実践共同体におけるダブル・ループ学習は、複眼的学習（multifaceted learning）、

すなわち、実践共同体での実践で得られる非規範的視点（non-canonical view）と、公式組織

で遵守することをよしとされている規範的視点（canonical view）との間の差異を見いだし、

それによって学習すること、を通じて、問題、状況、人間、目的に関する認識枠組みを個人

レベルで修正・変更する、メタレベルの学習が行われる（松本，2013）とされていた。 

 松本（2013）はこのことに関連して、公式組織は実践共同体とは別個の存在でありながら、

布置（あるいは共同体の地図）を構成する一部と位置づけ、公式組織と実践共同体の間で学

習ループが構築されるとして、図 12 を示している。 

   

図 12 実践共同体と公式組織との関係（松本, 2013） 

 

 しかし、本研究で構築した仮説モデルを見ると、同一の実践共同体内における社会的相互

作用の中にも、Argyris & Schön（1978）におけるダブル・ループ学習のような高次学習のル

ープが存在していることが分かる。このことは、本研究の中で新たに得られた知見であり、

かつ、今後、組織や教育機関等で実践共同体を構築、育成していくにあたり、重要な視点に

なり得ると考えられた。 
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4.4 構築した仮説モデルの課題 

 本章では、デンマークの若者が通う伝統的な実践共同体エフタスコーレの事例をもとに、

実践共同体への参加が若者のキャリア開発に効果を与えるメカニズムについて、社会心理学

の社会的相互作用の概念を援用して、その仮説モデルを構築してきた、またそのモデルがこ

れまでの既存理論によってどのように裏付けされるのかについても考察してきた。ここでは、

構築した仮説モデルの課題を整理しておく。 

 まず、仮説モデルはデンマークという特定の国を中心に発展しているエフタスコーレとい

う寄宿制の実践共同体を事例とした。また分析には、小規模な質的データの分析に多くの実

績を持つ SCAT を使用した。しかし、構築したモデルの普遍性を問うには、他のエフタスコ

ーレ、あるいは、他の国の異なるタイプの実践共同体においてもこのモデルが適用可能かど

うかを検証する必要がある。特に、新型コロナウイルス感染症拡大の影響もあり、近年その

形式が拡大している分散型（オンライン）の実践共同体においても適用できるかどうかにつ

いての検証も期待される。 

 また、本研究では、キャリア・パラダイムの個別アプローチ組織内キャリアにおいて重要

な時期であるとされた、学校から職業への移行期や組織へのエントリー期にあり、様々な発

展的課題を抱えるとされる個人のキャリア開発に効果的な実践共同体のあり方を考察ところ

からその研究が始まった。そこで、日本の雇用制度の特徴や、若者の進路選択の特性を鑑み

ると、日本においてはその研究対象を、最も多くの若者が学校から職業へ移行する時期であ

る大学等の高等教育へと変更して検証する必要があると考えられる。 

 そこで、本モデルの検証にあたっては、日本の大学生を対象として、先行研究で実践共同

体としての可能性が指摘されていた、キャリア教育授業とインターンシップを取り上げるこ

ととした。かつ、キャリア教育授業はオンラインで実施したものを対象とし、またインター

ンシップは対面・オンラインといった実施形式に加え、長期、短期など様々な種類を含めた

検証を行うこととした。 

 ただしインターンシップについては、本研究では、中央教育審議会（2011）の定義36を踏

まえ、教育学部や医学部、そして理工系の学部・学科において伝統的にカリキュラムの中に

組み込まれてきた特定の職業に就くための技術やスキルを磨くことに重点を置いた職業教育

型インターンシップ（実習等）ではなく、広く学生のキャリア開発を目的としたインターン

シップを対象とすることとした。 

 

 

 
36 中央教育審議会（2011）は、キャリア教育によって育成される力を「一人一人の社会

的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度」と定義し、一方で、職業教育によっ

て育成される力を「一定又は特定の職業に従事するために必要な知識、技能、能力や態度」

と定義している。 
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第 5 章 仮説モデルの検証➀オンラインキャリア教育授業 

 

5.1 検証➀の目的とデータを採取したキャリア教育授業の特徴 

 まず、検証➀の概要について、検証➀の目的と、データを採取したキャリア教育授業の概

要、そしてデータを採取したキャリア教育授業を実践共同体と捉えたときの、3 つの要素と

形態について考察する。 

 

5.1.1 検証➀の目的 

 検証➀の目的は、大学生を対象としたキャリア教育授業を実践共同体と捉えた場合の以下

の 2 点を確認することである。 

① 実践共同体としてのキャリア教育授業においても、3 つのキャリア開発の効果（社会的

スキルの向上、役割遂行感の獲得、将来の学びや職業に関する新たな機会の発見）は見

られるだろうか。 

② また 3 つのキャリア開発の効果が見られた場合、その効果が生じるメカニズムは第 4 章

で構築した仮説モデルと同じなのだろうか。 

 

5.1.2 データを採取したキャリア教育授業の概要 

 次に、データを採取したキャリア教育授業の概要を説明する。 

 仮説モデルの検証➀では、四国にある国立A大学で、教養科目のキャリア形成支援分野に

て開講されている「キャリアプランニングⅡ（1 学期、集中、2 単位）」を対象とすることと

した。 

 この授業は、主に 2 年生を対象に、①現代社会における多様な働き方を理解する、②社会

で求められる力を体感する、③社会に出てからのコミュニケーションの取り方を理解し自ら

の強みや将来像を他者に伝える技術を身につける、という 3 点を目標として開講されており、

同じ分野で開講されている「キャリアプランニングⅠ（2 学期、2 単位）」と比較するとより

実践的な内容となっている。 

当該授業は 2021年 9月 6日（月）から 9月 9日（木）の 4日間で実施された。また検証を

行った 2021 年度はオンライン形式で開講されたが、授業では Microsoft Teams を活用して学

生同士の相互交流のためのグループワークが頻繁に組み込まれている。具体的な授業内容を

表 11 に示す。なお，表 11 中の【GW】はグループでの活動を行う時間帯を表している。 
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表 11 検証①：2021 年度「キャリアプランニングⅡ」授業内容 

日程 授業内容 

9 月 6 日（月） 1 限：【GW】オリエンテーションとグループでの自己紹介 

2 限：インターンシップ・就職活動・ナビサイトの最新動向 

3 限：自己分析とエントリーシートの書き方① 

4 限：【GW】自己分析とエントリーシートの書き方② 

9 月 7 日（火） 1 限：多様な働き方とそれぞれの職業につくために必要なことを知る① 

2 限：多様な働き方とそれぞれの職業につくために必要なことを知る② 

3 限：【GW】社会で求められる力を体感する「課題解決プロジェクト」① 

4 限：【GW】社会で求められる力を体感する「課題解決プロジェクト」② 

9 月 8 日（水） 1 限：1 日目、2 日目の振り返り 

2 限：【GW】社会で求められる力を体感する「課題解決プロジェクト」③ 

3 限：【GW】社会で求められる力を体感する「課題解決プロジェクト」④ 

4 限：【GW】社会で求められる力を体感する「課題解決プロジェクト」⑤ 

9 月 9 日（木） 2 限：面接対策講座① 

3 限：【GW】面接対策講座② 

4 限：授業のまとめ、アンケート 

 

5.1.3 実践共同体としての領域、コミュニティ、実践 

先述の通り、Wenger et al.（2002）は、実践共同体には多様な形態があるが、その基本的

な構造は同じで、それは、「領域」、「コミュニティ」、「実践」という 3 つの基本要素のユニ

ークな組み合わせである、と指摘している。ここでは、検証①の対象としたオンラインキャ

リア教育授業を実践共同体と捉えた場合、これら 3 つの要素はどのようなものであるかを考

察する 

1 つ目の要素である「領域」について、検証①の事例とするオンラインキャリア教育授業

を受講する目的や目標は個々の学生によって異なると考えられるが、多くは、シラバスに記

載された授業科目の到達目標のいずれかを自身の目標としていると考えることができる。そ

こで本研究では、当該オンラインキャリア教育授業を実践共同体と捉えたときの領域として

は、その到達目標である、①現代社会における多様な働き方を理解すること、②社会で求め

られる力を体感すること、③社会に出てからのコミュニケーションの取り方を理解し、自ら

の強みや将来像を他者に伝える技術を身につける、の 3 点であると考えることとした。 

次に「コミュニティ」という面に関しては、当該キャリア教育授業はオンライン形式であ

ったため、ともすれば学生たちは、個々の自宅でパソコンに向かい、1 人で授業を聞くとい

った形式に陥りやすいと考えられた。そのため、授業の冒頭や途中において、この授業では、

クラス全体を 1 つのコミュニティとみなし、相互作用をしながら共に学び合う姿勢を重視し

ていることを伝えた。また、4 日間を通じて同じグループで頻繁に活動する時間を取り入れ

ることで、学生が、実践共同体に内に作られた小さなグループの中で他のメンバーと相互交

流しやすいように工夫した。 

 最後の「実践」とは、共同体のメンバーが共有する一連の枠組みやアイデア、ツール、情
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報、様式、専門用語、物語、文書など（Wenger et al., 2002）のことであった。この定義に当

てはめると、当該キャリア教育授業における「実践」は、エフタスコーレのそれと同様、領

域に関する体系的な知識、すなわち、授業のカリキュラムや学生の活動、グループ活動で生

徒に与えられる役割や彼らが作成した成果物、そして教師たちの言葉などと考えることがで

きた。 

 

5.1.4 実践共同体としての形態 

 次に、当該キャリア教育授業の実践共同体としての形態を Wenger et al.（2002）に基づい

て考察する。 

① 規模（大きいか小さいか（数名から数千名））：この授業の履修登録者は 77 名であった。

仮説モデルを構築したエフタスコーレの平均的規模よりもやや小規模であるが、50 名

を超える学生が履修しているため中規模と考えることができた。 

② 寿命（長命か短命か）：仮説モデルを構築したエフタスコーレが 100 年を超える歴史を

持ち、1 年間という長期間にわたる期間を持つことに対して、当該キャリア教育の授業

実施期間は 4 日間と非常に短い。事前課題や事後のレポートなど、学生との関わりがあ

る期間をすべて含めても 1 カ月程度であり、短命であると言える。 

③ 場所（同じ場所にあるか分散しているか）：検証対象とした 2021 年度はオンライン形式

で開講された。Wenger et al.（2002）はオンラインのように人々が離れたところから実

践共同体に参加する形式を分散と呼んでいる。そのため本事例は分散型であると考える

ことができる。 

④ 性質（同質的か異質的か）： Wenger et al.（2002）は、「同じ専門分野や職能の人々だけ

から成る同質的な共同体もあれば、異なる背景を持った人々が集う共同体もある」とし

たうえで、異なる背景を持った人々が集う共同体として、例えば所属は異なるが、同じ

得意先や国を相手にする人々などであると例示している。本授業は教養教育であるため

学部横断型ではあるが、普段同じA大学というコミュニティに所属している学生だけが

集まることから、同質的である、とすることとした。 

⑤ 境界性（境界を超えるか超えないか）：Wenger et al.（2002）は、実践共同体はビジネス

ユニットの内部に完全に収まることもあれば、部門間の境界をまたいで存在するものや、

企業間の境界さえ超えるものも多い、と指摘している。本事例では新参者である学生は、

普段の活動領域と同じA大学内にとどまった状態での実践共同体への参加となるため、

境界を超えない、と考えることとした。 

⑥ 立ち上げ（自発的か意図的か）：Wenger et al.（2002）のいう自発的か意図的かというの

は、経営学における組織の意図によるものか、そうでないものか、という意味合いであ

る。このことについては、公式組織である大学が意図をもって開講した授業であるため、

意図的であると判断するのが妥当である。 
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⑦ 制度化（認識されていないか、制度化されているか）：このことに関しても、本授業は、

正課外に位置づく任意の実践共同体ではなく、大学の学士課程に正式に組み込まれた授

業であるため、制度化されていると考えることができる。 

 

5.2 方法 

 次に、検証➀の方法について説明する。検証➀の目的は先に述べた通り、下記の 2 点を明

らかにすることであった。 

① 実践共同体としてのオンラインキャリア教育授業においても、3 つのキャリア開発の効

果（社会的スキルの向上、役割遂行感の獲得、将来の学びや職業に関する新たな機会の

発見）は見られるだろうか。 

② また 3 つのキャリア開発の効果が見られた場合、その効果が生じるメカニズムは第 4 章

で構築した仮説モデルと同じなのだろうか。 

 上記を明らかにするために、まず、実践共同体参加者である学生に対して、キャリア教育

授業の参加前と参加後にアンケート調査を実施した。 

 

5.2.1 学生に対するアンケート調査 

 ここでは、学生に対して実施したアンケート調査の概要とその結果を説明する。 

 

5.2.1.1 アンケート調査の概要 

 まずアンケート調査は、授業の開講前と開講後の 2 回実施することとした。事前アンケー

ト調査は 2021 年 8 月 23 日（月）～8 月 31 日（火）、事後アンケート調査は 2021 年 9 月 9 日

（木）～9月 12日（日）の間に、いずれもWeb（A大学のmoodle、アンケート機能を使用）

を用いて実施した。本アンケート調査は授業の事前課題、事後課題の提出に合わせて実施し

たが、学生には予め、このアンケート項目の目的は、学生自身の振り返りと本キャリア教育

授業の効果を図るものであり、その内容や得点が成績に影響することはないことを文章で説

明したうえで実施した。 

 アンケートの分析には、事前と事後のアンケート両方に回答してくれた 64 名の学生デー

タを使用した。アンケート回答者の学年内訳は、2 年生が 47 名、3 年生が 17 名である。ま

た学部内訳は、人文社会科学部22名、教育学部1名、理工学部24名、農林海洋科学部8名、

地域協働学部 9 名であった。 

 

5.2.1.2 研究目的①に対する検証方法と結果 

 研究目的①に関しては、事前・事後のアンケート調査で以下の 3 項目に対する自分自身の

現状を 6 段階で評価してもらい、3 項目の事前と事後の平均値に差があるかどうかについて

t 検定を実施して確認した。本アンケート調査での質問項目と仮説モデル構築で導き出され
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たキャリア開発の効果との対比を表 12 に示す。 

 

表 12 検証➀： キャリア開発の効果に関する質問項目（仮説モデルとの対比） 

3 つのキャリア開発の効果 本アンケート調査での質問項目 

社会的スキルの向上 対人関係を円滑に運ぶために役立つスキルを身につけてい

る 

役割遂行感の獲得 集団の中で自分の役割を見つけ、きちんと果たすことがで

きる 

学びや職業に関する新たな

機会の発見 

自分の学びや将来の職業に関して多様な選択肢を持ってい

る 

 

 次に、t検定の結果を表 13 に示す。 

 

表 13 検証➀： 3 つのキャリア開発への効果の比較（事前・事後） 

 

 表 13を見ると、3つのキャリア開発への効果全てにおいて、事前よりも事後の得点が有意

に高くなっており、実質的な日数が 4 日間という短期のキャリア教育授業であり、かつ、オ

ンラインという実施形式であっても、参加者はキャリア開発への大きな効果を実感している

ことが明らかとなった。 

 

5.2.1.3 研究目的②に対する検証方法と結果 

 研究目的②に関しては、事後アンケート調査の中で、仮説モデルで導き出されたテーマ・

構成概念の中で、まず仮説モデルの右半分、つまり情報処理論を援用した処理の流れについ

て、それを当該オンラインキャリア教育授業の中で自分自身が行ったかどうかを 6 段階で回

答してもらった（表 14 の①～⑧）。次にシングル・ループ学習を行ったかどうかを判断する

ために、自己の弱みに対する他者の受容の確認と、自己肯定感の獲得があったかどうかを６

段階で回答してもらった（表 14 の⑨～⑩）。さらにダブル・ループ学習を行ったかどうかを

判断するために、熟達者の言動の参照と模倣を行ったかどうかについても確認した（表 14

の⑪～⑫）。加えて参考に、他の学生の言動の参照や模倣を行ったかどうかについても確認

した（表 14 の⑬）。各質問項目詳細を表 14 に示す。 

 

M SD M SD

①社会的スキルの向上 3.719 1.215 4.422 0.940 -4.60 ***

②役割遂行感の獲得 3.641 0.880 4.859 0.941 -5.88 ***

③学びや職業に対する新たな機会の発見 3.328 1.070 4.484 1.069 -6.21 ***

* p<.05, ** p<.01, *** p<.001

（注） 選択肢は「6．とてもそう思う　5．そう思う　4．ややそう思う　　3．ややそう思わない　2．そう思わない　1．全くそう思わない」

事前 事後
t値
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表 14 検証➀：相互作用の有無を確認するための質問項目（仮説モデルとの対比） 

仮説モデルで導き出さ

れたテーマ・構成概念 
本研究におけるアンケート調査での質問項目 

興味関心の追求 ① この授業の内容に、興味関心をもって取り組みましたか？ 

実践共同体における役

割遂行 

② グループワークで積極的に自分の役割を果たすことができま

したか？ 

頻繁な自己開示の機会 

 

③ グループワークなどで、短所を含めた自分のことを他のメン

バーや講師に見せる機会は頻繁にありましたか？ 

フィードバック① 

自己評価 

④ グループワークでの自分の言動が良かったのかどうか、自分

で振り返ったり反省したりしましたか？ 

フィードバック② 

他者からの言葉による

反応 

⑤ グループワークで自分の言動に対する他の人の発言から、自

分の言動を振り返ったり反省したりしましたか？ 

フィードバック③ 

他者の行動観察 

⑥ グループワークで自分の言動に対する他の人の態度から、自

分の言動を振り返ったり反省したりしましたか？ 

新しい自己の弱み発見 ⑦ 自分自身で自分の言動を振り返ることで、新たな自分の弱み

や課題を発見できましたか？ 

⑧ 他の人からの発言や態度を通じて、新たな自分の弱みや課題

を発見することができましたか？ 

自己の弱みに対する他

者の受容の認識 

⑨ 自分の弱い部分がグループワークで出てしまっても、他の人

がそれを受け入れてくれたと感じますか？ 

自己肯定感の獲得 ⑩ 自分の失敗や欠点を他の人が受け入れてくれたことで、自己

肯定感につながったことはありましたか？ 

熟達者の言動の模倣 ⑪ 自分の新たな弱みや課題を改善する際に、教員・講師の助言

や態度を参考にしようとしましたか？ 

⑫ 自分の新たな弱みや課題を改善するために、教員・講師の助

言や態度を真似したりしましたか？ 

他の学生の言動の参照

や模倣【追加】 

⑬ 自分の新たな弱みや課題を改善するために、グループメンバ

ーの助言や態度を参考にしたり真似したりしましたか？37 

 

なお、表 10で提示したSCATで抽出したキャリア開発に関わるテーマ・構成概念（変数）

のうち、[10. 熟達者の自己開示による社会的規範の提示]、[11. 熟達者自身の人生や課題解決

における選択の提示]、[12. 当該実践共同体の組織理念]、[13. キャリア支援専門家による指

導]については、実践共同体の運営者や熟達者が示すべきものであるため、学生を対象とし

たアンケート調査における変数として含めていない38。ただし、検証①のキャリア教育授業

の実施にあたり、協力教員について本研究の説明を実施し、参加学生の指導にあたり上記

10～13 に関する情報を積極的に提供するよう依頼した。 

 次に、事後アンケートにより質問した①～⑬に対する学生の回答の平均点をグラフ化した

ものを図 13 に示す。 

 
37 ⑬の「他の学生の言動の参照や模倣」は仮説モデルでは抽出されなかった項目であるが、
当該キャリア教育授業がグループでの活動を多く含むことから質問項目に追加した。 
38 このことは、次の検証②においても同じである。 
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図 13 検証①： 実践共同体における学生の相互作用（全体） 

 

まず、図 13 から、当該キャリア教育授業では、学生は興味関心を持って実践共同体に参

加し、自己評価や他者の言動による反応から新たな自身の弱みを発見するに至っていること

が分かる。一方で、「②実践共同体における役割遂行」はやや低く、また、情報処理論を援

用した処理の流れで重要な役割を果たしていた「③頻繁な自己開示の機会」の得点も低いこ

とが分かる。 

また、「⑨自身の弱みに対する他者の受容の認識」と「⑩他者の受容の認識による自己肯

定感の醸成」の得点も他と比べて低いが、一方で、「⑪熟達者の言動の参照」が際立って高

い得点となっている。このことから、検証①のキャリア教育授業における相互作用の結果、

学生はシングル・ループ学習よりもダブル・ループ学習、つまり、新たな前提や価値観を獲

得し、それに従って行動していく学習をしている可能性が考えられた。 

 

次に、64 名のアンケートデータを、3 つのキャリア開発への効果それぞれについて、効果

があったグループ（以下、「効果有りグループ」）と、効果がなかった、もしくは変化がなか

ったグループ（以下、「効果無しグループ」）の 2 つに分類し、上記 13 の質問項目について

どのような差異が見られるかを t 検定にて確認した。ここでいう「効果有りグループ」とは，

キャリア開発への効果を問う 3 項目について 6 段階の回答を 1～6 の数値化で示した得点を

事前と事後で比較し、その差が 1 以上であったデータを指す。「効果無しグループ」は同様

の手続きを行った結果が 0 以下であったデータを指している。その比較結果をグラフにした

ものを図 14～図 16 に示す。 
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図 14 検証➀：「社会的スキルの向上」における 2 グループ間の比較  

 

 

図 15 検証➀：「役割遂行感の獲得」における 2 グループ間の比較  

 

図 16 検証➀：「学びや職業に対する新たな機会の発見」における 2 グループ間の比較 
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キャリア開発への効果①の「社会的スキルの向上」については、「⑨自己の弱みに対する

他者の受容の認識」が効果有りグループで有意に高くなった（t = 2.69，df =60，p < .001）。

また有意差は見られなかったが、「⑥フィードバック③他者の行動観察」と「⑩他者の受容

の認識による自己肯定感の醸成」についても、効果有りグループの方が特に高い結果となっ

ていた。このことから、キャリア開発への効果①「社会的スキルの向上」に関して、まず、

自分自身の言動に対する他者の反応を観察し、他者が肯定的な反応を示したことが自己肯定

感の醸成に繋がると仮定できる。さらに「⑨自己の弱みに対する他者の受容の認識」と「⑨

自己の弱みに対する他者の受容の認識」という、シングル・ループ学習を行ったかどうかを

示す項目で差異がでていることから、シングル・ループ学習によって習得していると仮定す

ることができた。 

キャリア開発への効果②「役割遂行感の獲得」については、2 つのグループの間に有意差

のある項目は見られなかった。しかし「役割遂行感の獲得」に関してはまず全ての項目につ

いて効果有りグループが高い得点となった。中でも「②実践共同体における役割遂行」、「⑥

フィードバック③他者の行動観察」、「⑬他の学生の言動の参照や模倣」の 3 項目については

効果有りグループが特に高い結果となっていた。 

これは、キャリア開発への効果③「学びや職業に対する新たな機会の発見」の傾向と類似

していた。「学びや職業に対する新たな機会の発見」についても、2 つのグループ間で有意

差のある項目は無かった。しかし、「役割遂行感の獲得」と全く同じ 3 項目（「②実践共同体

における役割遂行」、「⑥フィードバック③他者の行動観察」、「⑬他の学生の言動の参照や模

倣」）において、効果有りグループが特に高い結果となっていた。 

以上から、キャリア開発への効果②「集団における役割の遂行感」と③「学びや職業に対

する新たな機会の発見」については、第一に、実践共同体における活動で役割を遂行するこ

とが重要である、という仮説を立てることができる。 

また、キャリア開発への効果②「集団における役割の遂行感」及び③「学びや職業に対す

る新たな機会の発見」いずれも、シングル・ループ学習を行ったことを示す「⑨自己の弱み

に対する他者の受容の認識」及び「⑩他者の受容の認識による自己肯定感の醸成」について

は 2 つのグループ間で大きな差異はなかった。一方で、ダブル・ループ学習を行ったことを

示す⑪～⑬の中で「⑬他の学生の言動の参照や模倣」のみ有意ではないが比較的大きな差異

が見られた。このことから、キャリア開発への効果②「集団における役割の遂行感」と③

「学びや職業に対する新たな機会の発見」は、ダブル・ループ学習、なかでも、他者の行動

を観察し、他の学生の言動を参照・模倣することで高まるのではないか、という仮説も立て

ることができた。 

 

検証①におけるアンケート調査から得られた仮説を表 15 にまとめる。 
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表 15 検証①：アンケート調査から得られた仮説 

キャリア開発への効果 学習プロセス キャリア開発への効果が高まるプ

ロセスの詳細 

①社会的スキルの向上 シングル・ループ学習 実践共同体における自分自身の言

動に対する他者の反応を観察し、

他者が肯定的な反応を示すことで

自己肯定感が醸成され、さらなる

改善活動につながることで高ま

る。 

②役割遂行感の獲得 ダブル・ループ学習 実践共同体における活動で役割を

遂行すること、そしてその過程に

おいて、他者の行動（特に他の学

生）を観察して新たな価値観や前

提を獲得し、その言動を参照・模

倣することによって高まる。 

③学びや職業に対する新た

な機会 

ダブル・ループ学習 実践共同体における活動で役割を

遂行すること、そしてその過程に

おいて、他者の行動（特に他の学

生）を観察して新たな価値観や前

提を獲得し、その言動を参照・模

倣することによって高まる。 

 

5.2.2 学生に対するインタビュー調査 

 次に、アンケート調査で立てた仮説を検証するために、アンケートに回答してくれた学生

の一部に対してインタビュー調査を実施した。ここではインタビュー調査の概要を説明する。 

 

5.2.2.1 インタビュー調査の目的と方法 

 インタビュー調査では、アンケート調査で立てた表 15 の仮説を検証することを目的とし

た。加えて、アンケート調査において、頻繁な自己開示の機会と自己肯定感の獲得が、全体

的に平均よりも際立って低い得点となった原因についても探ることとした。 

インタビュー対象者は、3 つのキャリア開発への効果の項目について、全て効果有りグル

ープだった学生、全て効果無しグループとなった学生、一部だけ効果有りグループとなった

学生、全てが含まれるように選定した。また、インタビュー対象者の学部・学年構成が、ア

ンケート調査回答者の構成に近くなるよう注意した。さらに、授業で実施したグループワー

クにおけるグループが偏らないよう選出した。上記の条件で選出した学生のうち、インタビ

ューへの協力を承諾してくれた 6 名を対象とした。インタビューの対象者は表 16 の通りで

ある。 
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表 16 検証➀：インタビュー調査の対象者 

 

 

 6 名に対するインタビュー調査は 2021 年 10 月 1日（金）～10 月 11日（月）に、Microsoft 

Teams を利用したオンライン形式で実施した。インタビューの協力者には、研究目的、研究

協力者の権利、インタビューの録画・録音、個人情報や録画・録音データの取り扱い、研究

成果の公表について書面と口頭で説明し、了承を得たうえでインタビューを開始した。 

 

インタビューでは以下の質問を中心に、そこから派生した質問を行うという半構造化イン

タビューの形式とした。インタビューの時間は 1 人当たり約 1 時間程度であった。 

⚫ キャリア形成への効果①「社会的スキルの向上」について、事前・事後の得点の変化の

要因をどう考えるか。 

⚫ キャリア形成への効果②「役割遂行感の獲得」について、事前・事後の得点の変化の要

因をどう考えるか。 

⚫ キャリア形成への効果③「学びや職業に対する新たな機会の発見」について、事前・事

後の得点の変化の要因をどう考えるか。 

 

上記に対する学生の回答を筆者にてまとめたものを表 17 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会的
スキル

役割
遂行

新たな
機会

Aさん 2021年10月1日（金） 15：00-15：58 農林海洋科学部 2年生 0 0 0

Bさん 2021年10月4日（月） 16：00-17：04 地域協働学部 3年生 1 0 1

Cさん 2021年10月6日（水） 13：30-14：31 人文社会科学部 2年生 0 0 -1

Dさん 2021年10月6日（水） 15：30-16：40 地域協働学部 2年生 4 3 2

Eさん 2021年10月8日（金） 13：30-14：32 人文社会科学部 3年生 2 3 2

Fさん 2021年10月11日（月） 13：28-14：30 理工学部 2年生 0 -1 -2

キャリア形成への効果
事前事後の得点差

所属学部 学年名前 　　インタビュー日時
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表 17 検証①：仮説に対するインタビューの回答内容 

 

 

 

①「社会的スキルの向上」について ②「役割遂行感の獲得」について
③「学びや職業に対する新たな機会の
発見」について

事前事後での得点差：0 事前事後での得点差：0 事前事後での得点差：0

1日目に休んでしまったので，みんな

についていくので精一杯になってしま

い，自分のスキルや力を評価するとこ

ろまでいかなかった。今思うと，発言

のない人に対して個別に働きかけをす

るなど，もっとできることがあったと

思う。

（普段だったら）1日目と2日目の間に
色々考えてそれを次の日に提案したり
する。それができなかった。一方で，
自分の発言でチームが進んだり，ワー
ドを共有したりすることができた点は
良かったと思う。

まず公務員の情報があんまり自分の中
に入っていなくて，岡山県庁の仕事を
聞いて街づくりもできるんだって。父
からは専門職の農業系しか聞いていな
かったので公務員の中でも幅が広がっ
たし，普通の企業の仕事の幅も広がっ
た。職の幅が広がったと思う。

事前事後での得点差：＋1 事前事後での得点差：0 事前事後での得点差：＋1

グループワークは得意で，自分から
しゃべるタイプだったのだが，グルー
プの講師からの指摘やグループメン
バーの反応から，それだけでは不十分
だということ，実際本当に周りを見て
行動できているのかと考えるようにな
れた。そして実際社会人になった際に
はどのように行動できるのかというと
ころまで考えられたと思う。

自分は書記だったが，司会の方が引っ
張っていくというよりはメモをしっか
り取るタイプの方だったので，後半は
書記と司会が逆になってしまったと思
う。パワーポイントを使った企画書作
成は，いままでパワーポイントを使っ
たことが無い人が多かったので引き受
けてできるところまでやることができ
た。

これまでは何が好きとか何の職に就き
たいとかわかっていなくて，小売業イ
ンターンシップに行ったことで人と接
する仕事がいいなとは思っていた。今
回の授業で金融機関のゲストの話を聞
いてすごく面白いと思って，これまで
あまり考えていなかったが，銀行をみ
てみようか，と。銀行もあるなら他も
あるかなと思えるようになった。

事前事後での得点差：0 事前事後での得点差：0 事前事後での得点差：－1

活動グループが先輩2人と男性2人で普
段話している人たちとは違う人たち
だったので，自分を出していくのが難
しかった。
大学生になって人と関わることが本当
にない中で学年・男女関係なくグルー
プワークをしたのはこの授業が初めて
だったが，何も話さないというのでは
なく自分の意見を言うことはできたと
思う。

グループ活動の中で，自分の発言がう
まく伝わらず，違う方向に行ってしま
い，ずっとそれが引っかかったままに
なってしまった。訂正を伝えたかった
が，グループ全体が盛り上がって進ん
でいる中，伝える勇気が出ない場面が
あった。

（事前と事後で得点が下がったことに
ついて）あまり意識していなかった。
自分と同じ学部の卒業生の話を聞けた
ことは大きかった。必ずしも自分の専
攻と職業が結び付いていなくてもいい
んだと思えた。就活は戦略を考えるの
ではなく，自分が何をしたいのか，ど
んなことを仕事で作り出していきたい
のかを掘り下げていけばいいと思えて
前向きになれたと思う。

事前事後での得点差：＋4 事前事後での得点差：＋3 事前事後での得点差：＋2

この授業の前に別の授業でファシリ
テーションのスキルを学んだので，以
前学んだことをこの授業で活かしてみ
ようと思いやってみるとうまくいっ
た。この授業のおかげで，前の授業で
失敗したことを改善したり，今回の授
業が良い実践の機会になり，成長でき
たと思う。

今回の活動で，これまでやったことの
無いような役割をやってみてそれを身
につけることができた。
具体的には，グループワーク中に他の
学生の様子を観察し，他の学生は意見
をたくさん出していること，それによ
り意見がまとまらないことに気づいた
ので，自分は仲介役をやってみようと
思って取組めた。

授業の後で自己分析をしてみて，今回
のグループの活動でやってみた新しい
役割を自分の強みとして捉えると，こ
ういう力はどんな仕事で活かせるんだ
ろうと考えていくことで，職業選択の
幅が広がったと思う。

事前事後での得点差：＋2 事前事後での得点差：＋3 事前事後での得点差：＋2

はじめて他学部や学年が違う人と本格
的なグループ活動を行うことで，最初
は緊張したが，徐々に和やかな雰囲気
で話せるようになった。このことはこ
れから授業外でも活かしていけると感
じた。
グループ活動のやり方は大学のAO入試
対策や大学時代にグループワークを
やってきた中で培ってきた。

リーダー役は得意ではないが，たくさ
ん意見を出すことと笑顔でいること，
全員の意見を取り入れること,の3点を
重点的にやろうと思って取組んで，
やっていくことができたと思う。

今回の授業で，いろんな学部の人の将
来の夢やなりたい職業，その職業に就
きたいと思った理由を聞くことがで
き，自分にはなかった考え方を学ぶこ
とができた。自分はまだ将来の職業が
定まっていないので参考になることが
多かった。

事前事後での得点差：0 事前事後での得点差：－1 事前事後での得点差：－2

自分では（グループ活動は）得意だと
思っていたが，発言が少ない人に話を
振ることなく終えてしまった。このこ
とについて講師からも指摘があり，
思っていたよりもできていないのでは
ないかと考えるようになった。
オンラインも含めてグループワークを
するのは今回が初めてのような状態
だったためどれが正解かよく分からな
かった。

役割や書記とタイムキーパーを持ち回
りで担当した。最初の自己紹介で，自
分が中心になってやったほうが良いと
思って取組んだが，あまり発言がない
人をうまく他のメンバーとつなげるこ
とができなかった。後半は仲良くなっ
たがそれ故に無駄話が増え，最終的な
課題の完成度を上げることができな
かった。

自分はもっと知っていると思っていた
が，グループメンバーと話をしてメン
バーの人は将来なりたい職業が決まっ
ている状態を見て，自分自身は職業の
ことを全然知らないのではないかと感
じた。まだ将来の仕事は見えていない
が，この授業を通じて進路選択の手順
を理解することができたと思う。

Fさん

Aさん

Bさん

Cさん

Dさん

Eさん
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5.2.2.2 インタビュー調査の分析と結果 

5.2.2.2.1 キャリア開発への効果①「社会的スキルの向上」について 

 キャリア形成への効果①「社会的スキルの向上」 については「実践共同体における自分

自身の言動に対する他者の反応を観察し、他者が肯定的な反応を示すことで自己肯定感が醸

成され、さらなる改善活動につながるというシングル・ループ学習により高まる」という仮

説を立てていた。 

インタビュー調査の結果、キャリア形成への効果①「社会的スキルの向上」が事前・事後

で 上昇した 3 名（B さん、D さん、E さん）は、これまでにもある程度、他者との相互作用

を行うような活動に取り組んできた学生であることが明らかとなった。彼らはこれまでに参

加した実践共同体で学んだことを今回の実践に活かすことで成功体験を得て、それにより社

会的スキルの向上を実感していた。この結果は、アンケート調査で立てた仮説を支持する内

容であると考えることができる。 

 一方で、主たるグループ活動の半分を欠席して十分な活動ができなかった A さんを除く

と、社会的スキルの向上の得点が事前・事後で変化のなか った C さんと F さんは、大学入

学後、学年や性別に関係なく初対面の人と長時間グループ活動を行ったのがほぼはじめてで

あると語ってくれた。 

以上のことから、キャリア開発への効果①「社会的スキルの向上」については、複数の実

践共同体への参加を通じて、他者の反応から自分自身の課題を見つけて次の実践の機会にそ

の解決策を試す。それに対する他者の肯定的な反応から自己肯定感が醸成され、さらなる改

善につなげることで高まることが明らかとなった。 

 

5.2.2.2.2 キャリア開発への効果②「役割遂行感の獲得」について 

 キャリア開発への効果②「役割遂行感の獲得」については「実践共同体における活動で役

割を遂行すること、そしてその過程において、他者の行動（特に他の学生）を観察して新た

な価値観や前提を獲得し、その言動を参照・模倣するというダブル・ループ学習によって高

まる」という仮説を立てていた。 

インタビュー調査の結果、この項目の得点が事前・事後で上がった 2 名の学生（D さん、

E さん）については、この実践共同体における活動の中で、自分自身の明確な役割を見出し、

それをきちんと果たすことができたという点から、「役割遂行感の獲得」を感じていること

が明らかとなった。一方で、この項目が事前・事後で上がらなかった他の 4 名の学生につい

ては、自分がやろうとしていた役割の遂行がうまくできなかったり、活動の途中で最初に決

めた役割が変わってしまったりしたことで、得点を高くつけていないことが明らかとなった。

このことから、キャリア開発への効果②「役割遂行感の獲得」は、実践共同体における実践

のなかで、自分自身の明確な役割を見出し、それをきちんと果たすことができたと感じるこ

とで高まることが明らかとなった。 
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また D さんのコメントからは、実践における自分の役割を見つける過程で、他者の行動

を観察し、新しい役割に挑戦することが、「その過程において、他者の行動を観察して新た

な価値観や前提を獲得し、他の学生の言動を参照・模倣する」という仮説に現れた可能性が

示唆された。しかし一部仮説と異なり、他の学生の言動を参照・模倣する、の部分は、参照

のみであった可能性が示唆された。 

つまり、キャリア開発への効果②「役割遂行感の獲得」については、実践共同体において

役割を遂行する中で、他者の行動を観察して共同体に貢献できる自分の新たな役割を見出し、

その役割をうまく果たせることにより高まると考えることができた。 

 

5.2.2.2.3 キャリア開発への効果③「学びや職業に対する新たな機会の発見」について 

キャリア開発への効果③「学びや職業に対する新たな機会の発見」については、アンケー

ト調査ではキャリア開発への効果②「役割遂行感の獲得」と同じプロセス、つまり、「実践

共同体における活動で役割を遂行すること、そしてその過程において、他者の行動（特に他

の学生）を観察して新たな価値観や前提を獲得し、その言動を参照・模倣するというダブ

ル・ループ学習によって高まる」という仮説を立てていた。 

このことについて、事前事後で得点が大きく上がった 2 名の学生（D さん、E さん）は、

実践共同体における他者との相互作用を通じて、自分自身の将来の選択肢を増やす新たな

「軸」を見つけることで、将来の選択肢の広がりを感じていたことが明らかとなった。例え

ば D さんは、当該実践共同体で果たした自分の役割や強みを新たな「軸」として、それを

職業探しに活用している。一方 E さんは、多様な専門分野を持つ他者との相互作用を通じて、

これまでほとんど聞いたことのなかった職業や考えたことの無かった職業選択の「軸」を知

り、自分の職業選択の参考にできる可能性を感じていた。また同様に事前事後で得点が上が

った Bさんは、実践共同体に参加した熟達者の講話から、これまで考えていなかった他の業

界の仕事内容を持ち、自分が知らなかった業界でより自分の興味関心が沸く業界があるかも

しれないという考えに至っている。 

つまり、キャリア開発への効果③「学びや職業に対する新たな機会の発見」は、実践共同

体における役割を遂行する中で、他者の言動からそれまで自分が持っていなかった新しい職

業選択の軸を獲得し、それを模倣することで自分の選択肢や可能性を広げることにより高ま

る、と考えることができた。 
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5.2.1.3 頻繁な自己開示の機会と自己肯定感の獲得について 

 次に、「頻繁な自己開示の機会」と「他者の受容の認識による自己肯定感の醸成」がなぜ

低い得点となったのか、特に本研究では、その理由がオンラインでの実施に起因するのでは

ないかという仮説を立て、インタビューで検証した。6 名の回答内容を筆者が整理したもの

を表 18 に示す。    

 

まず、「頻繁な自己開示の機会」が平均より高得点であった 3 名（C さん、D さん、E さ

ん）は共通して、自己紹介やグループワークの合間にグル ープメンバーの人となりを知る

ことができるような会話を行い、それにより緊張がほぐれて自己開示しやすくなったと話し

てくれた。このことについては平均より得点が低かった 3 名のうち 2 名（B さん、F さん）

からも、グループワークを行う前にアイスブレイクを実施し、その時にお互いの共通点や趣

味などを知れる機会があるとより自己開示しやすくなるのではないか、という意見を得るこ

とができた。次に自己開示できなかったことがオンライン形式や短期間の実践共同体である

ことによるものかということについては、E さん、F さんのコメントから、オンライン形式

のグループ活動では、活動の合間の時間が無いため、学生同士が互いのことを知り合う時間

を活動中に意図的に組み込むことが必要であることが示唆された。学生は互いのことを知り

合う中で、失敗を許容してくれるメンバーかどうかを観察し、自身の弱みを開示できるかど

うかを判断しているようであった。また少数意見であったが A さんからは、グループメンバ

ーの人数を少なく設定することで（3 名など）、必然的に全員が自己開示せざるを得ない状

況を作れるのでは、という意見を出してくれた。 

 

次に、同じく全体的に低い得点となった「他者の受容の認識による自己肯定感の醸成」に

ついても、6 名の回答内容を筆者が整理したものを、表 18 の右側に示す。「他者の受容の認

識による自己肯定感の醸成」 が平均より高得点であった学生 2 名（E さん、F さ ん）は共通

して、グループワークの際に、メンバー全員がカメラオンで参加しており、かつ、言葉 や

表情、うなずき等で、互いの意見に反応し合うグループであったことが自己肯定感に繋がっ

たことを話してくれた。 

一方で、得点が低くなったことには 2 つの要因 が見られた。まず 1 つ目は、他者の反応

が読み取れなかったケース（A さん、B さん）である。A さん、B さんのコメントから、ま

ずオンライン形式のグループワークにカメラオフで参加しているメンバーがいる場合、表情

からそのメンバーの考えを読み取ることができないので、他者が自分のことを受容してくれ

ているのかどうか判断しにくいこと、 そしてたとえカメラがオンであったとしても、メン

バーと「場」を共有し、「場」を「体感」することが難しいため、相手の気持ちを読み取る

ことが難しいケースがあることが明らかとなった。 
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表 18 検証➀：頻繁な自己開示の機会と自己肯定感の獲得に関する回答内容 
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2 つ目の要因は、他者は自分のことを受け入れてくれたとは思うが、自分自身が自分の弱

みを開示するに至らなかったケース（C さん、D さん）である。C さんは、自分の弱みを出

せるようになる方法として、知り合いのいるグループでの活動のしやすさを例にあげ、先に

述べたメンバー同士の本質をより深く知り合う機会を持つことができれば、自分の弱みや不

安、戸惑いも伝えることができたと話してくれた。一方 D さんは、グループ活動の際に、

「意見出し」という形で、全員で間違っていてもよいので、質よりも量を重視した対話の形

式をとる時間 があると良いのではないかと話してくれた。また 失敗しても素晴らしいアイ

デアでもなくて良いことを熟達者がしっかりと周知することの重要性も指摘した。 

 

5.3 アンケート調査及びインタビュー調査からの考察 

 検証➀では、以下の 2 点について明らかにすることを目的としていた。 

① 実践共同体としてのオンラインキャリア教育授業においても、3 つのキャリア開発の効

果（社会的スキルの向上、役割遂行感の獲得、将来の学びや職業に関する新たな機会の

発見）は見られるだろうか。 

② また 3 つのキャリア開発の効果が見られた場合、その効果が生じるメカニズムは第 4 章

で構築した仮説モデルと同じなのだろうか。 

 ここでは、上記 2 つの研究目的に関して、アンケート調査とインタビュー調査から明らか

になったことをまとめる。 

 

5.3.1 3 つのキャリア開発への効果とそれが高まるプロセス 

 研究目的①、②について、アンケート調査とインタビュー調査というトライアンギュレー

ションにより明らかになったことを表 19 にまとめる。 

 

表 19 検証①：アンケート調査とインタビュー調査から明らかになったこと（まとめ） 

 

  

キャリア開発への効果
参加前後の

得点差
学習プロセス キャリア開発の効果が高まるプロセスの詳細

①社会的スキルの向上 0.703*** シングル・ループ

複数の実践共同体への参加を通じて、他者の反応から
自分自身の課題を見つけて次の実践の機会にその解決
策をす。それに対する他者の肯定的な反応から自己肯
定感が醸成され、さらなる改善につなげることで高ま
る。

②役割遂行感の獲得 1.218*** ダブル・ループ
実践共同体において役割を遂行する中で、他者の行動
を観察して共同体に貢献できる自分の新たな役割を見
出し、その役割をうまく果たせることにより高まる。

③学びや職業に対する新
たな機会の発見

1.156*** ダブル・ループ

実践共同体における役割を遂行する中で、他者の言動
からそれまで自分が持っていなかった新しい職業選択
の軸を獲得し、それを模倣することで自分の選択肢や
可能性を広げることにより高まる。

* p<.05, ** p<.01, *** p<.001
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ここで注目すべきは、同じキャリア開発への効果であっても、「社会的スキルの向上」と

それ以外とで、学習プロセスが異なっている点である。「社会的スキルの向上」は、複数の

実践共同体に比較的長期間継続的に参加していく中で改善と成功経験を積み上げ、漸次的に

高まっていくものであることが示唆された。つまり、仮説モデルの右側、シングル・ループ

学習を継続的に繰り返すことで高まっていくと推測された。一方で、「役割遂行感の獲得」

と「学びや職業に対する新たな機会の発見」については、実践共同体における他者、なかで

も熟達者ではなく、他の新参者との相互交流の中で、それまで考えていなかった自分の新し

い役割や職業選択の軸を知ることで、自分の前提条件や価値観を変革し、新たな行動に踏み

出すことでたかまることが示唆された。つまり、仮説モデルのコントロール・スキーマが活

性化するダブル・ループ学習が起こること高まっていくと示唆された。 

 

5.3.2 ダブル・ループ学習を促す要因 

 ここで、検証①のダブル・ループ学習が生じるプロセスについてより詳しく推論していく。 

 ダブル・ループ学習が生じるプロセスは図 9 仮説モデルの［新しい自己の弱み発見］に関

連する。ここで自己の弱みを他者が受け入れてくれた場合は［自己肯定感の獲得］に繋がり

シングル・ループ学習へと進む。一方で、自己の弱みを他者が受け入れてくれないと感じた

とき、それがトリガーとなってコントロール・スキーマが活性化し、ダブル・ループ学習に

入る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実践共同体への参加が若者のキャリア開発に効果を与えるメカニズムの仮説モデル（図 9

再掲） 
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 キャリア開発の効果②「役割遂行感の獲得」において［新しい自己の弱み発見］にあたる

ものは、グループワークにおいて当初設定した自分の役割がうまく遂行できないことである。

これを打破するためには、他の新参者であるグループメンバーの適性を分析し、グループ内

での自分の役割を再定義する必要がある。こうして再定義された役割は普段自分が行ってい

る役割とは異なるものだが、それに挑戦して乗り越えることで、「役割遂行感の獲得」に繋

がると推論できる。 

 キャリア開発の効果③「学びや職業に対する新たな機会の発見」において［新しい自己の

弱み発見］にあたるものは、自分自身の職業に関する選択肢への理解が不十分であることを

認識することである。これを打破するためには、熟達者や他の新参者であるグループメンバ

ーが持つ職業に関する選択肢を参照・模倣して、職業に関する選択肢や可能性を広げていく

必要がある。新しく知った職業に関する選択肢や可能性の模索を通じて「学びや職業に対す

る新たな機会の発見」に繋がると推論できた。 

 

 表 19 に上記内容を追加したものを表 20 に示す。 

 

表 20 検証①： 実践共同体としてのキャリア教育授業が若者のキャリア開発に与える効果

とそのプロセス 

 

 

 

 

 

 

ループ
の

種類

ダブル・ループ
を促進するトリ

ガー

ダブル・ループの
促進に繋がる行動

①社会的スキルの向上 0.703***
シング

ル
― ―

複数の実践共同体への参加を
通じて、他者の反応から自分
自身の課題を見つけて次の実
践の機会にその解決策をす。
それに対する他者の肯定的な
反応から自己肯定感が醸成さ
れ、さらなる改善につなげる
ことで高まる。

②役割遂行感の獲得 1.218*** ダブル

共同体において
当初設定した自
分の役割がうま
く遂行できない

こと

実践共同体におけ
る自分の役割を再
定義して、その役
割に挑戦して成功

すること

他の新参者の
言動

参照

実践共同体において役割を遂
行する中で、他者の行動を観
察して共同体に貢献できる自
分の新たな役割を見出し、そ
の役割をうまく果たせること
により高まる。

③学びや職業に対す
る新たな機会の発見

1.156*** ダブル

自分自身の職業
に関する選択肢
への理解が不十
分であることを
認識すること

熟達者や他の新参
者であるグループ
メンバーが持つ職
業に関する選択肢
を参照・模倣し

て、職業に関する
選択肢や可能性を
広げていくこと

他の新参者と
熟達者の言動

参照・模倣

実践共同体における役割を遂
行する中で、他者の言動から
そ れ ま で 自 分 が持 って いな
かった新しい職業選択の軸を
獲得し、それを模倣すること
で自分の選択肢や可能性を広
げることにより高まる。

* p<.05, ** p<.01, *** p<.001

―

キャリア開発への
効果

参加前後
の得点差

キャリア開発の効果が高まる
プロセスの詳細

学習プロセス

学習にあたり参照・模倣す
るもの
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第 6 章 仮説モデルの検証②インターンシップ 

6.1 検証②の目的とデータを採取したデータの特徴 

 まず、検証②の概要について、検証②の目的と、採取したデータの概要、採取したデータ

を実践共同体と捉えたときの、3 つの要素と形態について考察する。 

 

6.1.1 検証②の目的 

 検証②の目的は、大学生を対象としたインターンシップを実践共同体と捉えた場合の以下

の 2 点を確認することである。 

③ 実践共同体としてのインターンシップにおいても、3 つのキャリア開発の効果（社会的

スキルの向上、役割遂行感の獲得、将来の学びや職業に関する新たな機会の発見）は見

られるだろうか。 

④ また 3 つのキャリア開発の効果が見られた場合、その効果が生じるメカニズムは第 4 章

で構築した仮説モデルと同じなのだろうか。 

 

6.1.2 採取したデータの概要 

 次に、採取したデータの概要を説明する。 

 仮説モデルの検証②では、四国にある国立A大学において、いわゆる一般的なインターン

シップに行く機会が少ないと思われる医学部および教育学部の学生を除いた 4 年生 951 名を

対象にアンケート調査を実施してデータを採取した。アンケート調査の実施期間は 2022年 1

月 19日（水）から 2022年 1月 31日（金）である。本調査では複数回インターンシップに行

くことによるキャリア開発への効果累増の影響を除くため、大学時代に初めて参加したイン

ターンシップについて回答してもらった。 

 新型コロナウイルス感染症の拡大予防のため、アンケート調査は Microsoft Fromsを使った

オンライン形式で実施した。アンケート調査フォームには、本調査の目的、回答を見て個別

にインタビューの依頼をすることがあること、さらに報告書等で個人を特定できるような記

述をすることはないことなどを記載し、了承したうえで回答してもらうようにした。 

 期限までに回答があったデータから欠損データを除いた 149 件を有効回答として、そのう

ちインターンシップの参加経験有と回答した学生のデータ 85 件を分析の対象とした。分析

対象としたデータの学生が所属する学部の構成は、人文社会科学部 41 件(48.2%)、農林海洋

科学部 22件(25.9%)、理工学部 15 件(17.6%)、地域協働学部 7件(8.2%)であった。学生が回答

の対象としたインターンシップの実施形式は、対面が 45 件(52.9%)、オンラインが 34 件

(40.0%)、その他が 6 件(7.1%)であった。実施期間は、半日～1 日が 55 件(64.7%)、2 日～4 日

が 19 件(22.4%)、1 週間程度が 5 件(5.9%)、3 週間以上が 6 件(7.1%)であった。 
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6.1.3 実践共同体としての領域、コミュニティ、実践 

ここでは、検証の対象としたインターンシップを実践共同体と捉えた場合、実践共同体の

必須要件とされる「領域」、「コミュニティ」、「実践」の 3 つの要素はどのようなものとなる

か、ということについて考察する。 

まず 1 つ目の要素である「領域」については、本研究では、近年、インターンシップの位

置づけや定義が変容してきている状況を鑑み、最近のもので広く普及している定義である

「学生が、その仕事に就く能力が自らに備わっているかどうか（自らがその仕事で通用する

かどうか）を見極めることを目的に、自らの専攻を含む関心分野や将来のキャリアに関連し

た就業体験（企業の実務を体験すること）を行う活動」（採用と大学教育の未来に関する産

学協議会, 2022）を、一般的なインターンシップの領域と定義することとした。しかしイン

ターンシップについては様々な形式のものが実施されているため、「領域」はそれぞれのイ

ンターンシップによって異なる可能性がある点にも注意が必要である。 

2 点目の「コミュニティ」という面に関しては、学生はインターンシップを通じていくつ

かのコミュニティに所属することになると考えられる。まずそのインターンシップが大学の

正課科目に組み込まれたものであるとすれば、その正課科目の授業クラスを 1 つのコミュニ

ティと考えることができる。次に、インターンシップを通じて特定の、もしくはいくつかの

職場コミュニティにも参加することになる。そしてオンライン形式のインターンシップであ

る場合は、職場のコミュニティというよりはむしろ、オンライン上にそのインターンシップ

に関わる社員と学生だけのコミュニティが生まれる可能性もある。 

 3 点目の「実践」とは、共同体のメンバーが共有する一連の枠組みやアイデア、ツール、

情報、様式、専門用語、物語、文書など（Wenger et al., 2002）のことであった。この定義に

当てはめると、インターンシップにおける「実践」は、学生が特定の職業に就く力を見極め

るために実施される、職場における様々な体験や、オンラインを通じて実施される活動、プ

ログラム、実習内容、インターンシップで生徒に与えられる役割、職場のスーパーバイザー

たちの言葉、成果物、インターンシップ報告書などと考えることができる。 

 

6.1.4 実践共同体としての形態 

 次に、インターンシップの実践共同体としての形態を Wenger et al.（2002）に基づいて考

察する。 

⑧ 規模（大きいか小さいか（数名から数千名））：規模は小規模から中規模であると考える。

インターンシップは、参加学生数名に対して職場でのスーパーバイザーが数名という小

規模のものから、参加学生が 100 名を超えるものもある。規模という観点ではインター

ンシップは非常に多様であると考えることができる。 

⑨ 寿命（長命か短命か）：本アンケート調査の結果では、学生が回答の対象としたインタ

ーンシップの実施期間は、半日～1日が 55件(64.7%)、2日～4日が 19件(22.4%)、1週間



97 

 

程度が 5件(5.9%)、3週間以上が 6件(7.1%)であった。そのため、本研究が対象としたイ

ンターンシップは、そのほとんどが短命であるが、一部長命のものもある。 

⑩ 場所（同じ場所にあるか分散しているか）：本アンケート調査の結果では、学生が回答

の対象としたインターンシップの実施形式は、対面が 45件(52.9%)、オンラインが 34件

(40.0%)、その他が 6 件(7.1%)であった。このことから、インターンシップにおける実践

共同体は、同じ場所にある場合もあれば、分散している場合もあり、本事例ではその割

合はおよそ半数ずつである。 

⑪ 性質（同質的か異質的か）：先述した通り、Wenger et al.（2002）は、「同じ専門分野や

職能の人々だけから成る同質的な共同体もあれば、異なる背景を持った人々が集う共同

体もある」としたうえで、異なる背景を持った人々が集う共同体として、例えば所属は

異なるが、同じ得意先や国を相手にする人々などであると例示している。このことから

考えると、特に学生の視点ではインターンシップは、検証①のオンラインキャリア教育

授業と違って、A 大学や普段活動している人々とは異なる学生、そして初めて出会った

社会人という異質な人々との相互作用の場であると考えることができる。 

⑫ 境界性（境界を超えるか超えないか）：こちらも検証①でも述べた通り、Wenger et al.

（2002）は、実践共同体はビジネスユニットの内部に完全に収まることもあれば、部門

間の境界をまたいで存在するものや、企業間の境界さえ超えるものも多い、と指摘して

いる。インターンシップの中で、特に大学における正課科目ではないインターンシップ

は、大学という公式組織の枠を超え学生が参加するものであると考えることができる。 

⑬ 立ち上げ（自発的か意図的か）：Wenger et al.（2002）のいう自発的か意図的かというの

は、経営学における組織の意図によるものか、そうでないものか、という意味合いであ

る。このことについては、多くのインターンシップは、公式組織である大学や企業・自

治体等が意図をもって実施しているものであるため、意図的であると判断するのが妥当

であると考えられる。 

⑭ 制度化（認識されていないか、制度化されているか）：このことに関しても、インター

ンシップの多くは自然発生的なものではなく、大学や組織の活動に正式に組み込まれた

ものであることが多いため、制度化されていると考えることができる。 

 

6.2 方法 

 次に、検証②の方法について説明する。先に述べた通り、検証②の目的は下記の 2 点を明

らかにすることであった。 

① 実践共同体としてのインターンシップにおいても、3 つのキャリア開発の効果（社会的

スキルの向上、役割遂行感の獲得、将来の学びや職業に関する新たな機会の発見）は見

られるだろうか。 

② また 3 つのキャリア開発の効果が見られた場合、その効果が生じるメカニズムは第 4 章
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で構築した仮説モデルと同じなのだろうか。 

 上記を明らかにするために、まず、実践共同体参加者である学生に対して、インターンシ

ップの参加前と参加後の自身のキャリア開発の状況を回答してもらった。 

 

6.2.1 学生に対するアンケート調査 

 ここでは、検証②において実施したアンケート調査の結果について説明する。 

 

6.2.1.1 研究目的①に対する検証方法とその結果  

 まず研究目的①に関しては、初めて参加したインターンシップについて、そのインターン

シップへの参加前と参加後における以下 3 つのキャリア開発の状況を 6 段階で評価してもら

い、3 項目の参加前と参加後の平均値に差があるかどうかについて t 検定を実施して確認し

た。本アンケート調査での質問項目と仮説モデル構築で導き出されたキャリア開発の効果と

の対比を表 21 に示す。 

 

表 21 検証②： キャリア開発の効果に関する質問項目（仮説モデルとの対比） 

仮説モデルで導き出された 

3 つのキャリア開発の効果 

本研究におけるアンケート調査での 

質問項目 

社会的スキルの向上 対人関係を円滑に運ぶために役立つスキルを身につけてい

る 

役割遂行感の獲得 集団の中で自分の役割を見つけ、きちんと果たすことがで

きる 

学びや職業に関する新たな

機会の発見 

自分の学びや将来の職業に関して多様な選択肢を持ってい

る 

 

 次に、t検定の結果を表 22 に示す。 

 

表 22 検証② 3 つのキャリア開発への効果の比較（参加前・参加後） 

 

 

表 22を見ると、3つのキャリア開発への効果全てにおいて、参加前よりも参加後の得点が

有意に高くなっており、インターンシップへの参加によって、学生は大きなキャリア開発へ

M SD M SD

①社会的スキルの向上 4.024 0.945 4.388 0.827 -4.21 ***

②役割遂行感の獲得 4.224 0.886 4.459 0.834 -2.89 ***

③学びや職業に対する新たな機会の発見 3.871 1.049 4.400 0.996 -5.04 ***

* p<.05, ** p<.01, *** p<.001

選択肢は「6．とてもそう思う　5．そう思う　4．ややそう思う　　3．ややそう思わない　2．そう思わない　1．全くそう思わない」

事前 事後
t値



99 

 

の効果を実感できていることが明らかとなった。 

しかし、検証①のオンラインキャリア教育授業と比較すると、参加前と参加後の得点差は

小さくなっていた。検証①と検証②における 3 つのキャリア開発に関する得点比較（参加

前・参加後）を表 23 に示す。 

 

表 23 検証①と検証②における 3 つのキャリア開発への効果の比較（参加前・参加後） 

 

 

 表 23 を見ると、検証②のインターンシップでは、参加前の得点が検証①のオンラインキ

ャリア教育授業よりも高いことが分かる。これは、検証①のキャリア教育授業の参加者は 2

年生が多い（64名中 47名、74.3%が 2年生）のに対して、検証②のインターンシップは全員

が 3 年生で参加したものを回答したことが影響していると考えられる。大学 2 年生から 3 年

生の間は通常、学業面では専門科目や演習が多くなる時期であり、かつ、クラブやサークル

活動・アルバイト等の課外活動においてもその中心的存在を担っていく時期である。こうし

た活動を通じて、当該実践共同体（インターンシップ）に参加する前のキャリア開発の度合

いが高まった可能性があると考えられた。また他に考えられる要因としては、アンケート調

査の実施時期である。検証①のオンラインキャリア教育授業では、授業が終わって 1 か月以

内にアンケート調査を実施したため、学生の中にキャリア開発の効果がまだ色濃く残ってい

た可能性がる。一方で、検証②のインターンシップについては、回答者のほとんどがインタ

ーンシップに参加して 1 年以上経過した時期にアンケート調査を実施したため、インターン

シップがもたらしたキャリア開発の効果についての印象が薄れてしまっていた可能性もある。 

 一方、事後の平均得点を見ると、②「役割遂行感の獲得」のみ、検証①のオンラインキャ

リア教育授業が検証②のインターンシップを大きく上回っていることが分かる。これは、検

証①オンラインキャリア教育授業ではすべての学生が 2 日間以上にわたるグループワークに

参加し、自分なりにグループの中で役割を模索、遂行したことに対し、インターンシップで

は実施期間が数時間や半日程度のものも多く、参加した共同体の中で役割を果たす機会が無

かった学生がいることが原因の 1 つであると考えらる。 

 

 

事前 事後 得点差 事前 事後 得点差

①社会的スキルの向上 3.719 4.422 0.703 4.024 4.388 0.364

②役割遂行感の獲得 3.641 4.859 1.219 4.224 4.459 0.235

③学びや職業に対する新たな機会の発見 3.328 4.484 1.156 3.871 4.400 0.529

* p<.05, ** p<.01, *** p<.001

選択肢は「6．とてもそう思う　5．そう思う　4．ややそう思う　　3．ややそう思わない　2．そう思わない　1．全くそう思わない」

検証①キャリア教育授業 検証②インターンシップ
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6.2.1.2 研究目的②に対する検証方法とその結果 

次に、研究目的②に関しても、検証➀と同様に以下の手順で検証した。 

アンケート調査の中で、仮説モデルで導き出されたテーマ・構成概念の中で、まず仮説モ

デルの右半分、つまり情報処理論を援用した処理の流れについて、それを当該オンラインキ

ャリア教育授業の中で自分自身が行ったかどうかを 6 段階で回答してもらった（表 24 の①

～⑧）。次にシングル・ループ学習を行ったかどうかを判断するために、自己の弱みに対す

る他者の受容の確認と、自己肯定感の獲得があったかどうかを６段階で回答してもらった

（表 24 の⑨～⑩）。さらにダブル・ループ学習を行ったかどうかを判断するために、熟達者

の言動の参照と模倣を行ったかどうかについても確認した（表 24 の⑪～⑫）。加えて参考に、

他の学生の言動の参照や模倣を行ったかどうかについても確認した（表 24 の⑬）。各質問項

目詳細を表 24 に示す。 

 

表 24 検証②：相互作用の有無を確認するための質問項目（仮説モデルとの対比） 

仮説モデルで導き出さ

れたテーマ・構成概念 
本研究におけるアンケート調査での質問項目 

興味関心の追求 ① そのインターンシップの内容に、興味関心を持って取り組み

ましたか？ 

実践共同体における役

割遂行 

② 積極的に自分の役割（仕事）を果たすことができましたか？ 

頻繁な自己開示の機会 

 

③ 短所を含めた自分のことを他のメンバーや社員の人に見せる

機会は頻繁にありましたか？ 

フィードバック① 

自己評価 

④ インターンシップ中の自分の言動が良かったのかどうか、自

分で振り返ったり反省したりしましたか？ 

フィードバック② 

他者からの言葉による

反応 

⑤ インターンシップ中の自分の言動に対する他の人の発言か

ら、自分の言動を振り返ったり反省したりしましたか？ 

フィードバック③ 

他者の行動観察 

⑥ インターンシップ中の自分の言動に対する他の人の態度か

ら、自分の言動を振り返ったり反省したりしましたか？ 

新しい自己の弱み発見 ⑦ 自分自身で自分の言動を振り返ることで、新たな自分の弱み

や課題を発見できましたか？ 

⑧ 他の人からの発言や態度を通じて、新たな自分の弱みや課題

を発見することができましたか？ 

自己の弱みに対する他

者の受容の認識 

⑨ インターンシップ中に自分の弱い部分が出てしまっても、他

の人がそれを受け入れてくれたと感じますか？ 

自己肯定感の獲得 ⑩ 自分の失敗や欠点を他の人が受け入れてくれたことで、自己

肯定感につながったことはありましたか？ 

熟達者の言動の模倣 ⑪ 自分の新たな弱みや課題を改善する際に、社員の方の助言や

態度を参考にしようとしましたか？ 

⑫ 自分の新たな弱みや課題を改善するために、社員の方の助言

や態度を真似したりしましたか？ 

他の学生の言動の参照

や模倣【追加】 

⑬ 自分の新たな弱みや課題を改善するために、他の学生からの

助言や態度を参考にしたり真似したりしましたか？ 
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 次に、①～⑬に対する学生の回答の平均点をグラフ化したものを図 17 に示す。 

図 17 から、インターンシップにおける学生の相互作用は、検証①のオンラインキャリア

教育授業と比較すると全体的な得点の平均が、オンラインキャリア教育授業 4.88 に対して

4.41 とやや低くなっているものの、おおむね似た傾向があることが明らかとなった。 

まずインターンシップにおいても、学生は興味関心を持って実践共同体に参加し、自己評

価や他者の言動による反応から新たな自身の弱みを発見するに至っていることが分かる。一

方で、「②実践共同体における役割遂行」はやや低く、また、情報処理論を援用した処理の

流れで重要な役割を果たしていた「③頻繁な自己開示の機会」の得点は際立って低い。 

 

 

図 17 検証②： 実践共同体における学生の相互作用（全体） 

 

さらに、「⑨自身の弱みに対する他者の受容の認識」と「⑩他者の受容の認識による自己

肯定感の醸成」の得点が他と比べて低く、「⑪熟達者の言動の参照」が他よりも高い得点と

なっていることから、検証①と同様、インターンシップにおける相互作用においても、学生

はシングル・ループ学習よりもダブル・ループ学習、つまり、新たな前提や価値観を獲得し、

それに従って行動していく学習をしている可能性が考えられた。 

 

次に、検証①と同様、85 名のアンケートデータを、3 つのキャリア開発への効果それぞれ

について、効果があったグループ（以下、「効果有りグループ」）と、効果がなかった、もし

くは変化がなかったグループ（以下、「効果無しグループ」）の 2 つに分類し、上記 12 の 

質問項目についてどのような差異が見られるかを t 検定にて確認した39。その比較結果をグ

ラフにしたものを図 18～図 20 に示す。 

 
39「効果有りグループ」「効果無しグループ」の分類は、検証①と同様の手続きで行った。 
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図 18 検証②：「社会的スキルの向上」における 2 グループ間の比較  

 

 

図 19 検証②：「役割遂行感の獲得」における 2 グループ間の比較  

 

  

図 20 検証②：「学びや職業に対する新たな機会の発見」における 2 グループ間の比較 
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キャリア開発への効果①「社会的スキルの向上」については、効果有りグループと効果無

しグループとで学生の行動に有意差は見られなかった。しかし、「①興味関心の追求」、「⑨

他者の言動による新たな自身の弱み発見」、「⑪熟達者の言動の参照」については効果有りグ

ループがやや高い結果となっていた。また、シングル・ループ学習を行ったことを示す「⑨

自己の弱みに対する他者の受容の認識」及び「⑩他者の受容の認識による自己肯定感の醸成」

については 2 つのグループ間で大きな差異はなく、ダブル・ループ学習を行ったことを示す

⑪～⑬の中では「⑪熟達者の言動の参照」のみ差が見られた。 

このことから、キャリア開発への効果①「社会的スキルの向上」は、インターンシップに

おける実践共同体に興味関心をもって参加する中で、他者の言動によって自分の弱みを発見

し、それを、ダブル・ループ学習、なかでも、熟達者の言動を参照することで改善して向上

していくという仮説を立てることができた。 

 

キャリア開発への効果②「役割遂行感の獲得」については、3 つのキャリア形成への効果

の中で最も多く 11 項目中 7 項目で有意差が見られた。もっとも大きな差異が見られたのは

「④フィードバック①自己評価」と「⑧他者の言動による新たな自身の弱み発見」である。

このことから学生は、実践共同体における活動において、自分に対する評価軸を持ち、かつ、

他者の言動から自分の弱みを認識していることが分かる。また、シングル・ループ学習を行

ったかどうかを判断する「⑨自己の弱みに対する他者の受容の認識」、「⑩他者の受容の認識

による自己肯定感の醸成」については効果有りグループと効果無しグループで有意差が見ら

れなかった。一方で、ダブル・ループ学習を行ったことを示す⑪～⑬の中では「⑫熟達者の

言動の模倣」のみ有意差が見られた。 

このことから、キャリア開発への効果②「役割遂行感の獲得」については、実践共同体に

おける活動について、自分に対する評価軸を持ち、他者の言動から自分の弱みを認識した時

に、それをダブル・ループ学習、なかでも、熟達者の言動を模倣することでそれを改善する

ことにより高まっていくという仮説を立てることができた。 

 

キャリア開発への効果③「学びや職業に対する新たな機会の発見」については、２つのグ

ループ間で「①興味関心の追求」、「③頻繁な自己開示の機会」、「⑧他者の言動による新しい

自己の弱み発見」の 3 項目で有意差が見られた。また、シングル・ループ学習とダブル・ル

ープ学習を行ったかどうかを判断する項目の中では唯一、「⑬他の学生の言動の参照や模倣」

のみが 2 グループ間でやや差異が見られた。 

そこでキャリア開発への効果③「学びや職業に対する新たな機会の発見」については、実

践共同体における活動に興味関心を持って取り組む中で、自分自身の能力や特性を他者に開

示して言動によるフィードバックから自分自身の職業に関する選択肢への理解が不十分を感

じ、ダブル・ループ学習、なかでも他の学生の言動を参照・模倣することにより高まる、と
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いう仮説を生成した。 

 

検証②におけるアンケート調査から得られた仮説を表 25 にまとめる。 

 

表 25 検証②：アンケート調査から得られた仮説 

キャリア開発への効果 学習プロセス キャリア開発への効果が高まるプ

ロセスの詳細 

①社会的スキルの向上 ダブル・ループ学習 実践共同体に興味関心をもって参

加する中で、他者の言動によって

自分の弱みを発見し、それを、熟

達者の言動を参照することで改善

して向上していく。 

②役割遂行感の獲得 ダブル・ループ学習 実践共同体における活動につい

て、自分に対する評価軸を持ち、

他者の言動から自分の弱みを認識

した時に、熟達者の言動を模倣す

ることでそれを改善することによ

り高まっていく。 

③学びや職業に対する新た

な機会 

ダブル・ループ学習 実践共同体における活動に興味関

心を持って取り組む中で、自分自

身の能力や特性を他者に開示して

言動によるフィードバックから自

分自身の職業に関する選択肢への

理解が不十分を感じ、他の学生の

言動を参照・模倣することにより

高まる。 

 

6.2.2 学生に対するインタビュー調査 

 次に、アンケート調査で立てた仮説を検証するために、アンケートに回答してくれた学生

の一部に対してインタビュー調査を実施した。ここではインタビュー調査の概要を説明する。 

 

6.2.2.1 インタビュー調査の目的と方法 

インタビュー調査では、アンケート調査で立てた表 25 の仮説を検証することを目的とし

た。 

インタビュー対象者は、アンケート回答者の中でインターンシップ参加経験のある 85 名

から、アンケート回答者の学部構成を考慮しつつランダムに 30 名を選択して協力依頼を行

った。そのうち協力を了承してくれた 16 名に対して、Microsoft Teams を利用したオンライ

ン形式で実施した。実施期間は 2022 年 3 月 8 日から 2022 年 3 月 16 日である。 

 

インタビュー協力者の所属学部と参加したインターンシップの概要を、インタビュー実施

順に表 26 に示す。 
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表 26 検証②：インタビュー調査の対象者 

 

 

インタビューの協力者には、研究目的、研究協力者の権利、インタビューの録画・録音、

個人情報や録画・録音データの取り扱い、研究成果の公表について書面と口頭で説明し、了

承を得たうえでインタビューを開始した。 

 インタビューでは以下の質問を中心に、そこから派生した質問を行うという半構造化イン

タビューの形式とした。インタビューの時間は 1 人当たり約 1 時間程度であった。 

⚫ キャリア形成への効果①「社会的スキルの向上」について、参加前・参加後の得点の変

化の要因をどう考えるか。 

⚫ キャリア形成への効果②「役割遂行感の獲得」について、参加前・参加後の得点の変化

の要因をどう考えるか。 

⚫ キャリア形成への効果③「学びや職業に対する新たな機会の発見」について、参加前・

参加後の得点の変化の要因をどう考えるか。 

 

 上記に対する学生の回答を筆者にてまとめたものを表 27 に示す。 
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表 27 検証②：仮説に対するインタビューの回答内容 

 

 

 

 

 

日数 形式
得点
差

事前事後の得点変化の理由
得点
差

事前事後の得点変化の理由
得点
差

事前事後の得点変化の理由

Aさん 3日間 対面 0
これまで大学における実習の中で見えて
いた自分の強みと弱みを再確認するにと
どまった。

0
グループワークはあったが、自己分析を
行う内容であったので、自分の役割を果
たすという機会はなかった。

0
自分がその業界で働くイメージが持てな
いまま終わり、その業界で働きたいとい
う気持ちにまでは至らなかった。

Bさん 1日 対面 0
実際に仕事をしてみる経験がなかったの
で、社会で働くうえで必要なスキルが身
に着いた実感はなかった。

0

初めて参加したISだったので、グループ
のなかで発言はできたが、最後の発表に
自分から手を挙げるなどはできなかっ
た。

1
自分の専攻と全く異なる業界のISに参加
し、それまでに知らなかった職種を知
り、自身の能力との見極めができた。

Cさん 半日 対面 0

自分から話しかけることはできたが、早
くから就活を始めていた他学生に圧倒さ
れた面もあり、力が身に着くとまではい
かなかった。

-2
学生のグループワークに対して社員の方
が評価してくれる機会があったが、その
時の評価が低かった。

-1
ISに参加しても、社風面で自分には合わ
ないと感じることも多く、本選考受験を
見送ることもあったため。

Dさん 3か月 対面 3

学部の実習で学んだことの延長線上の力
が身に着いた。また休憩時間のコミュニ
ケーションを通じてその人と話す次の機
会のことを考えるようになり、長期間に
渡る職場での関係構築力が身に着いた。

2

若手が自分だけという環境で、他の人と
比較して自分が得意なことを見つけ、そ
れをやることを心がけた。本当の意味で
の役割分担ができた。それをインターン
シップ先の方も評価してくれた。

2

山間地域においては「消費、購入するこ
とでお互いを生かしていく」という視点
があること、また生涯にわたり1つだけ
の仕事でなくても良いという、働くこと
に対する新しい視点を身につけた。

Eさん 7か月 対面 1

お昼休憩の時に職場の人と話す中で、仕
事に関する助言を得たり、自分のプライ
ベートなことを開示することで、より人
間関係を深め、円滑にできるようになっ
た。

0

新しい仕事を与えていただいているが、
それを自分がしっかりとできているか不
安な部分もあり、しっかりと役割を果た
せているのか不安に思うことがある。

0

高校生の時から志望し、内定先でもある
ので、思っていたイメージに近く新たな
気づきは少ない。外部の人との接触など
仕事の範囲が広がると新たな気づきもあ
ると思う。

Fさん 半日 オン -1
他の学生の高い意欲や積極的な態度を見
て、自分のスキルが足りないと感じた。

0

グループワークの時間が15分程度と短
かったこともあり、しっかりと役割を果
たすというよりは普段通りの行動となっ
たと思う。

-1
営業職にも興味を持ちISに参加したが、
自分の特性と実際に営業をしている方の
特性が違うように思えた。

Gさん 半日 対面 0

半日だったこともありあまり変わらな
かった。これまで社会人の方とも接して
きてコミュニケーション力にはある程度
自身もあった。

0

半日間だったので役割を果たす機会は少
なかった。明るく、楽しく、元気よく参
加しようと思っておりそれは達成できた
と思う。

3

職場に関しては事前にOB訪問をしていた
ので、OB訪問で聞いたことを確認でき
た。また、普段読んでいる新聞の新しい
読み方、見方を学ぶことができた。

Hさん 半日 オン -1

自分が抱いていた自分のスキルが、イ
メージよりも低いと感じた。始めてのIS
参加でかつオンラインであったので、私
生活との境目が曖昧になり準備不足に
なってしまった。

-1

人の意見を聞くということは問題なくで
きたが、他者の意見を引き出すというこ
とができなかった。オンラインでグルー
プワークの時間も短く一人ひとりの発言
の機会も少なかった。

-1

参加したISの業界におけるクライアント
との距離感が、自分が思っていたものと
違っており、他の業界も見てみようとい
うきっかけとなった。

Iさん 4日 対面 1

IS参加まで、目上の方と接する機会が少
なかった。ISを通じて初めて社会人とコ
ミュニケーションを取ったり、振り返り
の時間に発表することで、他者に分かり
やすく伝える力が鍛えられたと思う。

-1

他の人は自分から率先して職員の方のサ
ポートができていたが、自分自身はあま
りそのようなことができなかったと感じ
た。次のISでは少し改善できたと思う。

1

ISの実習先の方がとても丁寧に対応して
くださり、自分の地元ではなく大学の所
在地で就職することを視野に入れて考え
るきっかけとなった。

Jさん 4日 対面 0
ISに参加した動機が曖昧であったことも
あり、自分のスキルがこの仕事や職場で
活かせるという評価を得られなかった。

0

一緒に参加した学生が自分よりも実習先
の業務に関連する知識を多く持ってお
り、グループで良いものを作りたい思い
はあったが、うまく意見をまとめること
ができなかった。

1

ISのグループワークを通じて、情報を処
理したり組み合わせたりするという新た
な自分の強みを発見し、それを進路選択
に活かしていけると感じた。

Kさん 3日間 対面 0
広く人と関わったり、市民の方と関わる
機会がなかったので、スキルが向上した
という感覚はなかった。

-1
ISにおいて仕事を任されることがなかっ
たので、役割を果たす機会がなかった。

2

初めて就職やキャリアのことを真剣に考
えた。この仕事につくためには様々な
キャリアパスがあり、多様な選択肢があ
ることを知った。

Lさん 2日間 オン 0
フィードバックが全てポジティブな内容
であったため、力を磨く、弱点を改善す
るところまでは至らなかった。

1

グループワークの中で実習先の方から与
えられた役割（それぞれに役割が付与さ
れた）をしっかりと果すことができたと
思う。

0
志望度の強い業界であったため、予め業
界や仕事のことをしっかりとリサーチし
ていたので、特に変化はなかった。

Mさん 半日 オン 1

IS参加まで社会人の人とはアルバイト等
で決まった会話しかしていなかったが、
実習先の方の、お互いに意見を汲み取り
合うコミュニケーションの仕方をみて勉
強になり、次のIS等で取り入れた。

0

半日のISだったので自分が何かの役割を
果たす機会はなかったが、その業界にお
ける様々な職種や役割については学ぶこ
とができた。

4

特定の業界にのみ興味を持っていたが、
同じ業界の中でも様々な職種があること
を知った。またそれを知ることで自分の
進路選択の大きな方向性を定めることが
できた。

Nさん 3日間 対面 1

アルバイトや大学では自分の意見をあま
り言う機会はなかったのだが、実習先の
方は学生の意見を汲み取ったり、社員同
士も円滑なコミュニケーションで勉強に
なった。

0

普段はリーダーシップを取ることが多い
が、ISでは、職場の方が受け入れてくだ
さっていることもあり、自分が主体に
なって動く場面はなかった。

0

これまで目指してきた職場だったので新
たな発見は特になかったが、自分の希望
している進路に向けてしっかりと準備し
て行こうと思うきっかけにはなった。

Oさん 3日間 オン 0

他の参加学生が積極的であったこともあ
り、スキルが伸びた認識はなかった。聞
く力は伸びたように思い、それを別の機
会で活かすことはできたと思う。

1

自分らしくない役割はしないでおこうと
思って参加した。議論の軌道修正など普
段から行っている役割を実践し、そのこ
とを実習先の方にも評価していただき、
表立って動かなくても自分が果たせる役
割があることを認識できた。

3

自分が知っている職業が少なく、知って
いる職業にしか就けないと思っていた
が、他の職業にも就けることを知った。
また実習先以外の業界でも就ける仕事が
あるのではないかと視野を広げるきっか
けとなった。

Pさん 2日間 対面 0
他の人と相互に話す機会は懇親会しかな
かったので、スキルが身についたという
認識は持たなかった。

0
実習内容が1人でやる作業が多く、グ
ループワークなどもなかったので、役割
を果たす機会がなかった。

1

元々興味のあった業界であったが、ISに
参加してより興味を持った。ISで学んだ
技術を研究装置の開発に導入できた。ま
たISを経験したことで、実用を意識して
研究できるようになった。

実習につい
て

①社会的スキルの向上 ②役割遂行感の獲得 ③学びや職業に対する新たな機会の発見
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6.2.2.2 インタビューの分析と結果 

6.2.2.2.1 キャリア開発への効果①「社会的スキルの向上」について 

キャリア開発への効果①「社会的スキルの向上」は、インターンシップにおける実践共同

体に興味関心をもって参加する中で、他者の言動によって自分の弱みを発見し、それを、ダ

ブル・ループ学習、なかでも、熟達者の言動を参照することで改善して向上していくという

仮説を立てていた。 

インタビューに協力してくれた 16 名の中でインターンシップ参加後に「社会的スキルの

向上」の得点が上がっていた 5 名の学生のインタビューの回答内容を分析すると、以下の 2

つのケースがあることが明らかとなった。1 つ目は、数カ月に渡る長期間のインターンシッ

プに参加したケース（D さん、E さん）である。彼らは共通して、インターンシップにおけ

る職場での休憩時間に熟達者達がプライベートなことも含めた自己開示を行いながら長期的

な関係を継続させていく姿を観察し、それを取り入れることで自分自身も長期的な人間関係

構築力を身に着けていた。2 つ目は、当該インターンシップに参加するまで社会人とのイン

タラクティブな会話経験をほとんど持ったことが無かったケース（I さん、M さん、N さん）

である。彼らは共通して、実践共同体における熟達者同士の円滑なコミュニケーションの様

子や学生である自分の意見を汲み取ろうとする熟達者の態度姿勢を観察し、自身のコミュニ

ケーションの模範としたいと感じていた。これらはいずれのケースもアンケート調査で立て

た仮説を支持するものであった。 

つまり、キャリア開発への効果①「社会的スキルの向上」については、実践共同体に興味

関心をもって参加する中で、新しいタイプの実践共同体で通用する社会的スキル習得の必要

性を実感した時に、それに対する熟達者の実践を観察しそれを取り入れようとすることによ

り高まると考えることができた。 

 

6.2.2.2.2 キャリア開発への効果②「役割遂行感の獲得」について 

 次に、キャリア開発への効果②「役割遂行感の獲得」については、実践共同体における活

動について、自分に対する評価軸を持ち、他者の言動から自分の弱みを認識した時に、熟達

者の言動を模倣することでそれを改善することにより高まっていくという仮説を立てていた。 

インタビューに協力してくれた 16 名の中でインターンシップ参加後に「役割遂行感の獲

得」の得点が上がっていたのは 3 名だけであったが、この 3 名には次のような共通点が見ら

れた。それは、インターンシップのプログラムの中で実習先の熟達者から明確な役割を与え

られる、もしくは自分自身で役割に関する目標を設定し、それを実行した結果、熟達者から

評価を得られた経験をしていたという点である。まず、実践共同体における自分の役割が明

確であったからこそ、自分に対する評価軸を持つことが可能となる。そして彼らはさらに、

自分が果たすべき役割に対して主に熟達者からのフィードバックを得て改善し、それを果た

すことができたことで役割遂行感を獲得していた。 
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このことから、キャリア開発への効果②「役割遂行感の獲得」については、実践共同体に

おける自分の役割を明確化して自分に対する評価軸をもち、かつ、熟達者からもフィードバ

ックを得て改善しそれを果たすことにより高まると考えることができた。 

 

6.2.2.2.3 キャリア開発への効果③「学びや職業に対する新たな機会の発見」について 

最後に、キャリア開発への効果③「学びや職業に対する新たな機会の発見」については、

実践共同体における活動に興味関心を持って取り組む中で、自分自身の能力や特性を他者に

開示して言動によるフィードバックから自分自身の職業に関する選択肢への理解が不十分を

感じ、他の学生の言動を参照・模倣することにより高まるという仮説を生成していた。 

この「学びや職業に対する新たな機会の発見」については、インタビューに協力してくれ

た学生 16名のうち 9名と、3つのキャリア開発の効果の中で、参加前と参加後で得点が高く

なった人数が最も多かった項目である。 

この 9 名のうち、K さんを除いた 8 名は全員が「③頻繁な自己開示の機会」があったとア

ンケート調査で答えていることから、多様な実施形態のインターンシップの中で彼らは積極

的に他者に自己開示を行っていったと推測できる。その自己開示の結果、下記のようなこと

をインターンシップ中に新しく学んだと答えてくれた。 

⚫ 職種、勤務地、キャリアパスについての新たな選択肢を知った（B さん、I さん、K さ

ん、M さん、O さん） 

⚫ 学びや研究、日常生活への示唆を得た（G さん、P さん） 

⚫ 働くことに対する新しい視点を知った（D さん） 

⚫ 職業に活かせそうな自分の新しい強みを知った（J さん） 

彼らに共通していたことは、上記の学んだことを軸に、そこから職業に関する新しい選択

肢を獲得することができたと感じていた点である。 

一方で、③の効果が変化しなかった、もしくは下降した学生のインタビューを分析すると、

そこには 2 つのケースが見られた。1 つ目は、その業界や組織、職業で働くことへのイメー

ジが持てなかった、もしくはその職業や組織と自分の特性・価値観がマッチしていないと感

じたケース（Aさん、Cさん、Fさん、Hさん）である。2つ目は、当該インターンシップの

実習先が当初から志望度の高い業界や組織、職業であったため、インターンシップ参加前に

十分な情報収集を行っていたケース（E さん、L さん、N さん）である。このうち前者の場

合は、他の業界・職種のインターンシップに参加することで、自分の新しい選択肢や自身の

適性を発見できる可能性があると考えられる。 

以上より、キャリア開発への効果③「学びや職業に対する新たな機会の発見」については、

実践共同体における活動に興味関心を持って取り組む中で積極的に自己開示を行うことで、

それぞれの興味関心に沿った職業に関する新たな知識を得て、そこから新しい職業に関する

選択肢を獲得することで高まると考えることができた。 
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6.3 アンケート調査及びインタビュー調査からの考察 

 検証②では、以下の 2 点について明らかにすることを目的としていた。 

① 実践共同体としてのインターンシップにおいても、3 つのキャリア開発の効果（社会的

スキルの向上、役割遂行感の獲得、将来の学びや職業に関する新たな機会の発見）は見

られるだろうか。 

② また 3 つのキャリア開発の効果が見られた場合、その効果が生じるメカニズムは第 4 章

で構築した仮説モデルと同じなのだろうか。 

 ここでは、上記 2 つの研究目的に関して、アンケート調査とインタビュー調査から明らか

になったことをまとめる。 

 

6.3.1 3 つのキャリア開発への効果とそれが高まるプロセス 

 研究目的①、②について、アンケート調査とインタビューというトライアンギュレーショ

ンにより明らかになったことを表 28 にまとめる。 

 

表 28 検証②：アンケート調査とインタビュー調査から明らかになったこと（まとめ） 

 

 ここで注目すべきは、検証①のオンラインキャリア教育授業ではシングル・ループ学習で

あったキャリア開発への効果①「社会的スキルの向上」が、検証②インターンシップではダ

ブル・ループ学習となっている点である。検証①と検証②におけるインタビューで明らかに

なったことは、検証①のキャリア教育授業は学生のキャリア開発を目的としつつも、それは

あくまでも大学内の授業であり、学生にとっては普段参加している実践共同体と大きく異な

るものではなかった可能性が高い。一方でインターンシップは、学生が、普段生活している

大学という大きな枠組みを超えて、初めて職場という実践共同体に参加する機会であるため、

それまでとは全く異なるタイプの実践共同体で人々と相互交流していくために新たな社会的

スキルが必要となる。この点で、それまでの前提や価値観を変えるダブル・ループ学習へと

変化したと推測できた。 

キャリア開発への効果
参加前後の

得点差
学習プロセス キャリア開発の効果が高まるプロセスの詳細

①社会的スキルの向上 0.364*** ダブル・ループ

実践共同体に興味関心をもって参加する中で、新しい
タイプの実践共同体で通用する社会的スキル習得の必
要性を実感した時に、熟達者の実践を観察しそれを取
り入れようとすることにより高まる。

②役割遂行感の獲得 0.235*** ダブル・ループ
実践共同体における自分の役割を明確化して自分に対
する評価軸をもち、かつ、熟達者からもフィードバッ
クを得て改善しそれを果たすことにより高まる。

③学びや職業に対する新
たな機会の発見

0.529*** ダブル・ループ

実践共同体における活動に興味関心を持って取り組む
中で積極的に自己開示を行うことで、それぞれの興味
関心に沿った職業に関する新たな知識を得て、そこか
ら新しい職業に関する選択肢を獲得すること高まる。

* p<.05, ** p<.01, *** p<.001
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5.3.2 ダブル・ループ学習を促す要因 

 ここで、検証②についても、ダブル・ループ学習が生じるプロセスについてより詳しく推

論していく。 

 検証①でも述べた通り、ダブル・ループ学習が生じるプロセスは図 9 の仮説モデルの［新

しい自己の弱み発見］に関連する。ここで自己の弱みを他者が受け入れてくれた場合は［自

己肯定感の獲得］に繋がりシングル・ループ学習へと進む。一方で、自己の弱みを他者が受

け入れてくれないと感じたとき、それがトリガーとなってコントロール・スキーマが活性化

し、ダブル・ループ学習に入る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実践共同体への参加が若者のキャリア開発に効果を与えるメカニズム（図 9 の再掲） 

 

 キャリア開発の効果①「社会的スキルの向上」において、［新しい自己の弱み発見］にあ

たるものは、前節で述べた、全く異なるタイプの実践共同体で人々と相互交流していくため

に新たな社会的スキルが必要であると自覚すること、であると考えられる。 

キャリア開発の効果②「役割遂行感の獲得」において［新しい自己の弱み発見］にあたる

ものは、明確化された自分の役割をうまく果たせていないと自己評価することである。共同

体における他の新参者との相互交流の中で自分の役割を遂行し、自分自身で課題を見つける。

それを熟達者のフィードバックを受けることで新しい役割にも挑戦して乗り越えることで、

「役割遂行感の獲得」に繋がると推論できる。 

 キャリア開発の効果③「学びや職業に対する新たな機会の発見」において［新しい自己の

弱み発見］にあたるものは、自分自身の職業に関する選択肢への理解が不十分であることを

認識することである。この弱みを発見するためにまずは自分を積極的に開示し、自分の興味

関心にそった職業に関する新たな知識の習得を通じて「学びや職業に対する新たな機会の発
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見」に繋がると推論できる。 

 

 表 28 に上記内容を追加したものを表 29 に示す。 

 

表 29 検証②：実践共同体としてのインターンシップが若者のキャリア開発に与える効果

とそのプロセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ループ
の

種類

ダブル・ループ
を促進するトリ

ガー

ダブル・ループの
促進に繋がる行動

①社会的スキルの向上 0.364*** ダブル

全く異なるタイ
プの実践共同体
で人々と相互交
流していくため
に新たな社会的
スキルが必要で
あると自覚する

こと

新しいタイプの実
践共同体で通用す
る社会的スキルに
関する熟達者の実
践を観察し、取り
入れようとするこ

と

熟達者 参照・模倣

実践共同体に興味関心をもっ
て参加する中で、新しいタイ
プの実践共同体で通用する社
会的スキル習得の必要性を実
感した時に、熟達者の実践を
観察しそれを取り入れようと
することにより高まる。

②役割遂行感の獲得 0.235*** ダブル

明確化された自
分の役割をうま
く果たせていな
いと自己評価す

ること

自分が果たすべき
役割に対して主に

熟達者からの
フィードバックを
得て改善し、新た
な役割に挑戦して

成功すること

熟達者 参照

実践共同体における自分の役
割を明確化して自分に対する
評価軸をもち、かつ、熟達者
からもフィードバックを得て
改善しそれを果たすことによ
り高まる。

③学びや職業に対す
る新たな機会の発見

0.529*** ダブル

自分自身の職業
に関する選択肢
への理解が不十
分であることを
認識すること

興味関心に沿った
職業に関する新た
な知識を得て、そ
こから新しい職業
に関する選択肢を

獲得すること

熟達者
（一部、他の

新参者）
参照・模倣

実践共同体における活動に興
味関心を持って取り組む中で
積極的に自己開示を行うこと
で 、 そ れ ぞ れ の興 味関 心に
沿った職業に関する新たな知
識を得て、そこから新しい職
業に関する選択肢を獲得する
こと高まる。

* p<.05, ** p<.01, *** p<.001

キャリア開発への
効果

参加前後
の得点差

学習プロセス
キャリア開発の効果が高まる

プロセスの詳細学習にあたり参照・模倣す
るもの
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第 7 章 モデルの普遍化 

7.1 検証①、②からみたキャリア開発においてダブル・ループ学習を促す要因 

 ここまで、実践共同体への参加が若者のキャリア開発に与える効果とそのメカニズムを明

らかにすることを目的に、デンマークの伝統的な実践共同体「エフタスコーレ」の事例をも

とに仮説モデルを構築し、日本におけるオンラインキャリア教育授業とインターンシップで

生まれるコミュニティを実践共同体と捉えて構築した仮説モデルの検証を行ってきた。 

 ここでは、表 20 及び表 29 を中心に検証①および検証②の結果を比較して、それぞれのキ

ャリア開発に関して普遍的にダブル・ループ学習を促す要因について記述的推論を行う。 

 

7.1.1 キャリア開発への効果①「社会的スキルの向上」 

 キャリア開発への効果①「社会的スキルの向上」に関しては、検証①のオンラインキャリ

ア教育授業と検証②のインターンシップとで、学習プロセスに大きな違いがあった。それは、

検証①のオンラインキャリア教育授業においては、学生はシングル・ループ学習で社会的ス

キルを向上させていたのに対し、検証②のインターンシップでは、学生はダブル・ループ学

習で社会的スキルを向上させていたという点である。 

 検証②のインタビュー調査から、この違いが生じたのは、学生が参加する実践共同体が、

それまでに彼らが慣れ親しんだ社会的スキルを使い相互交流を行う共同体であるのか、それ

とも新しいタイプの社会的スキルを使い相互交流を行う共同体であるのか、によって違いが

生じることが明らかとなった。具体的には、本研究の検証①のオンラインキャリア教育授業

は普段彼らが所属している大学内の実践共同体であり、そこで使う社会的スキルは普段彼ら

が使っている社会的スキルと同じものである。しかしインターンシップにおいては、学生は

初めて「公式な職場」のコミュニティに参画し、大学教員ではない社会人と相互交流を取る

ことを求められ、それまでとは違うタイプの社会的スキルを習得する必要性に迫られていた。

検証②で学生が置かれる状況は、仮説モデルを構築したエフタスコーレで学生たちが直面す

る状況に似ている。エフタスコーレにおいても、生徒たちは、それまで 9 年間近く通った地

元の学校や家庭を離れて、デンマークの様々な地域から集まってきた他の新参者や教師と相

互交流を行わなければならない。このことから、社会的スキルは、若者が普段所属する実践

共同体においても漸次的に改善されていくものであるが、異なるタイプの社会的スキルを身

につける必要性に迫られたことをトリガーに、ダブル・ループ学習が生じると考えることが

できる。 

またダブル・ループ学習の促進に必要な条件としては、新しい社会的スキルに関する熟達

者の実践にアクセス（観察）できることがあげられる。例えば長期インターンシップに参加

した学生たちは、昼休みなどに熟達者同士がプライベートも含めた自己開示を繰り返すこと

で長期的な人間関係を維持していることを観察していたし、短期インターンシップに参加し

た学生たちも、インターンシップの現場で熟達者同士が会話をしたり、時には自分に対して
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話しかけてくれたその姿を観察し、それを模倣していたことが明らかとなっている。 

 

7.2.2 キャリア開発への効果②「役割遂行感の獲得」 

キャリア開発への効果②「役割遂行感の獲得」に関しては、検証①のオンラインキャリア

教育授業、検証②のインターンシップともに、ダブル・ループ学習で向上することが明らか

となっていた。 

 それぞれのインタビュー調査の結果より、キャリア開発への効果②「役割遂行感の獲得」

においてダブル・ループ学習につながるトリガーは、他の新参者との相互交流の中で、自分

の役割をうまく果たせていないと感じることであった。検証①のオンラインキャリア教育授

業において「役割遂行感の獲得」の得点が事前・事後で上がった学生はみな、活動の最初に

自分で自分の役割を設定し、それがうまくいかず役割の再定義を行っていた。検証②のイン

ターンシップにおいても、「役割遂行感の獲得」の得点が事前・事後で上がった学生には同

様の特徴がみられた。検証②ではさらに、インターンシップ先の熟達者より予め役割を与え

られた学生も「役割遂行感の獲得」の得点があがっていた。このことから、キャリア開発へ

の効果②「役割遂行感の獲得」においてダブル・ループ学習につながるトリガーは、他の新

参者との相互交流の中で、当初設定した（もしくは付与された）役割をうまく果たせていな

いと感じること、だと言える。このことは、仮説モデル構築の事例となったエフタスコーレ

とも共通している。 

ダブル・ループ学習の促進に必要な条件としては、まず、新参者に役割を与えることが考

えられる。この場合の役割は、熟達者から付与してもよいし、新参者自身で設定させても同

じ効果がある。次に、熟達者から役割を付与した場合は、新参者の役割遂行状況に応じて適

切な助言を与える。新参者自身で役割を設定させた場合は、その役割をうまく遂行できない

場合には役割を再定義させる。そして両者ともに、もう一度、改善された、もしくは新たな

役割を遂行する機会を与える必要があると考えられる。 

 

7.3.3 キャリア開発への効果③「学びや職業に対する新たな機会の発見」 

 キャリア開発への効果③「学びや職業に対する新たな機会の発見」については、検証①

のオンラインキャリア教育授業、検証②のインターンシップともに、ダブル・ループ学習で

向上することが明らかとなっていた。 

 それぞれのインタビュー調査の結果より、キャリア開発への効果③「学びや職業に対する

新たな機会の発見」においてダブル・ループ学習につながるトリガーは、熟達者や他の新参

者との相互交流を通じて、自分自身の職業に関する選択肢への理解が不十分であることを認

識することであった。このことは、エフタスコーレにおいても共通しており、エフタスコー

レでは特に、教師の専門家としての生き様やこれまでのキャリア選択に関する情報提供、そ

してキャリア支援専門家との対話などにより「学びや職業に対する新たな機会の発見」の効
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果が高まっていた。ただしエフタスコーレでは他の新参者同士の交流からの高まりはほとん

ど言及されることはなかった。これは、エフタスコーレと違い、仮説モデルの検証を行った

検証①オンラインキャリア教育授業や②インターンシップは、そもそもそこに参加する若者

は、自分自身のキャリアや将来の職業等に強い関心を持ち、それを学ぶことを目的としてい

るためであることが原因として考えられた。 

 次に、ダブル・ループ学習の促進に必要な条件としては、2 つのパターンが考えられた。

1 つ目は他の新参者との相互交流を通じて高まるパターンで、これはさらに、実践共同体の

中で自分が新しく挑戦した役割を新たな軸として職業に関する選択肢を広げていく場合と、

他者の職業選択の軸を参照・模倣して職業に関する選択肢を広げていく場合の 2 つに分ける

ことができる。2 つ目は特にインターンシップで多く見られたパターンで、熟達者との相互

交流を通じて高まるパターンである。この場合は、熟達者に対して積極的に自己開示を行う

ことで興味関心に沿った職業に関する新たな知識を得て、そこから新しい職業に関する選択

肢広げていく。これらをまとめると、以下の 3 つの条件が考えられる。 

 他の新参者との相互交流の機会を提供し、自分がその中で果たした新たな役割から、職

業選択の新たな軸となりえるものを考察させる。 

 他の新参者との職業選択に関する意見交換の機会を提供し、他者が発言した職業選択の

軸のなかで模倣できることを考察させる。 

 熟達者に対して職業選択に関わる自己開示を行う機会を提供し、そこで得た新たな情報

を元に、職業に関する選択肢を考察させる。 

 

以上をもとに、3 つのキャリア開発への効果に対するダブル・ループ学習促進のトリガー

と必要な条件を表 30 にまとめる。 
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表 30 3 つのキャリア開発への効果に対するダブル・ループ学習促進のトリガーと促進の

ために提供すべきもの 

 

キャリア開発へ

の効果 

ダブル・ループ学習

に繋がるトリガー 

ダブル・ループ学習促進のために提供すべきも

の 

①社会的スキル

の向上 

異なるタイプの社会

的スキルを身につけ

る必要性に迫られる

こと 

 熟達者の実践を観察できる機会 

②役割遂行感の

獲得 

当初設定した（もし

くは付与された）役

割をうまく果たせて

いないと感じること 

 熟達者からの助言に基づき改善する機会 

 役割を再定義して改善する機会 

③学びや職業に

対する新たな機

会の発見 

自分自身の職業に関

する選択肢への理解

が不十分であること

を認識すること 

 他の新参者との相互交流で果たした新たな

役割から、職業選択の新たな軸となりえる

ものを考察させる機会 

 他の新参者が発言した職業選択の軸のなか

で模倣できることを考察させる機会 

 熟達者への職業選択に関する自己開示と助

言をもとに職業に関する選択肢を考察させ

る機会 
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7.2 質的比較分析（QCA） 

 さて、本研究ではここまで、実践共同体が若者のキャリア開発に与える効果とそれが生じ

るメカニズムについて、デンマークの実践共同体を事例に仮説モデルを構築し、日本におけ

る実践共同体の 2 つの事例で検証を行った。2 つの事例検証それぞれでは、アンケート調査

とインタビュー調査という定量的・定性的な 2 つの手法を用いて検証を実施した。また実践

共同体の形態もその実施期間や形式、規模等、様々なものを対象としてきた。このように本

研究では、国をまたぎ、様々な実践共同体を対象に、定量・定性的調査を行ってきたが、こ

こまでの研究結果を補完し、3 つのキャリア開発の効果を高めるメカニズムをより精緻に普

遍化していくことを目的として、最後に質的比較分析（Qualitative Comparative Analysis、以

下「QCA」）を実施することとした。 

 

7.2.1  QCA の特徴 

 ここでは、QCA の特徴について説明する。 

 QCA は、事例比較の革新的手法として 1980 年代に誕生した（田村, 2015）。田村（2015）

によると、QCA の革新性は、集合論やブール代数40によって事例比較から因果関係を推論

する形式的手順を体系化した点にあり、その発展を主導したのは政治学と社会学で活躍する

Ragin（Charles C. Ragin、1952～）である。QCA はその発祥を背景として政治学や社会

学の領域で使われることが多いが、田村（2015）は 2011 年の段階で QCA の分野別利用割

合は、政治学（31％）、社会学（24％）、産業・経済学（12％）、保健衛生・教育（11％）、

経営学（9％）、法学・犯罪学（4％）、その他（10％）と多方面に広がると指摘しており、

山田・好川（2021）も、QCA の手法の 1 つであるファジィ・セット質的比較分析（fsQCA）

について、主要な経営学研究誌で、この手法を用いた関連主題の研究が増えていると指摘し

ている。 

 QCA は、ごく少数のサンプルを対象とした定性研究とも、大規模サンプルを用いた定量

研究とも異なる方法として位置づけられる（中川, 2021）。中川（2021）によれば、単一事

例を含む少数サンプルと大規模サンプル、両方の短所を補うことが可能であるという意味で

もあるのだが、少なくとも、大規模サンプルを用いた統計的分析とは方法論的な立場に大き

な相違がある、と指摘している。具体的には、QCA においては異なる条件の組み合わせが、

同じ結果を導くかもしれないことを意味する「結合因果」が想定されており（Rihoux & 

 
40 田村（2015）は集合とブール代数について下記のように説明している。集合とはモノの

集まりのことである。集合論は集合間の関係を取り扱う数学であり、現代数学の基礎になっ

ている。集合論の初歩は高校で習う数学でもその重要な一分野として登場している。ブール

代数は 0 と 1 の二値しかとらない変数を使う論理数学である。19 世紀の中頃に、イギリス

の数学者ブールによって創始された。ブール代数は今日、コンピューターの論理回路の設計

などに使われている。この数学は集合の代数学でもある。QCA はこれらの基礎概念や初等

理論を利用している。 
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Ragin, 2008）、言い換えると QCA では、ある条件の組み合わせが「経営成果を高める」な

どといった特定の結果を生み出す唯一の説明経路ではなく、ほかの組み合わせから同じ結果

が生み出される可能性があると考えられる。ゆえに、ある結果をもたらす条件の組み合わせ

を検討する際に最適な手法であるという。 

 以上のことから、もし実践共同体において 3 つのキャリア開発の効果を高める条件の組み

合わせを析出できれば、そのメカニズム説明するモデル構築の補完的な視点を提供する材料

となり得ると考えられた。 

 この QCA には大きく 3 つの種類がある。1 つ目は「1」か「0」かという 2 値変数のみを

用いるクリスプ・セット QCA（csQCA）、2 つ目は 3 つないしそれ以上の値の多値変数をと

るマルチ・バリュー QCA（mvQCA）、そして 3 つ目は連続変数を扱うことが可能なファジ

ィ・セット QCA（faQCA）の 3 種類である（Rihoux & Ragin, 2008）。本研究では 1 つ目

の通常の集合（クリスプ・セット QCA）による分析を行うこととした。 

 

なお、分析には、Ragin が中心となって開発した fs/QCA（バージョン 3.0）を使用した41。

fs/QCAはRaginがこれまでに確立してきたQCAの手法が一通り組み込まれており、現在、

QCA の分析において、最も基本的なソフトウエアである（森, 2017）。 

 

7.2.2 分析に使用したデータと分析手順 

7.2.2.1 使用したデータ 

 分析に使用したデータは、仮説モデルの構築に使用したデンマークの実践共同体「エフタ

スコーレ」で収集した生徒へのインタビューデータ 4 件、検証①で収集した日本の大学生へ

のインタビューデータ 6 件、そして検証②で収集した日本の大学生へのインタビューデータ

16 件、合計 26 件である。田村（2015）によれば、QCA は大量データ分析も可能であるが、

スモールデータの分析を得意としており、データが 15 未満の少数事例や、15 から 50 くら

いまでの中規模データでも、因果推論が可能である。本研究で使用するデータは 26 件であ

るため、QCA による分析が可能な範囲に含まれている。 

 

7.2.2.2 分析手順 

 QCA による分析を行う際には、まず先行研究から理論的に導出するか、あるいは事例研

究などの定性的な研究から帰納的に特定された原因条件を設定する必要がある（中川, 

 
41 fs/QCA（バージョン 3.0）は以下のウェブサイトよりダウンロードして使用した。 

http://park18.wakwak.com/~mdai/qca/software.html#fs/QCA 

森（2017）は、これまで fs/QCA をダウンロードするときにアクセスしていた Ragin の

アリゾナ大学のウェブサイトには依然として古いバージョン 2.0 が提供されているが、基

本的には新しいバージョンを使用することを推奨すると述べている。 

http://park18.wakwak.com/~mdai/qca/software.html#fs/QCA
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2021）。これについては、仮説モデルの構築に使用したデンマークの実践共同体「エフタ

スコーレ」の調査、仮説モデルの検証①、仮説モデルの検証②で実施アンケート調査及びイ

ンタビュー調査の結果から、原因条件を表 31 の通り設定することとした。 

 

表 31 QCA による分析で設定した原因条件 

連

番 
カテゴリー 原因条件 キャリブレーション（calibration） 

X1 

実践共同体

の形式 

規模 
1＝実践共同体への参加人数が 50 名以上 

0＝実践共同体への参加人数が 50 名未満 

X2 実施形式 
1＝対面での参加 

0＝オンラインを通じての参加 

X3 日数 
1＝実践共同体への参加期間が 3 か月以上 

0＝実践共同体への参加期間が 3 か月未満 

X4 

実践共同体

における学

習を促すと

考えられる

条件 

興味関心 
1＝アンケート調査における回答が 4～6 

0＝アンケート調査における回答が 1～3 

X5 役割遂行 
1＝アンケート調査における回答が 4～6 

0＝アンケート調査における回答が 1～3 

X6 自己開示 
1＝アンケート調査における回答が 4～6 

0＝アンケート調査における回答が 1～3 

X7 役割付与 
1＝熟達者からの役割付与もしくは自己設定あり 

0＝熟達者からの役割付与も自己設定もなし 

X8 FB①自己 
1＝アンケート調査における回答が 4～6 

0＝アンケート調査における回答が 1～3 

X9 FB②他者 
1＝アンケート調査における回答が 4～6 

0＝アンケート調査における回答が 1～3 

X10 
シングル・

ループ 
自己肯定感 

1＝アンケート調査における回答が 4～6 

0＝アンケート調査における回答が 1～3 

X11 
ダブル・ 

ループ 

熟達者の模

倣・参照 

1＝アンケート調査における回答が 4～6 

0＝アンケート調査における回答が 1～3 

X12 類似経験 類似経験 

1＝過去に他者との相互交流を行う共同体への参加

経験あり 

0＝過去に他者との相互交流を行う共同体への参加

経験なし 

 

  また、fs/QCA に読み込むファイルには、「原因条件」として使用する集合の例（各値は

0 か 1）と、「結果」として使用する集合の例（各値は 0 か 1）が最低含まれている（森, 

2017）必要がある。そこで、 それぞれの対象者データについて、表31におけるX1～X12、

そして、3 つのキャリア開発への効果を追記したものを作成した。検証➀、検証②のデータ

は、アンケート調査でのグループ分けをもとにデータを作成した42。その結果を表 32 に示

 
42 アンケート調査で「効果有りグループ」としたデータ、つまりキャリア開発への効果を問

う 3 項目について 6 段階の回答を 1～6 の数値化で示した得点を事前と事後で比較し、その

差が 1 以上であったデータは「1」、0 以下であったデータについては「0」を入力した。な

おエフタスコーレの生徒のデータは全て「1」をセットした。 
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す。 

表 32 QCA での分析に使用したデータファイル 

 

 

7.2.3 QCA による分析の結果（必要条件） 

 森（2017）によれば、QCA の分析手順では、まず必要条件の分析を行い、次に十分条件

の分析を行う。そこで本研究においても、はじめに 3 つのキャリア開発の効果ごとに必要条

件（necessary conditions）を分析した。 

 近藤（2017）によれば、QCA においては必要条件に関する分析の方が十分条件に関する

分析よりも一般に高い整合性が求められるという。そこで本研究においても近藤（2017）

に倣い、素条件あるいはその組み合わせを必要条件として採択する際の整合性の水準に関し

て、多くの研究において採用されている という 0.9 という値を設定することとした。以下、

Y1

社会的スキル

の向上

Y2

役割遂行感

の獲得

Y3

学びや職業に

対する新たな

機会の発見

X1 X2 X3 X4 X5 X6 X7 X8 X9 X10 X11 X12

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0

2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0

3 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0

4 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 0

5 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1 1 0 0 1 1

6 1 0 1 1 0 0 1 1 0 0 1 1 1 1 1

7 0 0 0 1 0 0 1 1 0 1 1 1 1 1 0

8 1 1 1 1 0 0 1 1 1 1 1 1 1 0 1

9 1 1 1 1 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 0

10 0 0 0 1 0 0 1 1 0 1 1 1 1 1 0

11 0 1 1 0 1 0 1 1 0 1 1 0 1 1 1

12 0 0 1 0 1 0 1 1 0 1 1 1 1 1 0

13 1 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

14 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0

15 0 0 1 0 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0

16 0 0 0 0 1 0 1 1 0 0 1 1 1 0 1

17 0 1 0 1 0 0 1 1 1 0 1 1 0 1 1

18 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 1 0 0 0

19 1 1 1 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

20 0 0 1 0 1 0 1 1 0 1 1 1 0 1 0

21 1 0 1 0 1 0 1 1 0 1 1 1 1 1 0

22 1 0 0 0 1 0 1 1 0 0 0 0 0 1 0

23 1 1 1 1 0 0 1 0 0 1 1 0 1 0 0

24 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 1 1 0 0 0

25 0 0 1 0 1 0 1 1 0 1 1 1 1 1 1

26 0 0 1 0 0 0 1 1 0 1 1 1 1 1 0

原因条件

№

結果
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3 つのキャリア開発の効果に関する必要条件の分析結果を示す。 

 

7.2.3.1 キャリア開発への効果①「社会的スキルの向上」 

 キャリア開発への効果①「社会的スキルの向上」に関する必要条件の分析結果を表 33 に

示す。 

表 33 キャリア開発への効果①「社会的スキルの向上」の必要条件 

 

 

 表 33 を見ると、単独で整合度が基準となる 0.9 を超えているのは、「X4：興味関心」、

「X5：役割遂行」、「X8：FB①自己」、「X10：自己肯定感」の 4 つであることが分かる。こ

のうち、被覆度が推奨されている基準値である 0.5 以上であった「X4：興味関心」と

「X10：自己肯定感」が「社会的スキルの向上」の必要条件として考えることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連番 原因条件
整合度

Consistency

被覆度
Coverage

採択

X1 規模 0.666667 0.666667

X2 実施形式 0.666667 0.533333

X3 日数 0.500000 1.000000

X4 興味関心 1.000000 0.500000 〇

X5 役割遂行 0.916667 0.478261

X6 自己開示 0.833333 0.555556

X7 役割付与 0.666667 0.888889

X8 FB①自己 0.916667 0.478261

X9 FB②他者 0.833333 0.476190

X10 自己肯定感 0.916667 0.578947 〇

X11 熟達者の参照・模倣 0.833333 0.526316

X12 類似経験の有無 0.333333 0.444444
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7.2.3.2 キャリア開発への効果②「役割遂行感の獲得」 

同様に、キャリア開発への効果②「役割遂行感の獲得」に関する必要条件の分析を行った。

その結果を表 34 に示す。 

 

表 34 キャリア開発への効果②「役割遂行感の獲得」の必要条件 

 

 

 表 34 を見ると、単独で整合度が基準となる 0.9 を超えているのは、「X4：興味関心」、

「X5：役割遂行」、「X8：FB①自己」、「X9：FB②他者」の 4 つであることが分かる。この

うち、被覆度が推奨されている基準値である 0.5 以上であった原因条件は存在しなかった。

そこで他の論文と同様、整合度が 0.9 に近い値、かつ被覆度が 0.5 以上である原因条件を調

べると「X7：役割付与」がそれに当てはまっていた。そこで「X7：役割付与」を「役割遂

行感の獲得」の必要条件とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連番 原因条件
整合度

Consistency

被覆度
Coverage

採択

X1 規模 0.777778 0.583333

X2 実施形式 0.666667 0.400000

X3 日数 0.555556 0.833333

X4 興味関心 1.000000 0.375000

X5 役割遂行 1.000000 0.391304

X6 自己開示 0.888889 0.444444

X7 役割付与 0.888889 0.888889 〇

X8 FB①自己 1.000000 0.391304

X9 FB②他者 1.000000 0.428571

X10 自己肯定感 0.888889 0.421053

X11 熟達者の参照・模倣 0.888889 0.421053

X12 類似経験の有無 0.444444 0.444444
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7.2.3.3 キャリア開発への効果③「学びや職業に対する新たな機会の発見」 

 最後に、キャリア開発への効果③「学びや職業に対する新たな機会の発見」に関する必要

条件の分析を行った。その結果を表 35 に示す。 

 表 35 を見ると、単独で整合度が基準となる 0.9 を超えているのは、「X4：興味関心」、

「X5：役割遂行」、「X8：FB①自己」の 3 つであることが分かる。これらはすべて、被覆度

が推奨されている基準値である 0.5 以上であるため、「X4：興味関心」、「X5：役割遂行」、

「X8：FB①自己」の 3 つを「学びや職業に対する新たな機会の発見」の必要条件として考

えることができる。 

 

表 35 キャリア開発への効果③「学びや職業に対する新たな機会の発見」の必要条件 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連番 原因条件
整合度

Consistency

被覆度
Coverage

採択

X1 規模 0.500000 0.666667

X2 実施形式 0.687500 0.733333

X3 日数 0.312500 0.833333

X4 興味関心 1.000000 0.666667 〇

X5 役割遂行 0.937500 0.652174 〇

X6 自己開示 0.875000 0.777778

X7 役割付与 0.437500 0.777778

X8 FB①自己 0.937500 0.652174 〇

X9 FB②他者 0.875000 0.666667

X10 自己肯定感 0.875000 0.736842

X11 熟達者の参照・模倣 0.812500 0.684211

X12 類似経験の有無 0.312500 0.555556
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7.2.4 QCA による分析の結果（十分条件） 

 次に、3 つのキャリア開発の効果の十分条件について検討するため、真理表アルゴリズム

（truth table algorism）を用いて分析を行った。 

具体的には森（2017）の手順に従い fs/QCA を使ってまず不完備真理表を作成した。この

際、各行の整合度を示す row consistency が 0 と 1 の間の少数となった場合は 0.8 以上の場

合は結果を「1」とし、0.8 未満の場合は「0」とするよう Edit Truth Table ウィンドウの

Delete and code にて設定した。その後、row consistency が「0」となっている論理的残余

43を消去した後、標準分析を実施した。なお、Intermediate solution ウィンドウが表示され

た際は、規模・日数・実施形式については Present or Absent を選択、その他の原因条件に

ついては Present を選択した44。 

fs/QCA ではこの手続きによって、複雑解、中間解、簡潔解という 3 つのアウトプットが

得られる。本研究ではこれらのうち、簡潔解45の結果を説明していく。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
43 論理的残余とは、その行に当てはまる事例がそもそも存在しないということを指す。 
44 森（2017）によれば、このウィンドウでは各原因条件の存在が結果の発生に寄与すると

予想されるのか（その場合は Present を選択）、それとも各原因条件の欠如が結果の発生に

寄与すると予想されるのか（その場合は Absent を選択）、特にそうした予想はできないか

（その場合は Present or Absent を選択）、という方向性予測（directional expectation）を

指定するもので、この方向性予想は中間解の導出に必要なものである。 
45 森（2017）によれば、簡潔解は、真理表の行に加え、論理的残余の行のうち論理式の形

をできる限り単純なものにするようソフトウエアが探し、そのような行の結果は 1 になる

ものと仮定して、これも含めて作った解である。 
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7.2.4.1 キャリア開発への効果①「社会的スキルの向上」 

 まず、キャリア開発への効果①「社会的スキルの向上」に関する十分条件の分析を行った。

その結果を表 36 に示す。 

 

表 36 キャリア開発への効果①「社会的スキルの向上」の十分条件 

 

  

まず、分析結果の妥当性を検証する。 

Fs/QCA の分析結果の読み取りに関しては、整合度と被覆度の 2 つの指標に着目する必要

がある。田村（2015）によれば、整合性は「結果」への十分条件である点で、どの程度に

整合的であるかを示したもので、統計分析における有意水準に似ているものである。表 36

を見ると結果として表示された 3 つの簡潔解はすべて素整合性が「1」であるため、どれも

十分条件である度合いが高いと考えることができる。また析出された条件組み合わせパター

ンを持つ事例のうちで、結果（＝1）が占める割合を示す解整合性も「1」と高い値となっ

ている。 

 次に被覆度を見る。田村（2015）によれば、素被覆度は、結果（＝1）を示す事例数のう

ちで、それぞれの十分条件経路を示す事例によって占められる比率である。表 36 をみると

ケース 1 の素被覆度は 0.666667 であるため、社会的スキルが向上した学生のうち 65%以上

が実践共同体の中で自己開示を行い、かつ役割を熟達者から付与されたか自分で設定したこ

とを表す。一方で、ケース 2 とケース 3 は素被覆度がいずれも 0.166667 と 20%にも満たな

いため、その重要度は低くなる。同じく田村（2015）によれば、固有被覆度は、結果（＝1）

を示す事例数のうちで、特定の十分条件経路だけによって占められる比率である。表 36 で

は、ケース 1 とケース 3 に重複が見られるため、それぞれの固有被覆度が低くなっている。

解被覆度の値が「0.91667」であることから、結果（＝1）の事例のうち、ケース 1、2、3

ケース 解（簡潔解）
素被覆度(*1)

raw coverage

固有被覆度(*2)

Coverage

素整合度(*3)

consistency

データ
件数

採用

1 自己開示*役割付与 0.666667 0.583333 1 7 〇

2 ~自己開示*~役割付与*熟達者の参照・模倣 0.166667 0.166667 1 2 〇

3 規模*~熟達者の参照・模倣 0.166667 0.083333 1 2

　図中の「～」は否定（補集合）を表す。

(*1) 結果が1の事例の総数中の、その項でカバーされている事例数の割合。

(*2) 結果が1の事例の総数中の、その項のみでカバーされている事例数の割合。

(*3) その項が十分条件である度合いを表す。1に近いほど十分条件である度合いが高い。

(*4) 解全体の被覆度で、結果が1の事例の総数中の、解全体でカバーされている事例数の割合。

(*5) 解全体の整合度で、出力された解が十分条件である度合いを表す。1に近いほど十分条件である度合いが高い。

解被覆度(*4) solution coverage：0.91667

解整合度(*5) solution consistency：1
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で説明できる割合も高い。 

 以上より、この分析結果の妥当性は全体として高いと判断できる。 

 

 次に、個別のケースについて見ていく。 

まずケース 1 は、実践共同体で熟達者から役割を付与された、もしくは役割を自分で設定

し、他者との交流の中で頻繁な自己開示の機会を持つ、という条件の組み合わせである。こ

れはまさに仮説モデルを構築したデンマークの実践共同体「エフタスコーレ」が持つ特徴と

合致しており、実践共同体の中で自分の役割を果たす過程で、頻繁に他者に自己開示をして

いくことで社会的スキルが高まると考えられる。またケース 1 は固有被覆度が 0.583333 と

最も高いことから、重要な条件の組み合わせであると考えることができる。 

次にケース 2 は、ケース 1 とは逆に、実践共同体で熟達者から役割を付与、もしくは役割

を自分で設定せず、かつ、他者との交流の中で頻繁な自己開示の機会を持たない。しかし、

熟達者の参照・模倣をしているという組み合わせを持つケースである。このことから、役割

と自己開示の機会を持たない場合でも、熟達者の実践を観察し、それを模倣することで社会

的スキルが高まる可能性があることを示唆している。これは短期インターンシップに参加し

た 2 名が該当するケースである。ただし固有被覆度は 0.166667 と低い。 

最後のケース 3 は、実践共同体の規模が大きく、熟達者の参照・模倣がないという条件の

組み合わせである。ケース 3 の 2 名の学生のうち 1 名はケース 1 と重複しているため、重複

が無いデータとしては 1 件であった。対象データを確認すると、このデータは半日間のイン

ターンシップに参加した大学生のデータで、実践共同体の中での役割は持っていないが、自

己開示を行いつつ自己評価を行うことで自己肯定感を高めていることが分かった。このこと

から、役割を持たない場合でも、自己開示を行い自分で評価することで、社会的スキルが高

まる可能性が示唆された。ただし固有被覆度は 0.0833334と 3つのケースの中で最も低くな

っている。 
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7.2.4.2 キャリア開発への効果②「役割遂行感の獲得」 

 次に、キャリア開発への効果②「役割遂行感の獲得」に関する十分条件の分析を行った。

その結果を表 37 に示す。 

 

表 37 キャリア開発への効果②「役割遂行感の獲得」の十分条件 

 

  

まず、分析結果の妥当性について、整合度と被覆度の 2 つの指標に着目して検証する。 

表 37を見ると結果として表示された簡潔解は素整合性が「1」であるため、十分条件であ

る度合いが高いと考えることができる。また析出された条件組み合わせパターンを持つ事例

のうちで、結果（＝1）が占める割合を示す解整合性も「1」と高い値となっている。 

 次に被覆度を見る。表 37をみるとケース 1の素被覆度は 0.777778であるため、役割遂行

感を獲得した学生のうち 75%以上が大規模な実践共同体に参加し、かつ役割を熟達者から

付与されたか自分で設定したことを表す。また今回はケースが 1 つのみ析出されているため

ケース間でのデータの重複はなくケース1の固有被覆度の値も「0.777778」となっている。

最後に解被覆度だが、今回はケースが1つのみであるため、その値が「0.777778」と、キャ

リア開発への効果①社会的スキルの向上と比較するとやや低い結果であったが、それでも

0.5 以上の値となっている。 

以上より、この分析結果の妥当性は全体として高いと判断できる。 

 

 次に、個別のケースについて見ていく。 

本分析で析出されたケースは 1 つのみであった。それは、比較的大規模な実践共同体に参

加し、役割を熟達者から役割を付与されたか自分で設定した、という条件の組み合わせであ

る。これも仮説モデルを構築したデンマークの実践共同体「エフタスコーレ」が持つ特徴と

合致しており、比較的多くの新参者との交流がある比較的大規模の実践共同体の中で、予め

役割を付与されたり設定したりしてそれを遂行することで高まると考えられた。またケース

1 は固有被覆度が 0.777778 と最も高いことから、重要な条件の組み合わせであると考える

ことができる。 

ケース 解（簡潔解）
素被覆度(*1)

raw coverage

固有被覆度(*2)

Coverage

素整合度(*3)

consistency

データ
件数

採用

1 規模*役割付与 0.777778 0.777778 1 7 〇

　(*1)～(*5）については表36参照。

解被覆度(*4) solution coverage：0.777778

解整合度(*5) solution consistency：1
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7.2.4.3 キャリア開発への効果③「学びや職業に対する新たな機会の発見」 

最後に、キャリア開発への効果③「学びや職業に対する新たな機会の発見」に関する十分

条件の分析を行った。その結果を表 38 に示す。 

 

表 38 キャリア開発への効果③「学びや職業に対する新たな機会の発見」の十分条件 

 

  

まず、分析結果の妥当性について、これまでと同様に、整合度と被覆度の 2 つの指標に着

目して検証する。表 38を見ると結果として表示された 4つの簡潔解はすべて素整合性が「1」

であるため、どれも十分条件である度合いが高いと考えることができる。また析出された条

件組み合わせパターンを持つ事例のうちで、結果（＝1）が占める割合を示す解整合性も

「1」と高い値となっている。 

 次に被覆度を見る。表 38より、ケース 1の素被覆度は 0.375000であるため、学びや職業

に対する新たな機会の発見がたかまった学生のうち 35%以上が、小規模な実践共同体の中

で役割設定はないものの、頻繁な自己開示をすることで学びや職業に対する新たな機会を発

見したことを表す。同じくケース 2 も素被覆度が 0.375000 となっており、学びや職業に対

する新たな機会の発見がたかまった学生のうち 35%以上が、学びや職業に対する新たな機

会を発見したと考えることができる。一方で、ケース 3 とケース 4 の素被覆度は 0.125000

と低く、それぞれ 12.5%の学生がこれらの集合に属している。固有被覆度は、ケース 1 及び

ケース 3 については他のケースとデータの重複が無いため固有被覆度は素被覆度と同じ値と

なっている。一方で、ケース 2 とケース 4 は 1 件の重複データがあるため、固有被覆度がそ

れぞれ 0.312500 と 0.062500 に下がっている。最後に解被覆度の値が「0.9375」であるこ

とから、結果（＝1）の事例のうち、ケース 1、2、3、4 で説明できる割合も高い。 

 以上より、この分析結果の妥当性は全体として高いと判断できる。 

 

 

ケース 解（簡潔解）
素被覆度(*1)

raw coverage

固有被覆度(*2)

Coverage

素整合度(*3)

consistency

データ
件数

採用

1 ~規模*自己開示*~役割付与 0.375000 0.375000 1 6 〇

2 規模*役割付与*自己肯定感 0.375000 0.312500 1 6 〇

3 興味関心*~FB②他者*~熟達者の参照・模倣 0.125000 0.125000 1 2 〇

4 ~実施形式*自己肯定感*類似経験の有無 0.125000 0.062500 1 2

　図中の「～」は否定（補集合）を表す。

　(*1)～(*5）については表36参照。

解被覆度(*4) solution coverage：0.9375

解整合度(*5) solution consistency：1
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 次に、個別のケースについて見ていく。 

まずケース 1 は、小規模な実践共同体で、役割を付与もしくは設定はしなかったが、自己

開示をすることで学びや職業に対する新たな機会を発見した、という条件の組み合わせであ

る。この集合に属するデータはすべて短期インターンシップに参加した大学生のデータで、

自分の職業選択に関する価値観や考え等を積極的に自己開示したことで、職業選択の新たな

軸になり得る情報を獲得することができたと考えることができる。素被覆度、固有被覆度と

もに 0.375000 となっており、析出されたケースの中では比較的重要な組み合わせであると

考えることができる。 

ケース 2 は逆に、比較的大規模な実践共同体で、付与もしくは設定した役割を遂行する中

で成功体験をして、それが学びや職業に対する新たな機会の発見につながったという条件の

組み合わせである。この集合に属するデータは、エフタスコーレとキャリア教育授業に参加

した学生のデータであった。これらのデータに共通することは、実践共同体の中でもさらに

比較的少人数のグループでの役割を遂行した点である。自分が果たした新たな役割から職業

選択の新たな軸を発見できたと考えることができた。ケース 2 も素被覆度 0.375000、固有

被覆度 0.312500 となっており、析出されたケースの中では比較的重要な組み合わせである

と考えることができる。 

ケース 3 の 2 件はいずれも短期インターンシップに参加した学生のデータであるが共通点

は 2 名とも明確な目標をもって第一志望に近い組織のインターンシップに参加している点で

ある。他の学生と比較して志望度が高い組織のインターンシップに参加したこともあり、他

者からのフィードバックや熟達者の言動の模倣・参照とまでは至らずとも、自分が知りたか

った情報を収集し、職業選択に活かした可能性がある。ケース 4 はケース 2 とデータの重複

がありそれを除くと 1 件のみが個の集合に属する。この 1 件はオンラインキャリア教育授業

に参加した大学生のデータで、共同体に参加した熟達者との交流を通じて新たな職業選択の

軸を発見した学生であった。ケース 3 とケース 4 については、素被覆度が 0.125000、固有

被覆度はそれぞれ 0.125000 と 0.062500 となっており、析出された組み合わせの中ではや

や重要度が低いと考えられる。 
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第 8 章 総合考察 

8.1 実践共同体が若者のキャリア開発に効果を与えるメカニズム 

 ここでは、実践共同体が若者のキャリア開発に効果を与えるメカニズムについて、仮説モ

デルと検証➀、検証②、そして QCA による分析の結果から総合的に考察していく。 

 

8.1.1 キャリア開発への効果①「社会的スキル」が向上するメカニズム 

 まず、キャリア開発への効果①については、仮説モデルを構築した実践共同体である「エ

フタスコーレ」と検証➀のオンラインキャリア教育授業、検証②のインターンシップの中で、

検証➀のキャリア教育授業のみシングル・ループ学習により向上していた。この時に効果有

りグループの得点が高かったのは「⑥フィードバック③他者からの行動観察」、「⑨自己の弱

みに対する他者の受容の確認」と「⑩自己肯定感の獲得」であった。次に検証②のインター

ンシップにおいてはダブル・ループ学習により向上しており、この時に効果有りグループで

得点が高かったのは「①興味関心の追求」、「他者の言動による新たな弱みの発見」、そして

「熟達者の言動の参照」である。 

そしてダブル・ループ学習へのトリガーは「異なるタイプの社会的スキルを身につける必

要性に迫られる」、ダブル・ループ学習促進のために提供すべきものは「新参者が、社会的

スキルに関する熟達者の実践を観察できる機会を提供する」であった。 

最後に QCA による分析により、「社会的スキル」が向上する必要条件は「興味関心」と

「自己肯定感」、十分条件は、「自己開示」と「役割付与」がある、もしくは「自己開示」と

「役割付与」がなく「熟達者の参照・模倣」があることであった。 

仮説モデルをもとに、上記の内容を図化したものを図 21 に示す。 

 

 

図 21 キャリア開発への効果①「社会的スキル」が向上するメカニズム 
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8.1.2 キャリア開発への効果②「役割遂行感の獲得」が向上するメカニズム 

 次に、キャリア開発への効果②については、仮説モデルを構築した実践共同体である「エ

フタスコーレ」と検証➀のキャリア教育授業、検証②のインターンシップすべてにおいてダ

ブル・ループ学習により向上していた。 

検証➀において効果有りグループの得点が高かったのは「②実践共同体における役割遂

行」、「⑥フィードバック③他者からの行動観察」、「⑨自己の弱みに対する他者の受容の確認」

と「⑬他の学生の言動の参照・模倣」である。検証②において効果有りグループで得点が高

かったのは「④フィードバック①自己評価」と「⑧他者の言動による新たな自身の弱み発見」

であった。 

ダブル・ループ学習へのトリガーは「当初設定した（もしくは付与された）役割をうまく

果たせていないと感じること」、ダブル・ループ学習促進のために提供すべきものは以下の

2 点であった。 

 熟達者から新参者に役割を与え、その遂行状況に関して適切な助言をしてその助言に基

づき改善する機会を提供する。 

 新参者自身に自分の役割を設定させ、うまく遂行できない場合は、役割を再定義して改

善する機会を提供する。 

最後に QCA による分析により、「役割遂行感の獲得」が向上する必要条件は「役割付与」、

十分条件は、「規模」と「役割付与」があることであった。 

仮説モデルをもとに、上記の内容を図化したものを図 22 に示す。 

 

 

図 22 キャリア開発への効果②「役割遂行感の獲得」が向上するメカニズム 
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8.1.3 キャリア開発への効果③「学びや職業に対する新たな機会の発見」が向上するメカ

ニズム 

キャリア開発への効果③についても、仮説モデルを構築した実践共同体である「エフタス

コーレ」と検証➀のキャリア教育授業、検証②のインターンシップすべてにおいてダブル・

ループ学習により向上していた。 

検証➀において効果有りグループの得点が高かったのは「②実践共同体における役割遂

行」、「⑥フィードバック③他者からの行動観察」と「⑬他の学生の言動の参照・模倣」であ

る。検証②において効果有りグループで得点が高かったのは「①興味関心の追求」と「③頻

繁な自己開示の機会」、そして「⑧他者の言動による新たな自身の弱み発見」であった。ダ

ブル・ループ学習へのトリガーは「自分自身の職業に関する選択肢への理解が不十分である

ことを認識すること」、ダブル・ループ学習促進のために提供すべきものは以下の 3 点であ

った。 

 他の新参者との相互交流の機会を提供し、自分がその中で果たした新たな役割から、職

業選択の新たな軸となりえるものを考察させる。 

 他の新参者との職業選択に関する意見交換の機会を提供し、他者が発言した職業選択の

軸のなかで模倣できることを考察させる。 

 熟達者に対して職業選択に関わる自己開示を行う機会を提供し、そこで得た新たな情報

を元に、職業に関する選択肢を考察させる。 

最後に QCA による分析により、「役割遂行感の獲得」が向上する必要条件は「興味関心」、

「役割遂行」、「FB①自己」、十分条件は、「規模」と「役割付与」と「自己肯定感」がある、

もしくは「規模」が小さく「役割付与」がなく「自己開示」があることであった。 

仮説モデルをもとに、上記の内容を図化したものを図 23 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 23 キャリア開発への効果②「役割遂行感の獲得」が向上するメカニズム 
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8.2 本研究の理論的貢献と実践的含意 

8.2.1 本研究の理論的貢献 

 本研究は、近年組織論において個人のキャリア開発を支援する存在として注目されている

「実践共同体」を対象として、北欧の伝統的な実践共同体「エフタスコーレ」の事例を基に、

実践共同体（communities of practice）への参加が若者のキャリア開発にもたらす効果のメカ

ニズムを明らかにすることを目的とした。また本研究では、組織論だけでなく、認知心理学

の知見を踏まえつつ、社会心理学における「社会的相互作用」の理論を援用して仮説モデル

を構築し、構築した仮説モデルを、日本の大学生が参加するオンラインによるキャリア教育

授業とインターンシップという 2 つの事例で検証をおこなった。さらに、エフタスコーレも

含めてたデータを質的比較分析（QCA）を使って再度分析し、モデル構築にあたっての補

完的な視点を得たうえで最終結論を考察した。 

 

 本研究の理論的貢献は、以下の 5 点あると考える。 

1 点目は、実践共同体と個人のキャリア開発に関する研究において、研究が少なくその蓄

積が期待されていた「若者」を対象とした研究を行った点である。これは、個人のキャリア

開発と実践共同体に関する研究の課題として森田（2021）が指摘していた内容の 1 つでもあ

る。様々なキャリアの理論において、若者、つまり個人が初めて主な仕事に就く時期はしば

しば重要なステージとして取り上げられており手厚い支援が必要な時期であるとされている。

この重要な時期に実践共同体に参加することが、個人のキャリア開発にどのような効果をど

のようなメカニズムで与えるのかを明らかにしたことは、大きな意義があると考える。 

 2 点目は、実践共同体への参加が若者のキャリア開発に与える効果として、「社会的スキ

ルの向上」、「役割遂行感の獲得」、「学びや職業に対する新たな機会の発見」の 3 つがあるこ

とを明らかにした点である。とくに「社会的スキルの向上」は、成人を対象とした先行研究

ではみられない若者特有の効果であることも明らかとなった。 

 3 点目は、同一の実践共同体での活動においても、Argyris & Schön（1978）のダブル・ル

ープ学習のような高次学習のループが存在していることを明らかにした点である。先行研究

では、実践共同体での実践で得られる非規範的視点と、公式組織で遵守することをよしとさ

れている規範的視点との間の差異を見いだし、それによって学習することを通じてダブル・

ループ学習が行われるとされていた。 

 4 点目は、上述した 3 つのキャリア開発への効果それぞれにおいて、ダブル・ループ学習

が促進されるためのトリガーと促進のために実践共同体の中で提供すべきものを明らかにし

た点である。ダブル・ループ学習を促進するために必要なものを提示することで、より効果

的な実践共同体の構築や運営に貢献できると考える。 

 5 点目は、上述した 3 つのキャリア開発への効果それぞれが生じるメカニズムを解明し、

モデルとして提示したことである。これまで実践共同体は「あるテーマに関する関心や問題、
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熱意などを共有し、その分野の知識や技能を、持続可能な相互交流を通じて深めていく人々

の集団」(Wenger et al., 2002)と定義されながらも、個人のキャリア開発が促される相互作用

の詳細（プロセス）については明らかになっていなかった。さらにこのモデルはデンマーク

と日本をフィールドとしてデータを採取して構築したため、特定の地域にとどまらない普遍

的なモデルとなっている。この点も本研究の大きな理論的貢献の 1 つであると考える。 

 

8.2.2 本研究の実践的含意 

 本研究からの実践的含意は、日本の若者に向けて、コミュニティをベースとした新しいキ

ャリア開発の具体的なモデルを構築し、その検証までを行った点である。以下、若者、大学

等のキャリア支援専門家、そして企業の人材開発担当者への実践的含意を述べる。 

 1 点目として、若者に対する実践的含意を述べる。これまで、日本の大学等におけるキャ

リア教育は講義型で実施されることが多く、また PBL 型の授業やインターンシップを除く

とグループで継続的に活動する機会を提供する形式が少ない傾向があった。また学校から職

業への移行期においても、書籍を参考にしたり大学で実施される就職ガイダンスなどを受講

して、1 人で自己分析や業界研究をして企業等の採用試験に臨む、というのが典型的な日本

の大学生の就職活動の姿であった。一方で、仮説モデルの構築にあたってデータを採取した

デンマークでは、コミュニティにおける他者との相互交流の中で、自分自身の強みを分析し

たり、将来の学びや職業に関する選択肢を広げていくというキャリア開発の形が存在してい

る。 

 本研究において、日本の大学生を対象とした場合にも、実践共同体というコミュニティの

中で他の学生やロールモデルとなり得る社会人と相互交流を行うことで、社会的スキルの向

上、役割遂行感の獲得、学びや職業に対する新たな機会の発見、というキャリア開発の効果

があることが明らかとなり、かつ、その過程で自分の前提や価値観を変えるような高次のキ

ャリア学習を実現する具体的な方法も明らかとなった。そこで、講義型のキャリア教育や就

職ガイダンスを受講したり、1 人で自己分析や業界研究をしてもなかなか進路選択が進まな

いという場合は、ぜひ、多様な学生や社会人と相互交流できるコミュニティに参加してみて

いただきたい。筆者は 10 年あまり大学生のキャリア開発を仕事としているが、特に、自分

の強みが分からないという悩みを持つ学生は、それまでに他者と継続的な相互交流を行うよ

うな活動経験がない傾向があった。また参加するコミュニティを選択する際には、表 30 で

提示した、キャリア開発への効果に対するダブル・ループ学習促進のトリガーと条件を備え

た実践共同体を選ぶとより効果が高まると考えられる。 

 2 点目として、大学等のキャリア支援専門家に対する実践的含意を述べる。大学等のキャ

リア支援専門家にとって、表 30 で示した内容や、図 21、22、23 で示したモデルは、キャリ

ア教育や正課科目におけるインターンシップ、そして就職支援におけるワークショップの設

計などに直接的に役立つ内容であると考える。例えば、学生のコミュニケーション能力を向
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上させるようなキャリア教育の授業・ワークショップなどを設計する際は、普段学生が使用

している社会的スキルでは対応できないような内容のコミュニケーションをとる場面を提供

し、かつ、講師同士が習得させたい社会的スキルを実践している姿を観察できる機会を提供

できるようにすると、学生の社会的スキルが向上する可能性が高い。次に、学生に役割遂行

感を獲得させたい場合には、まずは講師が各学生に役割を付与したり学生自身に役割を設定

させることが重要である。そして、相互交流のなかで彼らが自分の役割をうまくこなせてい

ないと感じたときに、講師が適切な助言を与えたり、自分で役割を再定義して、再度、交流

に臨む機会を提供する。学びや職業に対する新たな視点を身につけさせたい場合は、自分自

身の職業に関する選択肢への理解が不十分であることを認識することができるような内容を

取り入れ、その後、表 30 で提示したような活動を組み込む。 

このように、その実践共同体において開発したい若者のキャリアの内容に即して、ダブ

ル・ループ学習に繋がるトリガーやそれを促進するために必要な条件を戦略的に組み込むこ

とで、効果的な「コミュニティ・ベースのキャリア開発」を実践できると考えられる。 

 3 点目として最後に、企業の人材開発担当者への実践的含意を述べる。企業の人材開発担

当者に対しても、大学等のキャリア支援専門家に述べた内容と同じことが言える。表 30 で

示した内容や、図 21、22、23 で示したモデルは、企業の人材開発担当者が、学生向けのイ

ンターンシップを設計する際や、内定者教育の一環で内定者コミュニティを構築し活動をさ

せたいとき、さらに新入社員や若手社員の研修設計に直接活かせることができる。 

 例えばインターンシップにおいて、自社の魅力を訴求したい場合は、自業界や自社の事業

や仕事内容で学生に知られていないようなことを学生に伝えて、学生が自分自身の職業に関

する選択肢への理解が不十分であることを認識する機会を設ける。そのうえで、ロールモデ

ルとなり得る若手社員や中堅社員との交流の機会を設け、学生が、自社の事業や仕事内容に

より興味関心を持ち、そこから新たな進路選択の軸を創出することを促すことが効果的であ

る。また 3 年目や 5 年目を対象としたリーダーシップ研修などにおいては、リーダーとして

の役割を付与したのち、彼らが研修における模擬体験のなかでその役割をうまく果たせない

と感じる場面を設け、そこで、適切な助言を与えたり、役割を自分で再定義させたうえで、

再度、役割遂行の機会を提供することが必要である。 

 このように、企業においても公式な実践共同体を立ち上げるとき、もしくは非公式な実践

共同体の運営においても、若手社員のキャリア開発に活用できると考える。 

 

8.3 本研究の限界と未来へ向けた課題 

 ここでは本研究の限界と未来に向けた課題について説明する。本研究の限界は大きく 2 点

あると考えている。 

 1 点目は、サンプル数である。本研究では、4 件のインタビューデータを小規模データに

も適用可能な理論化の手続きである SCAT で分析し、そこから記述的推論を行うことにより



135 

 

仮説モデルを構築した。また検証➀および検証②ではそれぞれ、アンケート調査（64 件）

とインタビュー調査（6 件）、アンケート調査（85 件）とインタビュー調査（16 件）という

トライアンギュレーションにて分析した。さらに最後に、すべてのインタビューデータ（26

件）を対象に QCA にて分析した。このように本研究では、インタビューのテクストを丁寧

に読み解く質的調査を中心としつつ、統計的な手法を用いて客観性を担保してきた。その成

果として実践共同体が若者のキャリア開発に与える効果とそのメカニズムを解明し、仮説モ

デルの構築と検証までを行うことができた。しかしこのモデルをより普遍化させるためには、

日本とデンマーク以外の地域や、異なるタイプの実践共同体においてもさらに多くのデータ

を収集し検証を重ねることが必要である。この点については今後も多様な実践共同体にてデ

ータを採取し、検証作業を継続したい。 

 2 点目は、本研究の枠組みとして援用した社会的相互作用のモデル（菊池・堀毛，1994）

において、コントロール・スキーマが活性化した際に参照される要因としてあげられていた

「発達的要因」と「歴史的要因」については、研究の対象外とした点である。本研究では、

実践共同体を構築した際に環境として提供し得る「社会的要因」に焦点を絞り研究を行うこ

ととした。しかし、「発達的要因」と「歴史的要因」はいずれも、実践共同体内の相互作用

のプロセスに影響を与える可能性があると考えられる。この点についても今後の課題とした

い。 

 

 本研究で主要なテーマとしてきた実践共同体というコミュニティをベースとした個人のキ

ャリア開発は、組織の境界を越え主体的なキャリア開発を求められる現代の若者や働く人々

に、実践共同体という新たな支援組織をどのように活用するのかということに対する具体的

な視点を提供するものである。またこの中で育まれることが明らかとなった社会的スキルや

役割遂行感は、組織間の境界が緩やかになっていく現代社会において、他者と協働しながら

自分が所属する複数の実践共同体に貢献するために必要な能力でもある。そして個人がこの

ような能力を向上させることは、個々の実践共同体、そして公式組織や社会における新しい

価値創造に繋がるものである。学校や企業において、キャリア開発の手法をコミュニティ・

ベースに変えていくことで、個人も組織もが発展していく持続可能なキャリア開発にもつな

がっていく可能性がある。そのため、本研究における課題を踏まえ、今後も継続して実践共

同体というコミュニティをベースとしたキャリア開発に関する研究に取り組んでいきたい。 
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